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１、開催年月日時刻及び場所

  令和４年６月６日

自 午後 １１時１８分

至 午後 １１時２２分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委 員 長 山下 博史 君

副 委 員 長 坂口 慎一 君

委   員    八江 利春 君

〃 中山 功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 山本 由夫 君

〃 麻生 隆 君

〃 宮島 大典 君

〃 中村 泰輔 君

〃 清川 久義 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、審査の経過次のとおり

― 午後 １１時１８分 開会 ―

【山下委員長】ただいまから、農水経済委員会

を開会いたします。

これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。会議録署名委

員は、浅田委員、麻生委員の、ご両人にお願い

いたします。

本日の委員会は、令和４年６月定例会におけ

る本委員会の審査内容等を決定するための委員

間討議であります。

審査の方法について、お諮りいたします。審

査方法は、委員会を協議会に切り替えて行うこ

とにしたいと思いますが、ご異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 １１時１９分 休憩 ―

― 午後 １１時２１分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、この後、理事者へ正式に通知すること

といたします。

ほかに、ご意見はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ほかにないようですので、これをもって本日

の農水経済委員会を終了いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 １１時２２分 散会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和４年６月２０日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時 ９分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委 員 長 山下 博史 君

副 委 員 長 坂口 慎一 君

委 員 八江 利春 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 山本 由夫 君

〃 麻生  隆 君

〃 宮島 大典 君

〃 中村 泰輔 君

〃 清川 久義 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

産業 労働部 長 松尾 誠司 君

産業労働部政策監
(産業人材育成・県内定着促進)
(・働き方改革担当)

村田  誠 君

産業労働部政策監
(新産業振興担当)

三上 健治 君

産業労働部次長 宮地 智弘 君

産業 政策課 長 井内 真人 君

企業 振興課 長 末續 友基 君

企 業 振 興 課 企 画 監
(企業誘致推進担当)

原田 啓輔 君

新産業創造課長 香月 康夫 君

新産業創造課企画監
(エネルギー産業振興担当)

黒島 航 君

経営 支援課 長 内田 正樹 君

若者 定着課 長 川端 博子 君

農雇用労働政策課長 吉田 憲司 君

雇用労働政策課企画監
(産業人材対策担当)

川口 博二 君

６、審査事件の件名

〇農水経済分科会

第 69号議案
令和 4年度長崎県一般会計補正予算（第 3号）
（関係分）

第 85号議案
令和 4年度長崎県一般会計補正予算（第 5号）
（関係分）

報告第 4号
令和 3年度長崎県一般会計補正予算（第 23
号）（関係分）

報告第 6号
令和 3年度長崎県農業改良資金特別会計補正
予算（第 2号）

報告第策 7号
令和 3年度長崎県林業改善資金特別会計補正
予算（第 2号）

報告第 8号
令和 3年度長崎県県営林特別会計補正予算
（第 3号）

報告第 9号
令和 3年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計
補正予算（第 2号）

報告第 10号
令和 3年度長崎県小規模企業者等設備導入資
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金特別会計補正予算（第 2号）
報告第 13号
令和 3年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予
算（第 1号）

７、付託事件の件名

〇農水経済委員会

（1）議 案

第 80号議案
和解及び損害賠償の額の決定について

（2）請 願

   な  し

（3）陳 情

・要望書

・令和 5年度 県の施策等に関する重点要望事
項

・要望書

・要望書

・要望書

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【山下委員長】ただいまから、農水経済委員会

及び予算決算委員会農水経済分科会を開会いた

します。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

80号議案「和解及び損害賠償の額の決定につい
て」であります。そのほか陳情5件の送付を受
けております。

なお、予算及び予算に係る報告議案につきま

しては、予算決算委員会に付託されました予算

及び報告議案の関係部分を農水経済分科会にお

いて審査することになっておりますので、本分

科会として審査いたします案件は、第69号議案
「令和4年度長崎県一般会計補正予算（第3号）」
のうち関係部分外8件であります。
次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部ごとにお手元にお配

りしております審査順序のとおり行いたいと存

じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】ご異議ないようですので、その

ように進めることといたします。

これより、産業労働部関係の審査を行います。

分科会に入ります前に、理事者側から、今回

の委員会から新たに出席することになった幹部

職員の紹介を受けることにいたします。

【松尾産業労働部長】皆様、おはようございま

す。

産業労働部の新任幹部職員のうち、今回の委

員会から新たに出席する職員を紹介させていた

だきます。

〔新任幹部職員紹介〕

以上でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。

【山下委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【山下分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

産業労働部長より、予算議案及び報告議案の

説明を求めます。

【松尾産業労働部長】産業労働部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

資料といたしましては、「予算決算委員会農

水経済分科会関係議案説明資料」の当初版と、

その追加1をお配りしております。
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当初版の1ページをお開きいただきたいと思
います。

今回、ご審議をお願いいたしております議案

は、第69号議案「令和4年度長崎県一般会計補
正予算（第3号）」のうち関係部分、追加1に記
載しております第85号議案「令和4年度長崎県
一般会計補正予算（第5号）」のうち関係部分、
当初版に戻りまして、報告第4号 知事専決事項
報告「令和3年度長崎県一般会計補正予算（第
23号）」のうち関係部分、報告第10号 知事専

決事項報告「令和3年度長崎県小規模企業者等
設備導入資金特別会計補正予算（第2号）」で
あります。

初めに、第69号議案「令和4年度長崎県一般
会計補正予算（第3号）」のうち関係部分につ
いて、ご説明いたします。

令和4年度当初予算は、知事選挙と予算編成
時期の関係により骨格予算であったため、今回

の補正予算において政策的新規事業など必要な

事業に要する経費等について、予算を計上いた

しており、歳入予算、歳出予算は、記載のとお

りでございます。

2ページをご覧ください。この歳出予算の主
な内容について、ご説明いたします。

◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

2050年カーボンニュートラル社会を見据え、
急速に進展する脱炭素化の動きに対応しながら、

グリーン社会において新たな需要を獲得するた

め、県内企業の技術力向上と企業間連携を伴う

事業拡大への取組に対する総合的な支援に要す

る経費として、地場企業総合支援事業費1億
5,390万円の増等を計上いたしております。
新産業創造課

（工鉱業振興費について）

県内中小企業の経営変革による競争力向上を

図るため、ＤＸの推進体制を構築し、ＤＸに取

り組む企業に対する支援に要する経費等として、

県内中小企業ＤＸ促進事業費5,322万9,000円
の増等を計上いたしております。

◎経営支援課

（中小企業金融対策費について）

資金調達力の弱い中小企業者に対し、信用保

証協会の保証制度を活用した長期・固定金利の

設備資金や運転資金の貸付及び保証料補給補助

の7月からの取扱い開始に要する経費として、
金融対策貸付費38億9,675万円の増、金融対策
指導費5,074万5,000円の増等を計上いたして
おります。

◎若者定着課

（雇用安定対策費について）

高校生が広域的に県内企業を知ることができ

る機会を設け、高校生の県内就職及び県内企業

の人材確保に向けた取組に要する経費として、

高校生の県内就職促進事業費563万2,000円の
増等を計上いたしております。

◎雇用労働政策課

（雇用安定対策費について）

子育てや介護など、時間や場所に制約のある

方の新しい働き方として、自営型テレワークの

普及を促進するために要する経費として、人材

確保総合支援事業費1,240万2,000円の増を計
上いたしております。

追加1の1ページをご覧いただきたいと思い
ます。

続きまして、第85号議案「令和4年度長崎県
一般会計補正予算（第5号）」のうち関係部分
について、ご説明いたします。

今回の補正予算は、国において決定された「コ

ロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急
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対策」等に適切に対処するため、必要な予算を

追加しようとするものであり、歳出予算は記載

のとおりであります。

この歳出予算の内容は、

◎産業政策課

（中小企業振興費について）

コロナ禍に加え、原油価格、物価高騰などの

影響を受けている県内事業者の省エネルギー対

策を推進するため、性能の優れた省エネルギー

設備等の導入に対する支援に要する経費として、

省エネルギー等設備導入経営改善支援事業費7
億6,496万円の増、令和4年1月から3月における
本県へのまん延防止等重点措置の適用に伴う影

響を受け、売上げが減少している県内事業者へ

の支援に要する経費として、長崎県事業復活支

援給付金事業費13億6,900万円の増を計上いた
しております。

◎企業振興課

（工鉱業振興費について）

コロナ禍に加え、原油価格、物価高騰などの

影響を受けている県内中小製造事業者の生産設

備導入に対する支援に要する経費として、省エ

ネルギー等設備導入緊急支援事業費1億5,000
万円の増を計上いたしております。

当初版の3ページ中段をご覧いただきたいと
思います。

次に、先の3月定例県議会の予算決算委員会
において専決処分により措置することについて、

あらかじめご了承をいただいておりました、令

和3年度予算の補正を3月31に付で知事専決処
分させていただくもので、報告第4号 知事専決
事項報告「令和3年度長崎県一般会計補正予算
（第23号）」のうち関係部分及び報告第10号 知
事専決事項報告「令和3年度長崎県小規模企業
者等設備導入資金特別会計補正予算（第2号）」

について、ご説明いたします。

一般会計において、歳入予算、歳出予算は、

記載のとおりであり、この歳出予算の主な内容

は、長崎県新型コロナウイルス感染拡大防止営

業時間短縮協力金補助金の年度内執行額の実績

確定に伴う、長崎県新型コロナウイルス感染拡

大防止協力金事業費2億3,431万2,000円の減な
どによるものであります。

次に、小規模企業者等設備導入資金特別会計

における歳入予算、歳出予算においても記載の

とおりであり、この主な内容は、高度化資金償

還金の減などによるものであります。

最後に、「令和3年度長崎県一般会計歳出予
算繰越明許費繰越計算書報告」のうち関係部分

につきましては、合計86億8,233万5,000円を計
上しており、その内訳は記載のとおりでありま

す。

繰越の主な理由は、国の経済対策及び新型コ

ロナウイルス感染症拡大の影響を受けて事業実

施等に想定を超える期間を要したこと等により、

事業の年度内完了が困難となったことによるも

のであります。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山下分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【井内産業政策課長】 資料は、「令和4年6月
定例県議会 予算決算委員会農水経済分科会 補

足説明資料（産業労働部）」と、同じくその追

加1がございますので、お手元にご準備をお願
いいたします。

初めに、当初版の1ページをお開きください。
令和4年度産業労働部における各課別の歳出予
算を記載しております。
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令和4年度におきましては、当初予算が骨格
予算でありましたことから、いわゆる肉付け補

正であります6月補正予算を加えた金額と、令
和3年度当初予算を比較しますと、トータルで
3.7％の減となっております。
なお、この数値につきましては、後ほどご説

明いたします追加1に記載しております第85号
議案の経済対策分は反映しておりませんので、

ご了承願います。

当初版の2ページ以降につきましては、各課
の6月補正予算の内容を記載しておりまして、
この後、順次、各課長、企画監からご説明をい

たします。

なお、補正予算額のみで各事業における全体

的な予算額を把握しづらいと思われるため、類

似事業を含め、当初予算で既に計上しておる事

業などにつきましては、各事業資料の下欄に参

考として予算額とその事業内容を簡潔に記載し

ておりますので、申し添えさせていただきます。

続きまして、追加1をご覧ください。
この資料につきましては、去る6月15日に追

加提案をさせていだたきました第85号議案、い
わゆる原油価格、物価高騰対策に係るものでご

ざいます。

初めに、1ページをご覧ください。
産業政策課において省エネルギー等設備導入

経営改善支援事業費としまして7億6,496万円
を、企業振興課において省エネルギー等設備導

入緊急支援事業費として1億5,000万円をそれ
ぞれ計上しております。

本事業につきましては、コロナ禍に加えまし

て、原油価格、物価高騰などの影響を受けてい

る県内事業者の省エネルギー設備等の導入に対

しまして支援を行うものでございますが、私の

方で両事業の違いなどを中心にまとめて説明を

させていただきます。

まず、表の左側、省エネルギー等設備導入経

営改善支援事業補助金につきましては、幅広い

中小事業者を対象にしておりまして、例えば事

務所の照明、空調設備など、省エネによりコス

ト削減につながる設備の導入経費などを補助対

象としております。

一方、表の右側、省エネルギー等設備導入緊

急支援事業補助金につきましては、中小製造事

業者を対象としておりまして、主に省エネなど

による製造コストの削減につながる生産設備、

例えば低燃費で高性能な溶接機などを補助対象

としております。

また、本県事業者におきましては、経営革新

計画を策定している企業のうち、製造業以外の

産業が占める割合が低うございます。これらの

事業者においても積極的に計画を策定し、設備

導入によりコスト減に取り組んでいただきたい

と考えますことから、一番下のその他の欄にご

ざいますように、中小企業診断士による計画作

成支援を行うこととしております。

その他につきましては、記載のとおりでござ

いまして、県内中小事業者の将来に向けた経営

力向上を後押ししてまいりたいと考えておりま

す。

次に、2ページをお開きください。
長崎県事業復活支援給付金事業費としまして

13億6,900万円を計上しております。この事業
につきましては、令和4年1月から3月のまん延
防止等重点措置の適用に伴う影響を受けて売上

げが減少している県内事業者を対象に、県独自

で国の事業復活支援金に上乗せして給付金を支

給するものでございます。

去る令和4年3月定例会におきまして、関係予
算をご承認いただきましたが、現在の申請状況
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を踏まえまして増額補正を行うものであります。

具体的な状況としましては、4月18日の受付
開始後、約1か月半後の5月末時点で、既に当初
想定する件数の約8割となります6,000件を超
える申請をいただいております。

コロナ禍に加えまして、原油価格などの高騰

による影響が県内の幅広い事業者に及んでいる

ことが伺われる状況でございまして、今後も申

請が増加することが見込まれましたことから、

給付金の支給に必要となる予算を今回増額させ

ていただきまして、速やかに申請者に給付した

いと考えております。

給付要件や給付額につきましては、当初のも

のから変更はございませんで、支援想定事業者

数につきましては、1万3,000事業者を想定して
おります。

以上で私からの説明を終わります。ご審議賜

りますようよろしくお願いいたします。

【末續企業振興課長】 それでは、私の方から、

補足説明資料当初版の2ページ、グリーン対応
型企業成長促進事業費、補正予算額1億5,390万
円について、ご説明をいたします。

まず、1、事業概要でございますが、本事業
は、急速に進展する脱炭素化の動きに対応し、

今後も県内企業が需要を獲得していくために、

成長分野におきましてグリーン社会を見据えた

新技術の開発やサプライチェーンの強化などを

進めていくものでございます。

2、事業内容といたしましては、（1）県内企
業の事業拡大や新たな技術開発に対する補助と

して、①企業間連携に対する補助及び②グリー

ン関連技術の開発・導入への補助を実施いたし

ます。また、(2）グリーン対応型ロボットシス
テムインテグレーターの育成等につきましては、

新産業創造課が所管いたしますが、事業内容と

いたしましては、従業者向けの技術講習会の開

催や企業間連携による新規参入を促進するため

に専門コーディネーターを配置するほか、需要

獲得に向けたビジネスマッチングなどを実施い

たします。

続きまして、3ページをご覧ください。長崎
県航空機クラスター強化推進事業、補正予算額

1,600万円について、ご説明をいたします。
1、事業概要でございますが、本事業は、航

空機産業の本格的な需要回復期を見据え、県内

企業グループによる一貫生産体制の構築を早期

に進めるため、各社の生産工程の状況を把握で

きる共同システムを整備するものでございます。

私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議を賜りますよう、お願い申し上げます。

【原田企業振興課企画監】私からは、補足説明

資料当初版4ページの半導体・医療関連企業誘
致可能性調査事業費について、ご説明いたしま

す。

予算額は1,000万円ちょうどでございます。
1、事業概要にありますとおり、本事業は、

半導体や医療関連分野の企業誘致に不可欠とな

っております工業用水の確保のために、工業用

水として活用可能な水源の確保に向けた調査を

実施する市町を支援するものでございます。

具体的には、2、事業内容のところに記載が
ありますとおり、河川等の年間を通した供給能

力、実際の取水可能量の調査や金属等の含有量

など、水質の調査などに要する経費の最大2分
の1を市町に対して補助いたします。
補助の要件といたしましては、資料の一番下

の④に記載のとおりの項目を想定しておりまし

て、市町による水源の調査が最終的には十分な

工業用水を備えた一定の広さの工業団地の整備

につながることを目指したいと考えております。



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２０日）

- 8 -

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

【香月新産業創造課長】続きまして、当初版の

5ページをご覧いただければと思います。ミラ
イ企業Nagasaki推進事業でございます。
事業概要でございますが、スタートアップのさ

らなる創出を目指し、投資家とのマッチングイ

ベントを開催し、資金調達を支援するとともに、

県内における起業への機運醸成を図ることとし

ております。

次に、項目2の事業内容をご覧いただければ
と思います。マッチングイベントにつきまして

は、新たなビジネスにより成長を目指す企業を

対象としたスタートアップ部門と併せて、県内

の学生などによるビジネスのアイデアを持つ県

民に参加いただくチャレンジ部門の2つの部門
を設けることとしております。

また、チャレンジ部門の参加者を対象に、投

資家からのアドバイスに沿ってビジネスプラン

をブラッシュアップするために必要となる費用

について支援することとしております。

当初予算で承認いただいております予算を活

用して、幅広い人材の交流を促しながら、アイ

デア、技術を高め合う場の提供に努め、スター

トアップ企業の集積につなげたいと考えており

ます。

続きまして、6ページをご覧いただければと
思います。県内中小企業ＤＸ促進事業でござい

ます。

事業概要の欄をご覧いただければと思います

が、ＤＸ推進に向けた意識醸成を図るとともに、

デジタル技術を活用し、生産性の向上や新たな

付加価値の創出に取り組む企業を支援すること

としております。

具体的には、事業内容の欄でございますが、

（1）プッシュ型デジタル活用支援においては、
業務を効率化したい県内の中小企業に対して、

県情報産業協会を中心に、適切なシステムやツ

ールの導入など、デジタル化への取組をサポー

トする活動に要する費用について支援をするこ

ととしております。

（2）ＤＸ推進チームによる伴走支援という
タイトルのところでございます。県内情報関連

企業並びに金融機関等で構成しますＤＸ推進チ

ームを構築しまして、業務改革に取り組む意欲

ある企業に対する伴走支援を予定しております。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

【黒島新産業創造課企画監】続きまして、説明

資料の当初版の7ページをお開きください。海
洋エネルギー関連産業創出促進事業について、

ご説明させていただきます。

事業概要につきましては、カーボンニュート

ラルに向け、国内各地で洋上風力発電の商用化

による市場が拡大していることから、県内企業

の参入促進と受注獲得の支援を行うものでござ

います。

今回の主な取組といたしましては、②にござ

います県内企業の受注獲得のため、県産業振興

財団にコーディネーターを配置し、発電事業者

や大手メーカーと県内企業のマッチングの支援

に取り組むこととしております。

また、③にございますように、県内企業の新

規参入や受注獲得に向けた設備投資や認証取得

等の経費を支援するため補助金を計上させてい

ただいております。

今回の事業を活用いたしまして、県内企業の

受注拡大に向けて取り組んでまいりたいと考え

ております。

以上で私からの説明を終わらせていただきま
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す。よろしくお願いいたします。

【内田経営支援課長】 私から3点ご説明させて
いただきます。

まず、当初版の資料8ページをお開きくださ
い。サービス産業経営体質強化事業費4,053万
8,000円について、ご説明いたします。
県では、高成長への意欲と潜在力を持ち、地

域経済への波及効果が期待できるサービス産業

事業者に対して、ＤＸ等による県外需要獲得、

あるいは生産性向上等を目指す取組を支援する

こととしております。

具体的な事業スキームは、2、事業内容に記
載のとおり、県が意欲的な企業の認定を行った

後、長崎県産業振興財団を中心に県内金融機関

あるいは商工団体等と連携・協力しながら、計

画策定から実践までを伴走支援してまいります。

併せて、意識啓発セミナーの開催等により、

ノウハウの共有と横展開を図ってまいりたいと

考えております。

続きまして、同じく9ページをお願いいたし
ます。こちら、中小企業金融対策費38億9,675
万円及び金融補完対策費5,074万5,000円につ
いて、ご説明いたします。

県では、中小企業が借り入れた際の金利負担

を軽減するため、金融機関に無利子預託し、中

小企業者の資金調達を支援しております。令和

4年度当初予算は骨格予算でありましたことか
ら、原則、継続的な貸付金に係るものを計上し

ておりましたが、今回、肉付け補正として年間

所要額に必要な預託を増額いたします。

同様に、中小企業者の保証料負担を軽減する

ための保証金についても、肉付け補正として年

間所要額を見込み、増額するものであります。

続きまして、お手元の補足説明資料の追加1
の3ページをお開きくたざい。こちらは緊急資

金繰り対策貸付費の制度追加について、ご説明

いたします。

これは新たに予算措置を伴うものではありま

せんけれども、事業概要に記載のとおり、現在

の原油価格、それから原材料価格の高騰の影響

により、経営環境が悪化した中小企業の資金繰

りを支援するため、県の制度融資に新たな区分

を追加するものであります。

2、制度内容の表の右側に、今回追加いたし
ます区分を記載しております。

基本的な申込み要件の売上高の減少のほか、

粗利益が5％以上減少した場合を追加して、原
油、原材料価格の高騰に対応することとし、こ

ちらは6月15日に運用を開始したところであり
ます。

なお、具体的な融資枠や融資条件は、下段の

表のとおりとなっております。

以上でご説明を終わります。よろしくお願い

申し上げます。

【川端若者定着課長】 資料の当初版10ページ
をお開きください。

私からは、学生と企業の交流強化事業費及び

県外進学者Ｕターン就職促進事業費について、

ご説明いたします。

事業概要としましては、県内外のより多くの

学生に県内企業を知っていただく機会の拡大と

情報の質の充実を図るものでございます。

事業内容のうち①及び②は、学生の参加を促

すとともに、県内企業の情報をより身近に感じ

てもらえるよう、県内学生が運営する就職支援

団体と連携して、県内及び福岡での企業交流会

の開催及び学生目線で県内企業を取材した記事

をＮなび等で発信しようとするものでございま

す。③は、福岡県内の本県出身学生が多く本県

のＵターン就職に協力的な大学と協定を締結し、
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本県単独の学内企業交流会を開催するものでご

ざいます。

次に、資料の11ページでございます。高校生
の県内就職促進事業費について、ご説明いたし

ます。

本事業は、高校生が県下広域に県内企業と交

流し、多くの企業を知る機会を設けることで、

高校生の就職先の選択肢を広げ、高校生の県内

就職を促進するとともに、企業の人材確保につ

なげようとするものでございます。

事業内容としましては、製造業、建設業への

就職が多い工業系高校2年生を対象とし、人材
需要の高い県内製造業及び建設業との広域合同

企業説明会を来年1月に開催したいと考えてお
ります。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

【吉田雇用労働政策課長】 当初版資料の12ペ
ージをご覧いだたきたいと思います。

私からは、自営型テレワーク促進事業費、予

算額1,240万2,000円について、ご説明いたしま
す。

事業概要を1に記載しております。出産や子
育て、介護等をきっかけに離職した方など、働

く上で時間や場所に制約がある方の新しい働き

方として、自宅でパソコンを使って働く自営型

テレワークの普及を図り、女性の就労拡大等を

目指すものでございます。

事業内容は、2の（1）に記載しておりますと
おり、初心者向けと経験者向けに、それぞれの

レベルに応じて講座、ｅ－ラーニング、疑似業

務体験によるスキルの習得・向上を図るととも

に、メンターによる個別相談への対応などのフ

ォローにより、実際の業務の受注につながる支

援を行ってまいります。

また、（2）企業向けには、自営型テレワー
カーに発注する方法や仕事の切り出し方を学ぶ

セミナーを開催することとしております。

以上で私からのご説明を終わります。よろし

くご審議賜りますようお願いいたします。

【山下分科会長】 次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業の計上状況）」について、

説明を求めます。

【井内産業政策課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきます産業労働部関係の

状況について、説明いたします。

お手元にお配りしております「農水経済委員

会提出資料 産業労働部、水産部、農林部 政策

的新規事業の計上状況」と記載されております

資料をご覧ください。

こちらの1ページでございます。
産業労働部関係の令和4年度政策的新規事業

につきましては、記載しておりますグリーン対

応型企業成長促進事業費のほか3件がございま
す。

各事業の事業概要及び要求額、本定例会にお

いてご提案しております予算計上額につきまし

ては、記載のとおりでございます。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

【山下分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。

質疑はありませんか。

【山本(由)委員】 おはようございます。
2点お伺いします。
まず、補足説明資料の10ページの学生と企業
の交流強化事業費についてなんですけれども、
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この事業につきましては、県内学生等が運営す

る就職支援団体と連携して、企業交流会、それ

から取材等を行うということになっているんで

すけれども、まず、この県内の就職支援団体と

いうのがどういう組織なのか、人数やメンバー

の内容、活動拠点であったり、これまでの活動

状況等についてお知らせください。

【川端若者定着課長】 学生就職支援団体とは、

県内の大学の学生が運営しております学生が学

生の就職活動を支援することを主な目的として

いる団体でございます。

今回計上させていただいている事業では、長

崎県内と福岡で学生と企業との交流会を開催す

る予定でおりますけれども、それぞれ別の団体

で実施することを予定しております。

まず、長崎県内についてでございますが、こ

ちらはＮＰＯ法人Lensa（レンサ）という団体
を予定しております。

Lensaは、長崎の就職市場を盛り上げたいと
の思いの下、企業と学生が共に納得できるキャ

リア支援をということを目的に、2019年に長崎
大学経済学部の学生により立ち上げられた団体

でございます。現在は、長崎大学経済学部生を

中心に9人で活動しているところです。
主な活動内容としましては、県内学生向けの

模擬面接ですとか、グループディスカッション

を中心に、県内企業との交流イベント等を開催

しております。

また、長崎市の就活支援プロモーションの長

崎就活キラリにおいて、ツイッターやインスタ

グラムによるＳＮＳでの企業の情報発信も担当

しているところでございます。

これまでの企業交流会の実績としましては、

令和2年度には企業6社と学生40人のグループ
ディスカッション、また、企業5社と学生24人

による模擬面接イベントなどを実施しておりま

す。その他学生向けのイベントなどの実績もご

ざいます。

また、昨年度におきましては、若者定着課と

共催という形で企業5社と学生24人で県内企業
との交流会を実施したところでございます。

次に、福岡についてでございますが、こちら

はスマイリース及び株式会社PAL FLAGs（パ
ルフラッグス）を予定しております。

スマイリースは、現在のPAL FLAGsの代表
を務めている方が、長崎の県内企業の魅力を紹

介し、人口減少解消へ貢献したいとの思いによ

って、長崎大学に在学中の2020年に立ち上げた
学生団体でございます。現在は、長崎総合科学

大学の学生が代表を務めておりまして、9人で
活動しているところでございます。

主な活動内容としましては、企業と学生との

交流イベントの開催、企業紹介サイト、ミツカ

ルの運営、長崎市内に設けられております大学

生や高校生の交流拠点の運営などを行っており

ます。

また、ＫＴＮ、テレビ長崎が運営する若者応

援サイト、未来ダイバーにおいて、企業プロモ

ーションや地域プロモーションを学生目線で企

画し、取材や記事作成などの活動を行っており

ます。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。
次に、この予算額ですけれども、企業交流会

の開催で286万円ということで、県内向け、県
外向けでそれぞれ4回、開催されるということ
になっていますけれども、その予算の内訳、内

容につきまして、ご説明をお願いします。

【川端若者定着課長】まず、県内でございます

けれども、県内の学生向けにつきましては、4
回予定しておりまして、1回当たり27万5,000円
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を予定しております。こちらは開催に係ります

人件費、あと、準備のための事務所、会場使用

料等がありますので、そちらの経費となってお

ります。

そして、県外ですけれども、県外も4回予定
しておりまして、1回当たり44万円を予定して
おります。こちらも同じく会場借上料ですとか

交通費等を予定しておりますけれども、県外と

いうことで県内よりも高い経費がかかるという

ことで高めにしております。

【山本(由)委員】 大学生の就職という意味で、

県では統計課が長崎大学などと連携して、令和

元年度と2年度に大学生の就職に関する意識調
査分析というのをされて一応結果は出ています。

今回は特に大学生ということで、大学生の視点

でということでやっていらっしゃるのであれば、

先ほど申し上げた調査の結果をどういうふうに

反映させているのかということについてご説明

をお願いします。

【川端若者定着課長】私も、統計課と長崎大学

で行われました調査結果については、内容を見

ておりまして、こちらの調査結果を見ますと、

一度は長崎から出てみたいという学生さんも多

うございますけれども、長崎県内では企業の選

択肢が少ないですとか、長崎県内には希望する

業種の企業が少ない。また、長崎県内の企業で

は納得のいく待遇を得られる見込みがないとか、

結構、長崎には自分が望むような企業がないと

いうふうなお声が多くありました。

そういった結果を受けまして、今、若者定着

課では、大学生の就活期前の、まだ具体的にど

こに就職しようかと考えていないかもしれませ

んし、漠然と思っている時期に、より多くの県

内企業のことを知っていただくという機会を多

くつくるべきだと考えております。今回もそう

いう視点で県内と、それから福岡で、学生目線

による視点でやろうと。

なぜ学生目線かといいますと、これまでも企

業との交流の機会というのを数々つくってきた

んですけれども、行政がやるとなると、なかな

か集まりませんで、これもまた大学からの呼び

かけにおいても集客に苦労するというところが

ございまして、やっぱり学生が知りたいことを

やるというのが集客として一番興味を持ってい

ただけるのではないかということで企画したも

のでございます。

【山本(由)委員】 わかりました。大学生の就職
に関する意識というのが、もちろん我々の時代、

それから、つい最近と比べても変わってきてい

るというのは実際に感じています。ですから、

こういう学生目線という視点は必要だというふ

うに思います。

であるならば、先ほどご答弁いただいたよう

な、せっかく2年かけて調査をしておりますの
で、私も見せてもらいましたけど、例えば、長

崎県の大学に通う長崎出身の学生よりも、福岡

県の大学に通う長崎県出身の学生の方が長崎県

に就職していると。あんまりぴんとこなかった

んですけど、こういったアンケートといいます

か、調査の中で出てきているというふうなもの

もあります。

長崎もそうですし、先ほど、福岡ということ

もご答弁いただきましたけど、そこは大変重要

なのかなと私は思っておりますので、その意識

調査の結果も加味して進めていただきたいと思

います。

それから、コロナとかありましたけれども、

基本的にはまだ売り手市場だろうと。だけど、

売り手市場とはいいながら、誰でも入れるわけ

ではない。あくまでも最終的には1対1というふ
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うな関係の中で、企業側も何とか採用しようと

いうことで非常に必死になっている。だから、

こういった事業に対して非常に真剣に取り組ん

できているということがあります。

ですから、ラフスタイルというのは、もちろ

ん大事なことかもしれないですけれども、双方

にとって、学生さんにとっても、企業にとって

も実のあるような取組になることを期待してお

ります。

ですから、こういった意識調査の問題であっ

たり、学生側の視点で取り組む、企業側は企業

側で真剣に取り組もうとしている。だから、き

ちっとした企業面談会にしてほしいというふう

な希望があります。こういったことについて最

後に政策監から一言いただけますか。

【村田産業労働部政策監】今、委員からお話も

ありましたし、担当課長からもご説明をさせて

いただきました。高校生については、一定成果

も上がってきておりますけれども、大学生につ

いて、なかなか苦戦をしている状況の中で、就

職に至るまでの形態が高校生と大学生で大きく

異なっておりますので、大学生については、学

生に対するアプローチといいますか、情報の届

け方がなかなか個人個人の就職活動と異なりま

して苦慮している状況でございました。

これまで大学との連携等を通じて取り組んで

きましたけれども、さらに加えて学生同士でこ

ういう団体も立ち上がってきておりますし、い

ろんなアンケートを分析しても、丁寧に何とか

情報を届けたいというということで、今回、こ

ういった取組を企画してみましたので、ぜひ成

果が上がるようにしっかり取り組んでいきたい

と思っております。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。
もう一点、補足説明資料の追加1の2ページの

長崎県事業復活支援給付金事業費についてお伺

いします。

この事業につきましては、3月の補正といい
ますか、この事業に関しては当初の段階で7,600
件を想定していた、先ほどお話があったとおり

5月末で6,000件を超えているということです。
今現在といいますか、直近の申請件数というの

がわかりましたらお知らせください。

【井内産業政策課長】事業復活支援給付金の直

近の申請の状況でございますが、先週金曜日の

6月17日現在で9,276件の申請があっておると
ころでございます。

【山本(由)委員】 今回、想定をはるかに、はる
かにといいますか、超えてきたという、今まで

も似たような事業をコロナ後、してきたんです

けれども、今回、想定を超える申請になったと

いうことに対してなぜか。その要因について、

どういうふうにお考えでしょうか。

【井内産業政策課長】県内の事業者を取り巻く

環境と申しますか、そのあたりが変わってきた

のかなということが1点ございます。
具体的に申し上げますと、こちらの説明資料

の中段にも書いておりますが、原油価格あるい

は物価高騰の影響が幅広い事業者に及んでいる

状況が見込まれるところであります。

この4月に県内事業者を対象にしました調査
を行いまして、その中に仕入価格などの影響が

出ているかという、その問いも含めて調査をし

たところ、42％の事業者が「経営上の影響が出
ている」という回答がございました。

こちらは、同様の調査を1月にもしたんです
が、その時は32％でございまして、その時から
10ポイント上回っておると、状況的には厳しく
なっているのかなというのが1点でございます。
それと、またちょっと違う切り口になるんで
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すが、こちら、国の事業復活支援金に上乗せす

る制度でございまして、国が電子申請になって

おります。この電子申請というところで、事業

者の方から見ると、少し取っかかりにくいとこ

ろがあるかと思いまして、県としましては、電

子サポート申請を手厚く実施してまいったとこ

ろでございます。

県下７地域におきまして、振興局などに支援

窓口を設けまして、それぞれで国の支援と併せ

て県の給付金のＰＲも兼ねまして、そのあたり

も支援を行った、そのあたりの結果が今回の状

況につながっていると考えております。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。
次に、この県の事業復活支援金というのは、

さっきお話があったとおり、国の事業復活支援

金を申請していることというのが条件になりま

すから、県単独で受けるということはできない。

県の事業の申請締切りは、こちらにありますと

おり7月29日で、まだ1か月あるんですけれども、
国の事業の申請が6月17日ということで、もう
既に終わっているわけです。これまでに、先週

までに国の事業復活支援金の申請をしなかった

事業所は県の申請ができないということになる

んだろうというふうに思います。

また、県の事業復活支援給付金については、

これは郵送ということで紙ベース、入力はする

んでしょうけど、紙ベースです。一方で事業復

活支援金は電子申請のみということになってい

ます。

今ご説明があったとおり、県の方では過去の

事業継続支援給付金とかのことも踏まえてサポ

ート体制をかなり強化していただいたというこ

とで、これについては大変ありがたかったとい

うふうに思うんですけど、やっぱり電子申請と

いうことに関して手続が複雑だったので、後ほ

ど述べますけれども、市町は市町でやっている

ということで、市町の方はそれが連動してない

ということで、市町だけ申請をしたというふう

なケースもあるというふうに聞いています。

この締切りがもう終わっているというふうな

こと。それから、今申し上げたように、手続が

複雑でどうしてもできなかった人がいるという

ことについて、今後、国の申請がなくても県の

申請を受け付けるような特例的なことをやられ

るお考えがあるのかということをお伺いしたい。

【井内産業政策課長】こちら、制度としまして

は、国の事業復活支援金に上乗せをして行うと

いう制度でございます。その国の制度がない中

で、上乗せだけというのは、そこは基本的に考

えてはないんですが、ただ、お話を聞く中で、

申請の手続の問題で国に対して申請ができなか

ったという案件がございます。それにつきまし

ては、県のほうで一から国と同様の審査をする

ことにはなるんですが、そのあたりの審査をさ

せていただいて、実際、国の事業復活支援金に

該当すると、そのあたりの内容が県で確認でき

た場合については、県の20万円の部分について
支給をしたいと、そういうケースには対応して

いきたいと考えております。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。よ
くわかりました。

この事業の中身ですけれども、申請者の属性

ということで、今の段階で業種別にどういう事

業者が多かったのか。それから、市町別に、ど

の市町が事業者に占める申請者の割合が高いの

かということがもしわかればご説明をお願いし

ます。

【井内産業政策課長】現時点の申請途中経過で

ございますが、業種別の割合で申し上げますと、

卸・小売が26％、建設が13％、生活関連サービ
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スが10％、4番目が漁業で9.5％、5番目として
製造業が9％という状況でございます。
市町別ですが、同じく申請途中経過でござい

ますが、多い順に申し上げますと、長崎市が約

30％、佐世保市が19％、対馬市が8％、諫早市
が7％、5番目として島原市が5％という状況で
ございます。

【山本(由)委員】 ありがとうございました。
次に、今回の国の事業復活支援金については、

市町でも県と同様に、これに上乗せをしたとこ

ろ、それから、国の対象外である売上げの減少

が20％から30％について給付をしたところと
いうふうに様々のようですけれども、県内の市

町の状況について把握しておられましたら概略

をご説明いただきたいと思います。

【井内産業政策課長】県内市町の状況でござい

ますが、21市町のうち12市町が実施しておりま
す。制度の内容については、今、委員が申し上

げられましたように、売上げ減が20％から30％、
この部分について支援をするというものでござ

います。

【山本(由)委員】 今回の県の事業復活支援金事
業は、国もしました、県も上乗せをしました、

市町も上乗せだったり横出しというんですか、

そういった形で実施されましたので、コロナに

よる売上げ減に苦しむ事業者の方については、

広く支援ができたのではないか、制度としては

できたんじゃないかというふうに考えています。

一方で、市町によっては、県よりも先に事業

化をしたところもあって、市町によって条件と

か金額に差があったりということがあっていま

す。これは市町の独自性の問題なので多少はい

いかもしれないんですが、一方で申請方法が電

子申請があったり、紙があったりというふうな

形で混在している部分があって複雑だったので

はないかなという部分もあると。そういう意味

では課題が残っているんだと。制度としてはよ

かったけれども、手続的に課題もあったんじゃ

ないかなというふうに思います。

コロナによる売上げ減に対する直接的な支援

というのは、今後、収束していけば、今回が最

後ではないかなというふうに考えているんです

けれども、今後、こうした関連するような事業

を行う時には、今まで出てきたような問題、そ

れから、県が対応したことで改善した問題等も

含めて整理をしていただいて、それから、市町

とも早めにこういう事業を考えているというふ

うなことがもしできるのであれば、調整、すり

合わせをしていただいた上で、必要な人がスム

ーズに申請できるようにお願いをしたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。

【山下分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【中山委員】 ミライ企業Nsgasaki推進事業、
このネーミングを見ると大変期待を持てるよう

な事業名になっておりますので、ぜひこれをう

まいことやってもらいたいなと思っています。

特に、長崎は魅力ある企業が少ないということ

で、若者の県外流出の要因にもなっているわけ

であります。

ところで、この事業概要を見ますとスタート

アップということになっておりますが、これは

CO-DEJIMAを中心に、既に平成30年ぐらいか
らやっているんじゃないかと思っているんです

が、このたび、なぜミライ企業Nsgasaki推進事
業と変わったのか、その辺まず教えてくれませ

んか。

【香月新産業創造課長】 このミライ企業

Nsgasaki推進事業につきまして、今回、新規で
要求させていただいております。これまで委員

からお話がありましたCO-DEJIMAを中心に、
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いろんな業種といいましょうか、人材が交流す

ることによって新たなイノベーションを生み出

していくということで交流拡大に努めてきまし

た。

その中でスタートアップの創出、スタートア

ップというのは、新たなビジネスモデルによっ

て急成長、飛躍的な成長を遂げようという企業

でございまして、そこの創出に当たって資金調

達が課題というふうなお声がありました。その

中で我々としては、銀行なんかが持っているベ

ンチャーキャピタルなどの投資家とのマッチン

グの場を用意しまして、具体的にスタートアッ

プ企業と面談ができるようなイベントを開催し

まして、スタートアップの創出に向けた課題の

一つである資金調達しやすい環境づくりに努め

たいというふうなことで本事業を計画したとこ

ろであります。

【中山委員】 非常にいい流れで、交流から、投

資家とマッチングしていくということですから、

これは非常にいいことだと思います。

ただ、このスタートアップというか、創業、

起業をどうしていくかということから見れば一

つの肉づけであって、私から見ればパワーアッ

プしたようなイメージを持つわけでありますか

ら、やはり事業の一貫性から見た時に、この名

前がどうなのかなとちょっと疑問を持ったもの

ですから質問させていただいたところでござい

ます。

次に、この推進事業については1,100万円ほど
計上されておりまして、要求額は3,300万円程度
ということで3分の1程度になっていますが、そ
の要因はどこにありますか。

【香月新産業創造課長】減額の理由というご質

問かと思います。当初の事業の計画では、他県

の事例も参考にしながら、投資家とのマッチン

グの場というのを大手のコンサルティング企業

に委託を想定するような事業内容で、そこでス

タートアップ企業と資金調達の支援を大手に委

託しようという考えでおりました。

一方で新たなビジネスモデル創出に向けては、

スタートアップというふうな世界は、必ずしも

成功が約束されているものではないというふう

なところもありまして、数多く生み出していき

たいというふうな思いはありながら、新たな芽

を多く出していくために県内に機運醸成を図っ

ていくというふうなことも必要となります。

その中で、機運醸成を高めるための、より効

果的な取組というふうな視点で、大手コンサル

への委託ではなくて、地元の金融機関と連携し

た事業の組立てというふうなところに考えを置

きました。こうした結果、委託費を中心に費用

を抑えた、2,000万円ほどの減となったところで
ございます。

【中山委員】そういう形で減になることはいい

ことじゃないですか。地元を活用してやってい

くということですから。そういうことで理解い

たします。

そこで、マッチングイベントの開催委託で、

今、金融機関ということでありましたけれども、

これ、名前を出せますか。

それと併せて、金融機関を含めてどういう投

資家がおるのか。スタートアップ等とあります

けれども、このスタートアップ等というのは、

どの程度のスタートアップ企業がこのマッチン

グに参加するのかを含めて、マッチングイベン

トの内容についてお尋ねしたいと思います。

【香月新産業創造課長】 3点、ご質問があった
かと思います。

まず、具体的な金融機関でございますが、我々

が想定しておりますのが、こうしたマッチング
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の場を想定するに当たって、投資家を呼び込ん

でいただくという視点で、ベンチャーキャピタ

ルファンド部門を持っているような県内の金融

機関というふうなところで想定しているところ

でございます。

併せて、どんな投資家の参加が想定されるの

かということですが、例えば九州内でいうと、

ＦＦＧグループなんかはベンチャーキャピタル

を持っていたりとかしますので長崎県につなが

りがある、もしくは我々の事業の中で大手コン

サルとのこれまでのおつき合いもありますので、

関係するところに声をかけながら、金融機関と

連携して呼び込みを図っていきたいというふう

に思っています。

併せて、スタートアップ等、どれくらいを想

定しているのかというお話ですが、ここの参加

については、まず公募をかけたいと思っており

ます。その中で内容を見まして、一定、事業が

整っているものはマッチングイベントに参加を

いただくという流れを想定しておりまして、そ

こは委託する金融機関と専門家の目線でアドバ

イスいただきながら選定していくような流れか

と思っております。マッチングイベントについ

ては5社程度のスタートアップ企業の参加を想
定しているところでございます。

【中山委員】 スタートアップ企業の5社をどう
いう形で選ぶのか。いつから公募して、5社以
上あればいいけれども、5社より少ないという
ことも考えられるわけであって、それを含めて、

目標の5社以上に応募してもらうための何か知
恵がありますか。

【香月新産業創造課長】私どもも、ご参加いた

だく企業は、今、5社と申しましたけど、公募
の段階では多くの方にチャレンジをいただきた

いという思いがございます。その中で一つ、応

募の方法、やり方をどうするのか、こういう工

夫が要ると思っておりまして、県から呼びかけ

るだけではなくて、市町とか各地域の商工団体。

併せて今の動きで申しますと佐世保高専を卒業

された方が新たなビジネスを立ち上げられてと

いうふうな動きもございますので、こうした技

術系の学校なんかを通じて我々の事業の説明、

あと参加の呼びかけを積極的に行っていきたい

というふうに考えております。

【中山委員】成功の鍵がここに一つあると思う

ので、ぜひ佐世保高専を含めて幅広く、まず応

募してもらうということが前提になってきます

ので、ぜひ一段の努力をしていただくように要

望しておきたいと思います。

次に、成長分野というか、成長促進補助金に

よる補助対象者、チャレンジ部門の参加者、先

ほど、よくある学生等についてというような意

見もありましたけれども、ここも大変参加者が

重要だと思いますけれども、この参加者をどう

いう形で公募して、どの程度予定しているのか、

その辺を話してくれませんか。

【香月新産業創造課長】チャレンジ部門のご質

問でございますが、チャレンジ部門はビジネス

に向けた県民のアイデアを募集するような部門

でございまして、例えば、今、教育庁の方と連

携して起業家の育成というカリキュラムをやっ

ていただいている中で、県内の高校生が参加し

まして、進学校もあれば、工業高校とか、商業、

農業、幅広い学校が参加しまして、学校単位で

はなくて、参加生徒が学校の垣根を越えて、い

ろいろ組み合わせながら起業家の、どういった

ビジネスプランを組み立てていくか、実際にど

ういうビジネスモデルを立てるかというふうな

起業家の育成をしているような取組もあります。

こうして若い人材が、長崎大学とか、県立大
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でも起業家の育成に取り組んでいただいていま

すので、こうした若い人材の一つ目標となるよ

うな、そういう場としてこの事業を組み立てて、

大学なり教育委員会なり、協力を仰いで参加を

呼びかけていきたいというふうに考えておりま

す。

【中山委員】ミライ企業ですからね、未来の可

能性がある大学生、高校生ですね。特に高校生

においては、工業高校もありますし、農業高校

もありますし、水産系もありますし、商業関係

もありますし、実業高校がそれぞれ単体でやる

場合もありましょうし、仲間同士で横串を刺す

場合もあろうし、それを含めて積極的に呼びか

けてほしいなと思います。

そこで、補助率は定額で補助上限100万円と
なっているんですけれども、この内容を詳しく

教えてください。

【香月新産業創造課長】補助率、定額のところ

でございますが、もともとチャレンジ部門に参

加をされた方の中で参加者のビジネスプラン、

事業計画に対して、こういう視点をもっと入れ

た方がいいよと。例えば、市場調査についてマ

ーケットのニーズがしっかりあるのか調査をし

た方がいいとか、もっと先進的な事例を研究し

たらどうかというふうなアドバイスをいただい

た時に、そこに対応するための費用というふう

なことで、今回、上限を100万円というふうな
ことにしまして、定額というのは、アドバイス

に沿って使った経費をそのまま、10分の10とい
うふうな考え方で支援をさせていただくという

ことで事業を組み立てているところでございま

す。

【中山委員】 今、10分の10ということについ
て聞きましたので安心しましたけれども、私が

言いたかったのは、学生等がそのアイデアを出

して、それをブラッシュアップして事業化して

いくということになってくると、一定の負担が

発生するようであれば、ちょっと腰が引くのか

なというふうに考えていたものですから、定額

となっておったものだから、学生とかについて

は無料にすべきだということを言おうかなと思

ったら、10分の10ということでありましたので
理解いたしました。

最後に、これまでのスタートアップ企業の実

績というか、どの程度になっているのか、教え

てくれますか。

【香月新産業創造課長】スタートアップ企業の

実績ということでございます。

平成30年度からCO-DEJIMAを整備しまし
て交流拡大に努めながらですね。今現在、我々

で県内のスタートアップ企業、把握できている

範囲というところになるかもしれませんが、20
社ほどおりまして、例えば、県内の大学生が医

療関連のビジネスプランを持たれていたりです

とか、あと環境、今後の食料不足とか、そうい

った視点で昆虫食を栄養のたんぱく源として活

用するようなビジネスプランを持っていたり、

あと、農業の効率化に向けてＡＩとかドローン、

次世代の最先端の技術を活用したビジネスのア

イデア、そうしたアイデアを持っている方々が

20社ほどいるというふうな状況でございます。
【中山委員】 20社ということになると、私が
想定している以上に順調に来ておるというふう

に思うんですよね。

ただ、当初の目標というのが、令和7年で15
社となっています。そうなると、ここにはもう

こだわらないということでいいんですね。

【香月新産業創造課長】 令和7年度の15件と。
今、県の総合計画の中で令和3年から令和7年ま
での5年間で15件というふうな目標を掲げてス
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タートアップの創出を進めているところでござ

います。新たな創出という視点で取り組んでい

るところでございます。年間3件、5年間で15件
ということでございますが、この数字は掲げて

いる目標ということで、早期に達成できるよう

に、前倒しで達成できるように積極的に進めて

いきたいと考えております。

【中山委員】 15件というと1年で3件程度です
から、それにこだわらずに思い切ってやってい

ただいて、先ほど、昆虫食の件もあったし、ぜ

ひこの中からモデルになるような企業を創出で

きれば、それを目指してさらに広がっていくと

思いますので、ぜひ、若者の未来のためにも、

長崎の未来のためにも、ぜひひとつ積極的に取

り組むことを要望しておきたいなと思います。

終わります。

【山下分科会長】ここで換気のため暫時休憩し

ます。

再開を11時15分といたします。

― 午前１１時 ６分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

ほかに質疑はありませんか。

【深堀委員】 まず、追加資料の1ページの省エ
ネルギー等設備導入経営改善支援事業費等につ

いてですが、補助率も非常に高くて事業者の皆

さんには助かる制度だというふうには理解をし

ていますが、対象事業者が650社と150社という
ふうに想定をしております。

まず、この想定した根拠といいますか、どう

いった件数の立て方をしたのか、お尋ねしたい

と思います。

【井内産業政策課長】支援件数で両事業を合わ

せて800件の支援を想定している根拠でござい

ますが、考え方としましては、この事業補助に

つきましては、経営革新計画の策定を前提とし

ております。これを800社に増やすということ
で立てております。

この根拠としては、各県ごとに経営革新計画

の策定率がございまして、九州トップは福岡県

の約2％でございます。本県においても、この
補助事業の中で計画策定を通して九州トップレ

ベルまでこの計画の策定率をもっていきたいと

いうところから、この800件という支援件数目
標を設定したところでございます。

【深堀委員】 2％と言われたのは、何の2％で
すか。

【井内産業政策課長】県の企業数に占める、そ

の中での経営革新等の計画策定件数でございま

す。

【深堀委員】わかりました。非常にいい仕組み

だというふうには思っているんですけれども、

先ほども事業復活支援給付金のところで山本

(由)委員の質疑が少しありましたけれども、全
体の2％で、しかも、有利な支援制度ではある
んですけれども、当然これは投資をした分の3
分の2というわけですから、投資が当然前提な
わけですよね。

今、コロナ禍、そして燃油やいろんな物価の

高騰の時代に設備投資ができる事業者がどれだ

けいるのか。それが2％だからということで、
それぐらいはいらっしゃるんだろうなというふ

うに思いますけれども、圧倒的多数の事業者の

方々が、それができないという状況の中で、そ

れ以外の支援の考え方、もちろん、この事業を

否定するわけでじゃないんですよ。この事業は

この事業で必要なんだけれども、じゃ、残る

98％の事業者向けの支援策は何なのかという
ことでお尋ねをしたいんですけれども。
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【井内産業政策課長】その他の事業者に対する

幅広い支援でございますが、先ほどご説明差し

上げた事業復活支援金での県の給付金上乗せで

ありますとか、緊急資金繰りの支援資金、制度

資金でありますとか、そこに新たな区分を追加

するなどの措置をしております。これらの事業

を通しまして、幅広い事業者様への支援という

のは、こちらで対応してまいりたいと考えてお

ります。

【深堀委員】 制度資金も、今の資料の中で、本

編の追加でありますけれども、既に返済が始ま

ろうとしている中で、そこの返済についても猶

予してほしいという声も出てきているわけで、

やはりもう少し多くの事業者の方々の実態に即

した幅広の支援制度、先ほど質疑があったよう

に、今の事業復活支援給付金は国の支援金の受

給を県が確立したといいますか、その方々だけ

が対象なるわけで、幅広のそういった仕組みと

いうものを今後検討していかなければいけない

のではないかというふうに考えているんですけ

れども、その点はいかがですか。

【井内産業政策課長】今後、コロナの状況であ

りますとか、あと燃油価格高騰、そういう状況

などを踏まえながら、幅広の支援というのは、

その状況に応じて検討する必要があるものと考

えております。

【深堀委員】今の制度の中身について導入例と

いうのがあります。補助対象要件は、省エネ性

の優れた設備の導入経費、空調設備とか業務用

冷蔵庫とかボイラーなどというふうになってお

ります。環境に配慮した、そして燃油高騰とい

うことを考えた時に、例えば木質バイオマス等

の設備について、これは対象になるのかどうか、

お尋ねします。

【井内産業政策課長】支援対象の省エネ設備と

しましては、客観的に省エネ性能が判断できる

ものであるというのが一義的に考えるところで

ございます。具体的には資源エネルギー庁が定

めます施設設備というのがございまして、そう

いうものを対象にしますもの、あるいは具体的

な省エネ効果が認められるものというところで

考えております。

木質バイオマスにつきましては、事業推進の

上でどういう貢献ができるのかというところが

ございますが、個別の案件について、具体的に

現段階でそれが対象になるというのは断定でき

ないところがあるんですが、1件1件、状況を見
ながら支援をしてまいりたいと考えております。

【深堀委員】具体的に断定できくなくていいん

ですけど、対象にならないという断定もないん

ですよね、そういう理解でいいですね、わかり

ました。ありがとうございます。

続いて、本編の資料ですが、これも先ほどの

中山委員の質疑に関連することですが、グリー

ン対応型企業成長促進事業費であったりとか、

いわゆる新規の事業です。ミライ企業Nagasaki
推進事業費もそうですし。

そういった新規の事業について、やることは

この資料で理解しますし、必要な事業だという

ふうに認識しております。その一方で新規とい

う以上は、この事業を実施することによって、

どういう成果指標を掲げるのか、成果物は何を

目標にしているのかということを明確にしてお

く必要があるというふうに思います。

今日、総合計画を持ってきていますけれども、

総合計画の中で、今言っているところは戦略2
－1の「新しい時代に対応した力強い産業を育
てる」という事業群の中身になってくると思う

んですが、既にそれぞれ、例えば海洋エネルギ

ー産業でいけば、売上高を令和7年には101億円
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にするんだとか、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット関連

でも売上高を平成30年の456億円から1,014億
円とかそれぞれ計画しているわけですね。

今回、新規の事業に関して、スタートアップ

もそうですよね、令和7年度までに15件、先ほ
ど紹介がありましたけれども、載っています。

こういう新規の事業費を打ち立てた時に、それ

にどれだけ寄与するのか、それともまた別の指

標を掲げるのかというところを明確にすべきだ

というふうに私は思うわけですよ。

こういった新たな事業に対しての、こういう

ところを目指してこの事業を何億円計上したん

だということをはっきり言ってほしいと思うん

ですけれども、どうでしょうか。それぞれお願

いします。

【末續企業振興課長】 まず、補足説明資料の2
ページのグリーン対応型企業成長促進事業費で

ございますが、これは現在、世界的なカーボン

ニュートラルの動きの中で、石油や石炭からＬ

ＮＧ、アンモニア、水素へとエネルギーが転換

していく動きが出てきております。

県内企業が今後もサプライチェーンにしっか

り入り込みまして需要を獲得していくためには、

そういった変化に対応する技術開発とか生産性

の向上が求められております。

これは、やはりそういったサプライチェーン

にしっかり入って需要を獲得するということで、

成果指標としましては、これまでの他の事業と

同様に、事業実施後5年後の付加価値額を20％
上げるということで取り組んできているところ

でございます。

この事業につきましては、私ども、県内の造

船サプライチェーンが持つ技術力や人材をどの

ように維持・強化していくかという観点で、そ

の技術、人材が生かせる成長分野の取組をご支

援するようにしております。

そういった具体的な取組を我々も企業訪問等

で情報を得ながら、キャッチアップして、民間

企業の取組を後押ししていくということで、そ

ういった付加価値の向上、要は売上げを拡大し

ていって、人件費、設備投資、利益、そういっ

たところをしっかり大きくしていただくという

ことを目標にして取り組もうと考えているとこ

ろでございます。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２５分 休憩 ―

― 午前１１時２５分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【原田企業振興課企画監】これまでの企業誘致

ですと、自動車関連産業とか、水を比較的使わ

ない産業の誘致に力を入れていたところですが、

ちょっと環境が変わりまして、半導体や医療関

連分野の企業誘致に当たっては、どうしても水

が必要不可欠ということで、今回の事業を予算

計上しておるところでございます。

総合計画上の目標につきましては、毎年10件
の企業誘致で500名の雇用計画数を目標にして
おるところでございます。こういった目標を達

成するためにも、やはり水の調査事業をいち早

くやって企業誘致にしっかりつながるようにし

たいという考えの下で計上しておりますので、

引き続き、従来の目標どおり県外からの企業誘

致を達成できるようにしっかり取り組んでいき

たいと思っております。

【香月新産業創造課長】 先ほどミライ企業

Nagasaki推進事業について申しましたことと
重複する点もございますが、目標は令和3年度
から7年度まで5年間で15件です。今回、ミライ
企業Nagasaki推進事業については、県内の機運
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を高めて新たなスタートアップの創出を加速さ

せていきたいという思いで事業化したものでご

ざいます。

現状、総合計画の中では令和7年度までに15
件ということでございますが、今回の事業と併

せまして、スタートアップの創出を加速させて

いくことにつながるようにしっかり取り組みま

して、目標を早くクリアできるようにしっかり

取り組んでまいりたいと考えております。

【深堀委員】 ありがとうございます。

自営型テレワーク促進事業費はありましたか、

お願いします。

【吉田雇用労働政策課長】自営型テレワーク促

進事業費につきましては、ご説明の中でも申し

上げましたが、新しい働き方を周知したいとい

うところを主眼として考えております。今年度

の補正及び来年度の2か年で事業をやって、そ
の成果をしっかりと普及したいという考えを持

っております。

指標としましては、実際にセミナー等に参加

する方を2年間で220名、その人たちが令和5年
度に、そのうち100名が自営型テレワークで実
際に受注するということを目標としております。

この受講者をしっかり受注につなげて、それを

横展開といいますか、成果発表等を行うことで

自営型テレワークという新しい働き方を普及し

ていきたいというふうに考えております。

【深堀委員】ありがとうございます。最後に自

営型テレワーク促進事業費を聞いてよかったで

す。ものすごく具体的な成果の在り方がわかり

ました。

申し訳ないけれども、その前に言われたとこ

ろが、総合計画に寄与するんだということはわ

かるんだけど、でも、この事業ごとでもう少し

ブレイクダウンした、今説明があったテレワー

ク促進事業費のような明確な、この事業でここ

までするんだということをしっかり説明できる

ようにしていただきたいなと思います。今でな

くてもいいです、後ででもいいので、もう少し、

これだけの予算を投下するわけですから、わか

りやすく議会にも説明いただければなと思いま

す。

【山下分科会長】 ほかにありませんか。

【清川委員】 1点、質問いたします。
高校生の県内就職促進事業についてお尋ねし

ます。

今回、補正額で563万2,000円と計上されてお
りますが、この事業内容を見てみると、高校生

の県内就職及び県内企業の人材確保の促進をす

るためということになっております。

その中で、今回、特化して工業高校及び工業

学科のある高校の2年生をターゲットとしたよ
うな事業になっていますけど、この辺について

もう少し詳しく説明していただければと思いま

す。

【川端若者定着課長】 令和4年3月卒業の県内
高校生の就職率が、速報値で72％となりました。
今後、さらに県内就職率を高めるためにどこを

強化していくかということを考えました時に、

令和3年3月卒業の就職状況を見てみますと、就
職者の多い産業は、多い順に製造業、それから

公務、建設業でありまして、このうち県外に就

職している高校生の人数を見ますと、製造業が

326人、建設業が147人、合計で473人おりまし
て、県外就職者942人のうちの約半数、50.2％
を占めております。

一方で、新規高卒就職者の3分の1を占めます
工業系の高校生の状況を見ますと、約65％が製
造業、建設業に就職しております。ただ、工業

系の高校生につきましては、まだ4割ほどが県
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外に就職しているという状況にございます。

なお、製造業、建設業につきましては、求人

に対しての未充足というのもございまして、こ

こも一定、採用計画に対して高校生が採用でき

ているんですが、例えば10人採用したいとした
場合に、6人は採用できたんだけれども、まだ4
人欲しいとか、そういった企業もございまして、

そういったところは一定、高校生が就職先とし

て選んでいるところですので、そういったとこ

ろをもう少し広域的に、今、振興局単位で地域

ごとの企業説明会をやっているんですけれども、

例えば島原半島で企業さんを見た時に、自分の

希望に合わないなというような事例があった時

に、一旦家を離れることになりますので、県外

の企業を選ぶ方が一定いらっしゃるということ

です。そうした場合にちょっと広く県内を見て

みると、ほかにもそういう採用をしている企業

があるということを知っていただける機会にな

ると思います。具体的に3年生になりますと就
職先を選定し始めますので、その前の2年生の
段階で広く県内の企業を知っていただく機会を

つくることで、県外に向いた目を県内に向けて

いただくというふうなことで考えております。

【清川委員】今の説明でよくわかりました。先

般、五島市におかれましても地元の高校生を対

象とした説明会が行われました。数多くの生徒

さんが地元企業の説明を聞きながら、地元に残

りたいというような意欲は持たれていたんです

けど、どうしても一旦外に出たいという気持ち

も高いわけなんですよね。そこに何とかして残

ってほしい。そこにいろいろと離島がゆえに都

会に憧れるというような気持ちもわかりはする

んですけど、地元の企業、特に建設業に対しま

しては、従業員の6割近くが50歳以上の会社が
大半なんですよ。

そういう中で、魅力ある、若者に何とか五島

に定着していただきたい。そういったことを県

と事業者、お互いが情報をいろいろ交換しなが

らやっていかなければいけないかなと思ってお

ります。

そのためには、高校生が本当はどのようなお

気持ちを持っているのか、逆に学生に対してア

ンケートといいますか、聞き取りなんかをやっ

ていくべきではないかと思うんですけど、その

点どのようにお考えでしょうか。

【川端若者定着課長】高校生の県内就職の意識

につきましては、教育庁で、特に今回コロナの

影響などもございますので、高校生の進学先で

すとか就職について、どの程度影響があったか

とか、地元志向がどうなったかというようなと

ころは一定把握されております。私どももそう

いったデータを共有させていただいて、今回、

事業の企画をいたしました。

特に、コロナによって進学と就職の選択に大

きな影響が出ているというよりも、今、地元志

向に一定シフトしているという結果が出ており

ます。そうなりますと、地元に目を向けていた

だいているこの機会を捉えて、地元にもまだま

だ活躍できる企業があるということを知ってい

ただく絶好の機会ではないかと思っておりまし

て、今回、広域的にしていただくということを

考えたところでございます。

【八江委員】 補足説明の4ページの半導体・医
療関連企業誘致可能性調査事業というのがあり

ますが、半導体等については日本も非常に求め

ているところでありますし、長崎県も。そうい

う中でソニーセミコンダクタマニュファクチャ

リングなんかは2期、3期と、あるいはそれ以上
のことを計画しておりますし、それに附帯する

ような形で県内の半導体、あるいは医療関係の
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企業進出を求めることは非常に大事なことだ、

そのためには水が必要だということの調査だろ

うと思います。

現在、水に関することで調査を県が主導して

やっているのか、地元の要望でやっているのか

ということもありますけど、現在、そのような

状況はどのような形ですか。この予算は1,000
万円ということですけど、限度額は1市町当た
り1,000万円と書いてあるんですけど、1か所だ
けで終わってしまうのかという問題もあります

けど、その点も含めてご説明いただけますか。

【原田企業振興課企画監】こちらの半導体・医

療関連企業誘致可能性調査事業についてですが、

水の調査も含めて工業団地の整備については、

企業の立地で最も大きな利益を受ける市町が主

体となって取り組んでいただくことをこれまで

基本に考えておりまして、それに対して県が補

助をするという考え方で工業団地整備等も進め

てまいりました。

その一環で、基本的に市町の方で過去にいろ

んな調査をやられたりとか、住民の方、企業の

方にヒアリングをされたりということで、水源

の可能性があるところについては、一定把握さ

れている部分もあるところでございます。

今回の調査事業は、そういった可能性がある

ところについて具体的に半導体や医療関連とい

った工業用として実際に使えるかという観点で、

年間を通した供給可能な水量とか詳細な水質調

査を初めて行うものでございます。これも同じ

ように市町が主体となって取り組まれる調査事

業に対して、県が費用の最大半額を補助すると

いうふうな考え方でやらせていただきたいと思

っております。

予算ですが、昨年度から各市町とヒアリング

などを進めさせていただいておりまして、島原

半島で具体的な箇所についてお話がありました

ので、そこを想定してこの新規事業を構築した

ところです。予算も大体1か所の調査で年間に
わたって調査すると2,000万円ぐらいかかると
いうことで、その半分ということで1,000万円の
予算を計上しております。

具体的に補助対象を決める際には、公平性と

いう観点から、各市町へ公募を行いまして、外

部審査委員による審査で調査候補地を決定した

いと考えております。その中で複数提案があっ

た場合には、専門家を交えてしっかり審査した

上で、どこを調査対象とするかというのをしっ

かり決めていきたいと考えております。

【八江委員】求められている事業関係のことも

ありますから、積極的な展開をしていただきた

いと、これは要望しておきたいと思います。

それと、私の地元である諫早市は新産業団地

を造成中で、追加で10ヘクタール、20ヘクター
ルを造成中です。ここもそうしたものを求めて

おると思いますし、そういったことの希望等は

幾つかあっているんじゃないか。今、島原半島

ということを聞きました。それはそれとして大

いに結構だと思うし、可能性調査の中の一つで

しょうけども、産業団地等が造成できている部

分は、やっぱり早く可能性調査を行って誘致に

努力していただきたいと思いますけど、具体的

に何かそういう動きはあってますか。

【原田企業振興課企画監】今、委員からお話が

あった南諫早産業団地への企業誘致につきまし

ては、諫早市の意向を踏まえながら、県、市、

産業振興財団が連携して、一生懸命、企業誘致

活動に取り組んでおるところでございます。

直近でも南諫早産業団地を含めて県内数か所

の工業団地を具体的に企業様に視察いただいた

りという案件も出てきておりますので、引き続
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き、視察への誘導とかも含めて誘致活動にしっ

かり取り組んでいきたいと思っております。

あと、この新しい水の調査事業が予算案の中

で公表されてテレビとかでも報道されたところ

なんですが、それを受けまして県内複数の市か

ら問い合わせが来ておりまして、諫早市からも

問い合わせをいただいたところで、この補助事

業の内容について市の方にしっかりご説明をし

ているところでございます。

【山下分科会長】 ほかにありませんか。

【麻生委員】 関連で水の関係から質問します。

水は、水利権を含めて河川課が持っています

よね。併せて産業関係については産業団体でや

るという話なんだけど、私が思っているのは、

県がグランドデザインといいますか、ちゃんと

したものをつくっていかないと産業振興の形に

ならんのじゃないかと思っております。諫早に

ついても、今、八江委員さんも言われたように、

ソニーも新しく第3工期をやるわけですよ。新
しい工業団地ができるということでやります。

大村もＳＵＭＣＯさんが、今、水利がないとい

うことであちこちボーリングされて大変だと言

っているんですよ。片一方では、萱瀬ダムを含

めて長崎市は大村から水を取っているわけです。

それで長崎は今水利権として20万トン持って
います。使っているのは14万トンしか使ってい
ない。人口減少もある。南部広域もやめました。

そういう中で本明川ダムも、実は治水、利水を

やろうとしよったけど、利水はやめました。

そういったいろいろな流れがある中で、今後

どうするかということを水利権を含めて検討し

てもらわないと、ただ単に調べて、あればそれ

でやりますという話になると、企業としては工

業用水が一番肝なんですよね。かといって、片

一方では生活用水も増えてきますし、大村なん

かは人口が増えているでしょうから、萱瀬ダム

の問題についても長崎と協議しているという話

を聞いてます。

だから、河川関係を含めて県が持っているわ

けだから、どうするかということをしっかりと

横の連携を取りながら、各市町の水道事業は特

別企業事業体ですから、連携しながらやると思

ってますけど、そういったことについてのお考

えを、今話したことについてどう考えておられ

るか。

【原田企業振興課企画監】水を備えた工業団地

の整備をするためには、委員ご指摘のように、

単純に水源がどこにあるかとか、具体的な水路

の調査をするたけでは、全然進まないというふ

うに考えております。工業団地の整備に向けて

は、水源があるとわかった上で、委員おっしゃ

ったように水利権の調整とか、そういった作業

が当然発生してきて、長い時間を要する事例も

あるというふうに聞いておりますので、県でい

えば河川課とか、あと各市町の水を担当してい

る部局ともしっかり意見を交換して最適な解決

策を模索しながら工業団地の整備につなげてい

ければというふうに思っております。

【麻生委員】この前、水道事業の関係で諫早の

方と、立ち話しだったんだけど、水が足らんで

しょうという話をした時に、節水型で、今、生

活用水も含めて取り組んでますと。だから、一

部、工業用水に回すところが出てきてるんです

よという話も出てました。

さっき申し上げたように、根本的に水が今後

必要になってくるという状況があると思うんで

すよ。そこを市町に任せるんじゃなくて、さっ

きも申し上げたように、水利権を県が持ってい

る、河川課が持っているわけですよ。そういっ

たことも含めてしっかりと連携してやることが
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大事じゃないかと。

産業振興については企業振興課だけじゃない

と思ってますけれども、そういったことを県全

体として、工業関係、ＩＣ関係を今後誘致する。

ＳＵＭＣＯさんあたりも大型設備を導入してや

りたいという話をされているので、根本的にそ

ういう水の対策をぜひ取っていただきたいとい

うことを要望しておきたいと思います。

あと何点かお尋ねしたいと思います。

今回、航空機産業クラスターで新しく生産設

備、稼働状況システムをやって、この前、簡単

な説明が予算案の中でありましたけれども、私

が思っているのは各企業の取りまとめは、じゃ、

どこが中心になってやるのか、そういった企業

をターゲットとして、個々の得意分野だとか、

どういう形でやるのか、クラスター関係につい

て何社今あるのか、そういう司令塔といいます

か、協議会の中で中心的な役割を絞ってどこに

委託するのか。民間企業の競争もあるわけです

から、なかなかそこの調整が本当にいくのかな

ということも考えておりますが、それについて

の考えはどうなんでしょうか。

【末續企業振興課長】今、麻生委員からお尋ね

がございましたとおり、航空機クラスターの中

でいろいろと新規参入を目指して動いておりま

す。今、特に中心となってやっておりますのが

中核企業1社と5社程度の県内企業で、現在、例
えば三菱重工航空エンジンから、今、ジグのよ

うなお仕事が出てきておりますけれども、そう

いったところも中核企業が取りまとめた上で、

複数工程をそれぞれの県内企業が担う、いわゆ

る一貫生産体制で対応しているところでござい

ます。

今後、大手重工もしくは海外のメーカーから

そういった受注を取っていくためには、今申し

ましたような一貫生産体制、いわゆる企業グル

ープでしっかり対応していくということが必要

になってまいります。

そういった意味で先ほど申しました中核企業

からも、そういったグルーピングをしてしっか

り需要を取っていきたいという話もございます。

そこでいろいろ協議をしたところも踏まえまし

て、私どもとして、特に今、大手重工や海外メ

ーカーからサプライヤーに対しましては生産管

理のデジタル化も含めたリアルタイムでの把握

であるとか、トレーサビリティなども求められ

ておりますので、こういったシステムを先駆け

てつくりまして、しっかりと需要を取っていく

ような、まずそこのフラッグシップといいます

か、最初の例としたいと考えておりまして、先

ほど申しましたように、県内企業、中核企業5
社程度の複数企業でグルーピングしてまいりた

いと考えております。

【麻生委員】志はすばらしいなと思うんですよ。

各企業さんもそれで自分のところを表に出して

いいところと、ここは自分のところが得意だか

ら独自でやりたいとか、いろいろあるでしょう

し、ウラノさんみたいにすばらしい大きなカン

パニーで、航空エンジンも含めて、三菱さんあ

たりが直接取ってくれるということもあるでし

ょうし、そうではないところもあると思います

けど、そういったことで今何社ぐらいあって、

今後、スタートアップしながら海外からやろう

とした時に、じゃ、5年後、10年後に航空機関
係についてマーケットを取るためにどのように

やるんだと。

そういったことでどのような形で企業を育て

ていくか。そのためには投資効果としてこのく

らいの企業の設備投資もいるし、従業員もいる

んだということについてのグランドデザインを
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含めてロードマップはつくられているんですか。

【末續企業振興課長】まず、航空機につきまし

ては、平成30年11月にロードマップを作成いた
しまして、10年後となります令和10年度を目標
年度として取組を進めているところでございま

す。

今現在、航空機はコロナ禍のために少し市場

の縮小がございますが、今から2年後、2024年
頃には市場が回復し、そこから増産に転じると

予想されております。私どももいろいろな企業

とか専門家からお話を聞きますと、いわゆる国

内で先行しております中京地区であるとか関東

地区にキャッチアップするのは、この2年だと
いうふうなお話を伺っております。我々として

は、まずスピード感を出してしっかりやりたい

と思っております。

先ほど申しました、治具などの仕事について

は、航空機で必要な認証の取得が不要でござい

ます。そういう中で技術力を重工メーカー等に

認めていただきながら、並行して認証をしっか

り取得をしていく。そうすることで次の段階、

次のステージとして製品の試作トライアルなど

に進むことができると考えております。今現在、

県内では9社が認証を取得しておりまして、今
年度中には、今の見込みですが、11社から12社
程度まで拡大する予定でございます。

そういった認証をしっかり取得した企業グル

ープと、先ほど申しました中核企業とが、まず

は市場を取りに行く先頭集団となっていただき

まして、また、その後に続く企業の経営者の皆

様にも、航空機産業は参入が非常に厳しく難し

いところではございますが、私どもの支援策を

活用して、ぜひチャレンジをいただきたいとい

うことで、今、次のグループへの呼びかけ等も

やっておるところでございます。

そのような形で、まずは目の前2年間でしっ
かり先頭グループの体制をつくる。その後はロ

ードマップ、令和10年度に向けて、今、参入企
業が20社程度でございますが、そこをやはりも
っと増やしていくというところで進めてまいり

たいと考えております。

以上でございます。

【麻生委員】大変希望の持てる話かと思います。

まずは設備投資の問題、人の問題、そういった

意味でハードルが大変高い事業だと思います。

認定を受けなくちゃいけないという一つのクリ

アもあります。そういった面であんまり広がり

が大きく見込めないんだけど、長崎の技術とし

てあるのでしょうから、ぜひ取組を進めていた

だきたいと思います。

あと、グリーン対応型企業についてお尋ねし

たいんですけど、ロボット、ＩｏＴ、造船プラ

ントということで毎回同じ話がされているなと

思ってますけども、一部話が出ておりましたの

で重なるかもしれませんけれども、今、県内の

企業、重工さんが撤退された状況の中で相当衰

退しています。早く新しい事業をもってこない

と、造船プラントなんて、もう技術者が今抜け

てますよ。長崎市内の南部あたりは、はっきり

言って相当、もう年内に倒産する会社が出てく

るんじゃないかと言われているぐらいの状況も

あります。佐世保重工さんは、今回、修理部門

でやるということで一部話が出てますけれども、

そんなに大きなマーケットを取るわけじゃない

ですよね。

そういう中で、こういう補助金があっても、

具体的な仕事を目指してもっていくところがな

いと厳しいんじゃないかというのがまず1点。
2点目に、グリーン対応型ロボットシステム

インテグレーターの育成とあるんだけど、ロボ
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ットメーカーの下請だと思いますけれども、ロ

ボットメーカーでファナックだとか安川とか川

重とかあって、今、県内でやっているところ

は・・ださんだけでしょうけど、川重さん程度

だと思っているんですよ。今、中野鉄構さんを

含めてやっているのは、平田機工さんあたりの

下請だと思っています。

今後、私がお願いしたいのは、産業労働部の

人たちが、ものづくりを含めた造船業だとか、

ロボット、ＩｏＴという言葉に踊らされること

なく、具体的に仕事をつくってつなげてやらな

いとと思っているところです。だから、こうい

う予算を立ててもらってありがたいんですけど

も、じゃ、これにしっかり応募して取り組んで

くれるところが今何社あるのかなと。さっき、

2％台だと言われていましたけれども、大変厳
しいんじゃないかなと。それより仕事をちゃん

と下さいという話があるのと、今まで大手さん

からもらっていたやつがないから自分で営業を

かけて取りにいこうとしても、打合せで、逆に

言えばデリバリーがあって大変だ、コストがか

かってくるという話も聞いているところです。

だから、今後、どういう形をお考えなのか。

そして、どういうところに人とものの投資を含

めてサポートしようとしているのか、お尋ねし

たいと思います。

【末續企業振興課長】県内におきましては、例

えば造船分野におきましては、大手メーカーの

新造船の撤退であるとか、今現在、カーボンニ

ュートラルの影響で石炭火力プラントの使用縮

小など、造船プラント関連企業におかれまして

は、足元では堅調な艦艇建造であるとか、プラ

ント関連の保守・メンテナンスなどのお仕事は

あるものの、先行きが不透明な状況でございま

して、今後、そういった企業様にお仕事をどう

取っていただくかというのは重要な課題だと考

えております。

今後の市場動向を考えますと、成長分野への

進出に向けた取組をまず進めていただきたいと

いうことで、これまでネクストステージ投資促

進補助金をはじめ、企業間連携とか、財団によ

る取引マッチングの支援など、きめ細かな支援

を行ってまいりました。支援を活用された企業

からは、成長分野の進出が後押しになったであ

るとか、新たな需要を獲得できたとの声をいた

だいておりまして、業界団体であります工業会

などからも評価をいただいておるところでござ

います。

ただ、一方で、なかなか目の前の仕事が減っ

ていく中で、どうやって需要を取るかというと

ころにお悩みの企業さんも、私どもも、たくさ

ん声を聞いておりますので、そこはやはり私ど

もの施策に加えまして、先ほど申しました産業

振興財団の取引マッチングなどでしっかりと足

元のお仕事を取っていただくように、我々もさ

らに引き続ききめ細かな支援をやっていきたい

と思います。また、大きな話としまして、やは

り成長分野に入っていただいて、しっかり企業

の体力をつけていただくのが肝要かと思ってお

ります。

【麻生委員】パワープラントは私が言うまでも

なく2030年のカーボンニュートラルの問題が
あるので、今後は開発されるかなと思います。

ただ、今の技術はなかなかやっぱりいけないで

しょうから、2027年とか2028年ぐらいしかない
わけでしょう。そうすると5年ぐらい空くわけ
ですけど、研究はされるでしょうけど、ものづ

くりはないわけですよね。大手さんが、IGCC
を含めて開発を担うと松浦で話も出てますけど

も、こういったところにしっかりとつないであ
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げるような、部品加工も含めて出るような仕掛

けづくりをぜひお願いしたいなと。

はっきり言って、今、日立製作所さんもパワ

ープラントを撤退されましたから大手1社にな
ったということはわかってますので、ぜひこれ

については連携しながら、地元の事業者さんを

育てていくんだという方向性をお願いしたいな

と思っております。よろしくお願いします。

最後に海洋エネルギー関係についてお尋ねし

たいと思います。

今回、また補正予算で6,000万円ぐらいついて
おります。海洋クラスターの関係で4年目、5年
目になりました。ただ、具体的に海洋クラスタ

ーの仕事が県内でなかなか取れないといいます

か、マッチングを含めた形の状況だとか、どう

いうところにいくのかということで、なかなか

構造物について部品を含めて2万点近くあると
言われながらも、核心部分のところは全部大手

が、海外のＧＥとかシーメンスとかベスタスと

か、いろいろ持っているところがあって、なか

なか参入できない状況じゃないかと思っている

んですよね。

今回、浮体風力を五島沖でやっていらっしゃ

いますけれども、今後、どういったところにタ

ーゲットを置いてやっていくのか、そして、ど

う育てていくのか。また、拠点化については、

なかなか大手企業ができなかったということで、

北九州の一本化で国は動いているでしょうから、

ここの近辺ではね。だから、今後、長崎として

海洋クラスターの皆さんと連携してどういう方

向に取り組んでいくのか。

この3点目には、3社ほどやるんだという話を
されているけど、これについての考え方を教え

てもらえませんか。

【黒島新産業創造課企画監】本県の五島沖並び

に秋田県や千葉県沖などで国内各地の洋上風力

の商業化が開始される中、県内外からの受注の

獲得に向けて県内企業の先行投資などを支援す

るため、今回、補助金を計上させていただいて

おります。

これまでの県内企業へのヒアリングにより、

洋上風力発電の各事業での商談等が県内企業に

も来ているというところは伺っております。そ

の中で、厳しい品質管理でありますとか、受注

の上でのメーカー認証等が求められているとい

うことをお伺いしておりまして、当該補助にお

きまして設備投資だけではなく、認証の取得な

どに係る経費等についても支援対象としまして、

こうした受注の獲得に向けての後押しをしてい

きたいと考えております。

また、今後の支援の在り方につきましては、

この補助では、県内サプライチェーン構築のた

め、3社以上の県内企業のグループを組むこと
を条件と考えております。

こうしたことにより、中心となる中核企業の

育成でありますとか、この中核企業による品質

管理体制の確保や量産化への対応が可能となっ

てくるものと考えております。

こうした県内企業の体制を強化するとともに、

県外事業の受注獲得に向けまして、新たに長崎

県の産業振興財団に、海洋エネルギー関連産業

専属のコーディネーターを配置することにより、

発注に関する情報収集や県内企業への展開など

を重点的に取り組んでいきたいと考えておりま

す。

また、委員から先ほどございましたクラスタ

ー協議会につきましても、しっかりと連携いた

しまして、県内企業のマッチング、そうした受

注獲得の支援及び県内企業の協力体制構築に向

けて、引き続き県としましても注力をしてまい
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りたいと考えております。

【麻生委員】東北とか千葉沖でやった分が最低

価格で落札と、なかなか国内産業が育たないん

じゃないかという議論も出ています。今後、電

力不足の問題、エネルギー問題を含めてあると

したら、どうしても洋上風力の関係も当然なが

ら上がってくると思いますし、長崎県でのクラ

スター事業は、6年目ですよね。やっぱりしっ
かりとした成果を出してもらうような方向性、

また、皆さん、協議会に入っている人たちも、

何とか自分たちでものづくり、長崎は海洋関係、

運搬だとか設置だとか、そういう事業も取れる

わけですから、そういったものをもう一回見直

してもらって、どういうことに参入できるのか。

今、クラスター事業者さんがやっているのは、

メンテナンスだとか、あと点検整備関係につい

ての人材育成というのはされているみたいです

けど、一番強いのは、やっぱりものづくりをや

っていって県内に波及させるというのが大きな

影響があると思いますから、ここにもうちょっ

と力を入れてもらって、何ができるのか。され

ていると思いますけれども、そういったところ

をしっかり3者を含めてやろうとしているとこ
ろで連携してほしいなと思います。

大手さんがもうやらないということになれば、

独自で認証を持ったりとか、この前、海洋クラ

スターの方にお尋ねした時も言いましたけれど

も、やっぱり品質の問題、それとギャランティ

ーを含めた納期の体制だとかということをきち

っとしないと、ペナルティーが大きいんですよ

という話もされてましたよね。そこら辺のこと

で体制が本当に取れるかどうか、この新しい産

業について取り組んでいくことについて、もっ

と深掘りをしていただきたいと思っているし、

県としてももっと支援をしっかりとやっていた

だきたいと思っておりますので、そのことにつ

いてご意見があったら最後にお願いしたいと思

います。

【黒島新産業創造課企画監】委員がおっしゃい

ますように、長崎につきましては、造船業が基

幹産業であるというところでございますので、

技術力の非常に高い企業がそろわれている、ま

た、非常に優秀な人材がそろっているというと

ころでございます。また、造船について、洋上

風力について親和性が非常に高いというところ

でございますので、こうした造船関係企業様が

洋上風力関連の産業に参入していただくという

ところを目指して我々も取組を進めてきている

ところでございます。

また、この洋上風力の関係でございますが、

委員も先ほどおっしゃいましたように、海外企

業でありますとか、発電メーカー、発電事業者

等につきましても、やはり国内での製造の比率

を上げていくために、今、国内のサプライチェ

ーン、どういった企業にこういったところが発

注できるかというところを含めて調査をされて

いることを伺っております。

そうした中におきまして、長崎県内の企業、

造船関連企業のサプライチェーン、協力企業体

制というところにつきましては、非常に強みに

なるものと考えております。

また、三菱重工様が過去に陸上風力発電を造

られていたというところもございますので、そ

うした実績がある企業もいらっしゃるというと

ころでございますので、そうしたメーカーとさ

れましても、これまでの実績等も重視されてい

ろいろ検討されているということも伺っており

ますので、そうした情報収集等にも取り組みな

がら、しっかりと県内企業の受注拡大に向けま

して取組を進めてまいりたいと考えております。



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２０日）

- 31 -

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 零時 ６分 休憩 ―

― 午後 零時 ６分 再開 ―

【山下委員長】 分科会を再開いたします。

午前中の会議は、これにてとどめ、休憩いた

します。

午後は、13時30分から分科会を再開いたしま
す。

お疲れさまでした。

― 午後 零時 ７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山下委員長】 分科会を再開いたします。

ほかに質疑はございませんか。

【中村(泰)委員】 そしたら、予算の補足説明資
料についてお伺いします。

5ページです。ミライ企業Nagasaki推進事業
費につきまして、スタートアップのところはし

っかりと支援ができておるんですけれども、立

ち上げてその後のところについてお伺いします。

チャレンジショップという言葉があるんです

けれども、こういった、要は事業を立ち上げた

後に実際に物を売るとか事業するというところ

で、特に長崎の場合は土地代が高いといったと

ころもありまして、行動に動かすところがすご

く難しいという方が多くいらっしゃいます。

そこで、チャレンジショップのような取組を

進めていただきたいんですけれども、そういっ

たところの考え方についてお伺いします。

【香月新産業創造課長】チャレンジショップに

関するお尋ねでございます。

今回、我々、ミライ企業Nagasaki推進事業と
いうふうなことで、スタートアップの支援の事

業を計上させていただいております。そのほか

にも地域における創業だったり起業だったり、

県内の中ではいろんな動きがあると認識してお

ります。その中で県なり市町、あと各地域の商

工団体と連携しながらサポートしていく中で、

県が持っている例えば事業の中でご活用いただ

ける分はご活用いただいて、我々がなかなか手

が届かない部分は市町、商工団体に担っていた

だくというふうな役割分担を一方で持ちながら

進めているというふうな状況でございます。

例えば、具体的にこんなことをやりたいとい

うふうなお考えがお聞きできれば、我々、関係

機関と協力しながら、いろんなご支援、またご

提案もさせていただければなと思いますので、

またお話を伺えればと思っております。

【中村(泰)委員】 今すぐにチャレンジショップ
というのは、なかなか難しいかなというところ

で、市町との連携というご答弁もありましたけ

れども、実際に事業をされようとする方で、や

っぱり場所のことで悩まれている方が多くいら

っしゃいますので、ここはまた別途ご相談させ

ていただきながら、どういった形でできるのか。

本当は理想を言えばビルの1棟を県が持ってい
て、そこをチャレンジする方に、例えば半月限

定で使ってもらうとか、何かそういったことが

できればいいんですけれども、また相談をさせ

てください。

次の質問に移ります。6ページの県内中小企
業ＤＸ促進事業につきまして、昨年度も県内企

業の皆さんにＤＸを進めていただくというとこ

ろで事業がございました。費用も大幅に増額に

なっているという認識でございます。ただ、昨

年度の分については、前の委員会でも確認させ

ていただきましたが、執行率が低かったといっ

た反省もご答弁いただいたところでございます。

前の事業との違い、そして執行率を高めてい
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くために周知活動が重要になってくると思いま

すので、その2点、お尋ねいたします。
【香月新産業創造課長】昨年度との違いという

ことでございます。

今、委員からお話がありましたように、昨年

度の執行率の状況が、我々が想定したよりちょ

っと低かったというふうな状況がございました。

そこの問題点としまして、ＤＸに関して相談窓

口を設けました。ＤＸに当たってどういう取組

を企業がお考えかということを聞く相談窓口だ

ったんですけれども、具体的にどういうツール、

デジタル技術を、どこに、どう活用していいの

かというところが、なかなか県内企業の方々で

わからないと、具体的な取組につながってない

という状況があります。今年度、相談窓口を設

けるんですけど、単にご相談を受け付ける待ち

の状況ではなくて、相談に来られた方もしくは

セミナーを受けられている方に対して、こちら

から具体的に、こういう技術があります、ここ

をこうすればこんな改善ができますよというふ

うな提案型を進めていきたいというのが一つ大

きな改善点としてございます。

もう一点、ＤＸに取り組む中で、デジタル技

術の導入に関しては県内の情報関連企業がノウ

ハウを持っていると、併せて事務系の効率化と

いうふうな点では、十八親和銀行さんがノウハ

ウを持っていると。県内の情報関連企業ですと

か金融機関、そのほか中小企業診断士とかが連

携して県内企業のＤＸをサポートする体制を今

回つくりまして進めていきたいと考えておりま

す。

併せて、周知のお話がありましたけれども、

先般、商工会議所と話をしまして、先方もＤＸ

にしっかり取り組みたいというお話の中で、連

携してやっていきましょうということで、我々

の取組の周知、併せて地域の企業のニーズを商

工会議所の中でも拾っていただいて、こちらと

共有しながら、それで県内のＤＸを進めていこ

うということで今回取り組みたいと思っており

ます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。提案
型でいくというところが一番の売りなんだとい

うことで理解しました。十八親和さんであると

か、そうった既にやっていらっしゃるところ、

また、知見があられるところとの連携というお

話でした。周知については、商工会議所という

ことがございましたけれども、私も親しみを持

ちなが回っていくことができますので、そうい

だところとの連携とか、あと、進めていく上で

の周知方法を共にできればと思っておりますの

で、よろしくお願いします。

続きまして8ページでございます。サービス
産業経営体質強化事業費につきまして、長崎大

学の山口純哉先生と話をしていて、県の事業者

の皆さん、小売関係の方々ですけれども、ＥＣ

サイト、アマゾンや楽天に相当もっていかれて

いると。外貨が、要はお金が外に出ていってし

まって、百貨店であるとか小売関係の皆さんが

疲弊してしまっているという、これは長崎に限

らずの状況かと思います。報道関係に配られた

予算の補足説明資料を読むと、ＥＣサイトがそ

ういった影響を与えているんだという記載がご

ざいました。

そういったことを踏まえて、具体的にどのよ

うに県内企業にこういった事業を行いながらＤ

Ｘ化を図っていくのか、ご答弁いただければと

思います。

【内田経営支援課長】サービス産業経営体質強

化事業ですけれども、委員ご指摘がありました

ように、ＥＣを含めたデジタル化、それからＤ
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Ｘは、非常に重要な観点であろうと思います。

特に、今のようなコロナ禍にあって県内の企業

が外資を獲得するという面において、そういっ

た観点は我々も非常に大事だと思っています。

今の時点で具体的な企業を決めているわけで

はありませんけれども、金融機関とか商工団体

と一緒にサービス産業事業者の選定をするに当

たっては、しっかりそういう観点を持ちながら

やっていきたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。なか
なか県内の事業者がＥＣサイトで物を売るとい

うのは、すごくハードルが高いのかなと思いま

すけれども、それなりの額の予算もついており

ますし、何か県内企業の方でこういった事業で

成功されるところが出てくれば、自分たちも続

いていこうというような機運もまた出てくるか

と思いますので、ぜひとも進めていただきたい

と思います。

続きまして、10ページでございます。学生と
企業の交流強化事業費でございます。

先ほどからこの点についていろいろ議論され

ていますけれども、県内の企業の方で、例えば

企業のＯＢ、また、特に役員とかされたような、

ばりばりの人脈をお持ちの方がリクルーターと

して機能することで、例えば学生の話を聞いた

時に、この学生だったら、この企業さんがいい

んじゃないかとか、そういったことをつなげら

れる人材が機能してくださればということで、

前の文教厚生委員会でも県立大学の所管の部署

とそういった議論をさせていただきました。今

回の補正予算で学事振興課の方でそういう予算

が出てきているということをお伺いしているん

ですけれども、そういった県内企業のＯＢ、ま

た、人脈を幅広く持っておられる方との連携に

ついてお尋ねします。

【川端若者定着課長】委員のご質問は、県内の

企業のＯＢの方との連携ということですけれど

も、実情を申しますと、県内企業のＯＢの方の

お力をお借りしてというところまでは、まだや

っておりません。今、特に大学生の対策で力を

入れているところが、やはり大学生の方たちが

身近に自分が働く姿をイメージしていただかな

いと、なかなか長崎県にですとか、県内の企業

とかに興味を持っていただけないなというとこ

ろが、若者定着課ができまして5年目になりま
してわかってきました。

今回の補正予算の事業では、学生目線という

ところをキーワードにしておりまして、特に県

外大学との連携では、その大学ご出身で県内の

企業で働く大学のＯＢの方の若い方たちを大学

の方にお連れして、自分が長崎の企業でどうい

う働きをしているとか、そういったお話をして

いただこうと思っております。

ＯＢの方は、もちろん、それまでのご経験で

いろんな知見があられると思うんですけれども、

最終的には大学生と接していただく時に、年齢

が離れてしまうと、大学生の方が自分ごととし

てなかなか見えない、ちょっと遠いなというふ

うに思うということをアンケートとかでも結構

いただいております。今回、まずはＯＢといっ

ても年齢の近い方で取り組んでいければという

ふうに考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。若者
定着課の方で学生目線を大事にされていると。

それはこれまでの経験で、そこにたどり着いて

いらっしゃるというのもよくよく理解いたして

おります。Lensaという団体も出てきたといっ
たところも、この事業自体は本当にやるべきだ

というふうに私も認識しておりますけれども、

一方でその方の人脈を生かして、私も就職活動
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をして、なかなかマッチングというか、就職し

た後、思ったのと違ったとか、そういったこと

も若者は起こりがちなので、それをなくす上で

も、やっぱりそういう経験がある方の動きとい

うのは一つ大事かなと思いますので、また今後、

ご検討いただければと思います。

続きまして、高校生の県内就職促進事業費で

ございます。

工業高校の生徒に対してアピールしていくと

いうところであります。先ほどから航空機とか

半導体、すごく時代の先端をいくような、また、

夢を持てるような事業をこれから長崎県は進め

ようとしています。

私も高校の時を振り返って、私は航空工学に

すごく憧れて、そういった進路を選んだんです

けれども、航空機とか半導体というもの、そこ

は高校生に対してすごく響く内容だし、フレー

ズだと思うんですね。例えば、航空機関連で仕

事をされている、また半導体、ソニーさんであ

ったらアイフォンの画像センサーにそれが使わ

れていくわけです。

そういうところも含めて何か夢を持ってもら

えるような動画であるとかコンテンツを用意し

て高校生に伝えることができれば、長崎って、

こういうこともできるんだというふうに、また

違うように見れると思うんですけれども、その

あたりの取組について教えていただけないでし

ょうか。

【川端若者定着課長】今、委員からご指摘があ

りましたように、長崎の産業に若者に夢を持っ

ていただくというのは、県内就職を促進する上

で非常に大事なことだと思っておりまして、私

どももその視点を持って取り組んでいるところ

でございます。

特に航空機、それから半導体においては、今

まさに長崎の産業が変わるというところでして、

今まさにやっていることといいますと、若者定

着、それから教育庁の先生方にもご協力いただ

いて、高校に私どもが出向いて、今、長崎は百

年に一度の変革期という時を迎えておりますけ

れども、長崎のまち、それから産業がどういう

ふうに変わっていって、皆さんの未来像がこう

なっていきますよというところをまずお示しし

て、長崎のまちに夢を持っていただき、その上

で皆さんの働く場所を考えてみてくださいとい

うことで企業などもご紹介をさせていただいて

おります。

この上では、特に航空機だけとか、半導体だ

けに特化したものではないんですけれども、い

ろんなことに興味を持っていらっしゃる高校生

がいるので幅広くお知らせしております。

今、ご指摘がありました航空機ですとか半導

体については、まさに今から長崎が力を入れて

いく分野でございますので、まず航空機に関し

ましては、高校生にそういう打ち込みをするに

当たりまして、まず学校の先生方にその産業と

いうものをよく知っていただかないと、なかな

か学校の方でご紹介させていただけないところ

がありますので、今年の1月に、まずは工業高
校の教員を、企業のご協力をいただいて訪問し

ていただいて、まず見学とかセミナーを受けて、

まずは先生方にご理解をいただくというところ

から始めております。

今ご指摘がありました動画とか、今の高校生

には目に見えるものの方が響くと思いますので、

そういったものをどういうふうにつくったら学

校の中で使っていただけるのかとか、やっぱり

教育の一環ということになりますので、高校の

先生とか、あと部内の企業振興課と一緒に考え

て、どういうふうに高校生にお示ししていけば
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いいかというのは検討させていただきたいと思

います。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。すご
く具体的におっしゃっていただいたと思います。

産業労働部の中で共有できれば、いいものがで

きるんじゃないかなというふうに思いましたの

で、ぜひとも教育庁とも連携しながら進めてい

ただければと思います。

【山下分科会長】 ほかにありませんか。

【浅田委員】様々な事業をやっていただきまし

て、県内就職とか新しい企業誘致、様々なこと

に取り組んでいただいてることに感謝申し上げ

ます。と同時に、女性の就労というものに、一

つここにわざわざ書かれているのがテレワーク

の促進事業費、先ほども質問がありました。就

労目標というものをしっかりと数値として出し

てくださっている。これまでも、こういう講座

とかいろんなものがあった中で、講座はやった

けれども、その先がどうなっているのかがわか

らない。講座をすることで目的を達してしまっ

たかのようなところがありますが、あくまでこ

れは手段という形でやっていく流れの中で、一

つ気になっているのが、この講座主体は、どこ

かに委託事業としてどういったところに、県内

にもいろんな企業がありますが、そのあたりの

ことを詳しく教えていただけますでしょうか。

【吉田雇用労働政策課長】この事業につきまし

ては、モデルとしましては九州では大分県が既

に先行して取組を進めております。そこの事業

を受けているところが、全国の同じような事業、

働き方改革であったり、あるいはテレワーク、

在宅の自営型の事業ですね。こういったことの

セミナーの講師であるとか、セミナー自体の請

負というふうなことをやっております。そこと

もしっかり話をしているところなんですけれど

も、県内で申し上げますと、ＩＴ系のそういう

訓練ができる会社が2社ほどはすぐに思いつく
ところがございます。それ以外も含めて県内で

やれる事業所にも公募前にお話をして説明をし

た上で、ぜひ手が挙がるように進めていきたい

というふうに考えております。

【浅田委員】県外受注で慣れていらっしゃると

ころにというのもあると思いますが、県内にも、

こういうふうな最近では動画編集とかウェブサ

イト事業を様々な形でやられているところがあ

りまして、できれば県内でそういったところの

訓練がしっかりできることを今後育てていただ

く意味においても、やっていただければなと。

実態として、そういうところでやられている

事業費って結構高いんですね。これも県だから

ということで委託事業でやるということだと思

いますので、いろんなご協力をしていただかな

ければならないかと思うんですが、そのあたり、

全体を含めて今後の長崎を思えば、やっぱり継

続的なことを考えていただければと思いますが、

いかがでしょうか。

【吉田雇用労働政策課長】今回、コロナ禍にお

きましてテレワークの重要性というか、一方で

長所もあれば短所もあるというふうなところが

わかってきたかと思います。

テレワークもしくはデジタル技術を学ぶよう

な教育機関とか、そういうコースはどんどん充

実をしていっている中で、この事業につきまし

ては、育児とか介護等を理由として、家にいて

働くことができない人、企業で働くことができ

ない人に、自分で自営するという新しい働き方

をＰＲするという観点ですので、これで一定経

験を積んだ人が、さらにもっと難しい仕事をや

るために民間のそういう教育機関で勉強すると

か、そういったことにつながっていくことも期
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待しているという事業になっております。

【浅田委員】ありがとうございます。自営型と

いうことで、あくまでも働いている方ではなく

て、これからさらに自分たちの輪を広げていく

ということの重要性があるかと思いますので、

県内において、そういう育成する側も、される

側も、どんどん仕事が増えるような形にもって

いっていただければと思います。

【山下分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了いたしましたので、採決を行います。

第69号議案のうち関係部分、第85号議案のう
ち関係部分、報告第4号のうち関係部分及び報
告第10号は、原案のとおり、可決・承認するこ
とにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決・承認すべきものと決定されました。

【山下委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

産業労働部においては、今回、委員会付託議

案がないことから、所管事項についての説明及

び提出資料に関する説明を受けた後、陳情審査、

所管事項についての質問を行います。

それでは、産業労働部長より所管事項説明を

求めます。

【松尾産業労働部長】産業労働部関係の主な報

告事項について、ご説明いたします。

資料といたしましては、農水経済委員会関係

説明資料当初版と、その追加1をお配りしてお
ります。

本日、ご報告いたしますのは、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響を受けた事業者への支

援について、経済・雇用の動向について、県内

企業のデジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）の推進について、アフターコロナに向けた

製造業の振興について、海洋エネルギー関連産

業の創出促進について、食料品製造業の振興に

ついて、サービス産業の振興について、若者の

県内就職促進について、産業人材の確保・定着

について、「長崎県行財政運営プラン2025」に
基づく取組についてであります。

このうち新たな動きについて、主なものをご

紹介いたします。

当初版の1ページをご覧いただきたいと思い
ます。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援について。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け

た事業者への支援につきましては、感染拡大防

止と県民生活の安全・安心確保及び県内の社会

経済活動の回復拡大の両立を図るため、県議会

でご承認をいただきました施策を中心とし、そ

れぞれの分野において対策を講じてきたところ

であります。

先の3月定例会においてご承認いただいた長
崎県事業復活支援給付金につきましては、去る

4月18日から募集を開始し、5月末時点において
6,000件を超える申請があっており、現在、速や
かな支給に向けて取り組んでいるところであり

ます。
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また、国の事業復活支援金については、幅広

い業種の事業者が給付の対象となる一方で、申

請がオンラインに限定されるなど難しい点があ

ったことから、県において、制度の周知やサポ

ート体制の充実に向けた取組を積極的に行って

まいりました。具体的には、県独自で離島地区

を含めた県下7か所に申請サポート窓口を設置
するとともに、商工関係事業者に限らず、農業

者、漁業者をはじめ、様々な業種において幅広

く申請が可能であることから、庁内関係各部を

通じた各種団体への周知や全世帯広報誌を活用

した広報を行ったところであります。

長期化するコロナ禍に加え、原油価格等の高

騰による影響も懸念されるところであり、引き

続き、感染症等が及ぼす影響と経済活動の動向

を注視しながら必要な対策を講じてまいります。

3ページ中段をご覧いただきたいと思います。
アフターコロナに向けた製造業の振興につい

て。

製造業については、厳しい状況にある地域経

済や雇用を下支えするとともに、今後の成長産

業の礎を強化するため、成長産業ネクストステ

ージ投資促進補助事業を実施しており、去る4
月15日を期限として今年度の募集を行い、28件、
8億3,000万円を採択いたしました。
この補助金においては、これまで合計194件、

37億8,000万円を採択しており、コロナ禍にあ
っても雇用が減少しないよう、雇用維持計画や

県内発注計画の策定を条件とした結果、全体で

300人余りの新規雇用が創出されるほか、今後
10年間で約300億円の発注増が見込まれる計画
となっており、非常に大きな効果が出てくるも

のと考えております。

また、航空機関連産業については、去る4月
22日に、三菱重工航空エンジン長崎工場に第2

期棟を建設するとの発表がありました。今回の

工場拡張は、最新鋭設備を導入し、航空機エン

ジン部品を一貫生産するものであり、本県の航

空機産業のさらなる振興に向けた大きな弾みと

なるものであります。

引き続き、航空機関連分野での産業集積を図

るため、企業間連携による事業拡大や生産性向

上などの取組を支援し、県内サプライチェーン

の強化を推進してまいります。

さらに、半導体関連産業においては、5月27
日、ソニーグループから諫早市のソニーセミコ

ンダクタマニュファクチャリング株式会社長崎

テクノロジーセンターの工場について、令和3
年5月の増設発表に続き、今回、さらなる増設
の発表がなされました。

同工場は、スマートフォンのカメラに使用さ

れる半導体画像センサーで世界のトップシェア

を誇る最新鋭の工場であり、今回の増設により

数百人規模の新たな雇用につながるものと考え

ております。

県では、2月に設立しましたながさき半導体
ネットワークにおいて、人材育成確保に向けた

ワーキンググループを設置し、去る5月から議
論を開始したところであり、こうした規模拡大

の動きを半導体関連産業のさらなる集積に結び

つけるため、引き続き取り組んでまいります。

5ページ下段をご覧ください。
若者の県内就職促進について。

令和4年3月に卒業した高校生の県内就職率
については、秋口以降の未内定者に対するフォ

ローアップを充実させたことや、県内企業の認

知度向上などにより、速報値で前年比2.1ポイン
ト増となる72.0％となっており、過去最高であ
った令和3年3月卒の69.9％をさらに上回る見
込みとなっております。
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一方、大学生については、コロナ禍において

一般的となったオンライン対応の強化をはじめ

とし、学生と企業の交流機会の確保に向けた対

策などを講じたことにより、令和4年3月卒の県
内大学生の県内就職率は40.8％と、4年ぶりに上
昇した前年度並みとなりました。

こうした中、令和5年4月採用に係る動向につ
きましては、コロナ後の経済回復を見込み、都

市部の企業に採用数を戻す動きが見られるなど、

県外からの採用圧力が高まることが懸念されま

す。

そのため、高校生の県内就職促進に向けた取

組につきましては、4月中旬以降、県から経済
団体の代表に対して継続した求人数の確保につ

いて要請を行ったことに加え、去る5月11日に
は県及び長崎労働局からハローワークへの早期

求人票提出と働き方改革への対応について要請

を行ったところであり、引き続き、県内就職支

援に努めてまいります。

また、同じく大学生の取組につきましては、

例年より時期を早めて2月からオンライン企業
説明会をスタートさせており、情報系人材やグ

ローバル人材などといった人材ニーズ別や半導

体関連などの業界に特化した形式で開催するな

ど、大学や学部の特性と企業の人材ニーズのき

め細やかなマッチングを強化しております。

さらに、大学生の保護者宛てに県内就職支援

に関する情報を送付し、お子様方に県内就職を

選択肢に入れていただけるよう、お願いしたと

ころであります。

引き続き、若者の県内就職促進に向け全力を

注いでまいります。

その他の項目につきましては、記載のとおり

でございます。

以上をもちまして、産業労働部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山下委員長】 次に、提出のありました「政策

等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料」及び政府施策に関する提案・要望について、

説明を求めます。

【井内産業政策課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づく産業労働部関係の状況

について、説明いたします。

お手元にお配りしております「農水経済委員

会提出資料 産業労働部」をご覧ください。

今回ご報告いたしますのは、いずれも令和4
年3月から5月におけるものであります。
まず、1ページをお開きください。補助金内

示一覧表でございます。

県が箇所づけを行って実施する個別事業に関

しまして、市町に対し、内示を行った間接補助

金であり、計3件を掲載しております。
次に、2ページから8ページにつきましては、

1,000万円以上の契約状況一覧表でございまし
て、該当の計14件を掲載しております。
次に、9ページから13ページでございます。

こちらは知事及び部局長等に対する陳情・要望

のうち、県議会議長宛てにも同様の要望が行わ

れたものに対する県の対応状況を整理したもの

でございます。産業労働部関係として計3項目
を掲載しております。

続きまして、去る6月上旬に実施いたしまし
た令和5年度政府施策に関する提案・要望につ
きまして、産業労働部関係の要望について、ご

説明いたします。

資料は、「令和4年6月定例県議会 農水経済

委員会補足説明資料 令和5年度政府施策に関
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する提案・要望について」をご覧ください。

産業労働部におきましては、新型コロナウイ

ルス感染症対策について、グリーンエネルギー

導入拡大に向けた地域への支援について、外国

人材の受入について、電源三法交付金制度の見

直しについて、以上4つの重点項目及び再生可
能エネルギーの導入促進について、雇用・人材

対策について、2つの一般項目について要望を
行いました。

要望実績といたしましては、要望先が経済産

業省、厚生労働省、法務省など7府省でありま
して、経済産業大臣のほか91人に対して要望書
の配付を実施いたしました。

また、これに加えまして今後の取組としては、

7月の下旬に上京いたしまして要望活動も予定
しております。現時点におきましては、新型コ

ロナウイルス感染症の影響が不透明ではありま

すが、今回の政府施策に関する提案・要望の実

現に向けまして引き続き取組を行ってまいりま

す。

以上で説明を終わります。

【山下委員長】以上で説明が終わりましたので、

次に陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。審査対象の陳情番号は、17、19、22であ
ります。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

【溝口委員】 22番の平戸市沖周辺から佐賀県
沖周辺における洋上風力発電の建設に絶対反対

の陳情が上がっておりますけれども、このこと

について県としてはどこら辺まで把握している

のか、お尋ねいたします。

【黒島新産業創造課企画監】こちらの要望につ

きましては、昨年度、一昨年度と平戸市の要望

におきまして、洋上風力発電の計画については

反対ということで承知しておりますし、また、

平戸市水産振興協議会の皆様方からも、昨年度、

要望をいただいている状況でございます。

また、この計画につきましての反対につきま

しても署名を集められて佐賀県にご提出をされ

ているというところもお伺いしております。

私どもといたしましては、この洋上風力発電

につきましては、再エネ海域利用法におきまし

て、洋上風力発電事業を実施するため、この法

律の手続を行うことが必要不可欠となっており

ます。この法律の手続上、事業の実施をするた

めには利害関係者の同意が不可欠となっており

ますことから、国につきましては、先行利用者

である漁業者の同意がない海域を促進地域とし

て事業が進められることはないということで認

識しております。

本県としましては、これまでも平戸市をはじ

めとした県北地域の漁業者の皆様方が、佐賀県

の計画する海域に操業実態があることや、漁業

への影響の懸念から洋上風力発電の導入計画に

反対されていることを所管課を通じまして国や

佐賀県にお伝えしているところでございます。

引き続き、事業の実施に向けて法律の手続が

利害関係者である漁業者の皆様方の同意を得ず

に進むことがないように国に働きかけてまいり

たいと考えております。

【溝口委員】ありがとうございます。漁業者と

しては本当に死活問題で大変な影響を受けるの

ではないか、そういう懸念をしているわけです

ね。

これを実施しようとしている事業者の方々か

ら県の方に何か説明があったんでしょうか。

【黒島新産業創造課企画監】複数の事業者の皆

様が、この海域におきまして環境アセスメント
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の手続を始めようとされ、また、手続を進めら

れているところでございます。そこにつきまし

ては県といたしましては、皆様方、利害関係者

の方がいらっしゃいますので、そうした方々に

丁寧に説明をして理解をいただいてほしいとい

うような意見を出させていただいているところ

でございます。

また、こうした計画があるごとに事業者の方

が説明に来られる場合につきましても、我々と

いたしましては、地元の漁業者様をはじめ、関

係者の皆様方の理解が必要不可欠ということを

お伝えして、丁寧なご説明をしていただくよう

に求めているところでございます。

【溝口委員】ありがとうございます。事業者の

方は意外と漁場環境というのをあまり理解して

ないと思うんですよね。だから、その辺につい

ては水産部の方々とよく話し合っていただいて、

そして、産業労働部としても漁業者の皆さん方

からの了解を得ない限りは絶対に進めることは

できないということを強く要望していただきた

いと思っております。どうぞよろしくお願いい

たします。

【山下委員長】陳情書について、ほかに質問は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくことといたします。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、次に、

政府施策に関する提案・要望について、質問は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、次に、

所管事務一般について、質問はありませんか。

【中山委員】それでは、若者の県内定着という

観点から幾つか質問いたします。

まず、前委員会の時に高校生の県内就職率が

上がっているということで、それはキャリアサ

ポートスタッフが一因であるという話がありま

したので、それを含めて質疑したわけでありま

す。それを受けて私も直接学校に出向きまして

校長先生と1時間半ぐらいにわたって、この問
題で意見交換をさせていただきました。

確かに、キャリアサポートスタッフについて

は助かっていますよということで肯定的な意見

であったと考えております。

その中で幾つか気になるんですけれども、一

つは、その人材に応募する方が資格制限なしと

いうようなことが一つ。併せて賃金ですね、そ

うした人材ではないのかなと。賃金というのは、

1週間に29時間で、年収約200万円程度というこ
とでありました。それと雇用期間が1年という
問題。それと学校のニーズに合った人選ができ

る場合もあるし、なかなかできない場合もある

んだろうという話がありました。

それを総合すると、このキャリアサポートス

タッフをさらにレベルアップしていくためにど

ういう方法があるのかなと私自身考えたわけで

ございますが、そういう意味からして、このキ

ャリアサポートスタッフの能力をさらにアップ

するために、若者定着課として今後どのように

考えているのか、まずその点をお聞きしたいな

と思います。

【川端若者定着課長】キャリアサポートスタッ

フにつきましては、今、委員からお話がありま
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したとおりでございまして、身分としましては、

県の会計年度任用職員ということで週29時間
のパートタイマー、会計年度任用職員というこ

とになっております。

そして、資格不問という話もありましたけれ

ども、求人におきましても特に経験資格という

のは求めていないところでございます。

その中でキャリアサポートスタッフのレベル

アップということなんですけれども、まず、前

回の委員会でも、どういった方かということで、

会社員のご経験がある方ですとか、公務員のご

経験がある方ですとか、いらっしゃいますとい

うお話があったところでございます。

まず、皆さん、共通にキャリアサポートスタ

ッフというものが何の目的のために各校に配置

されているのかというところをしっかり共有し

て、県として県内就職の目標をどのように考え

ているのかというところを、まずはしっかり認

識していただかないといけないというところで、

学校の先生方はもちろん、いつも意見を交換さ

せていただいているのでご存じなんですけれど

も、キャリアサポートスタッフについても、年

に3回ほど研修会を設けさせていただいており
まして、ここ2年ほどはコロナの影響で十分集
まれてなかったんですけれども、去る5月に3年
ぶりに集まって、皆様、一堂に顔を合わせて、

各校でどういう課題を抱えているかとか、それ

に対してどういうふうな取組をしているかとか、

先生方との協力関係はどうかとか、そういった

情報交換をグループに分かれてやっていただく

というふうなことを行っております。

また、各学校におきましても、キャリアサポ

ートスタッフは、あくまで就職指導は学校の先

生が主となって行うものであって、キャリアサ

ポートスタッフはその補助的というふうな位置

づけでございますので、先生方にもしっかりと

キャリアサポートスタッフのご指導とかご支援

をしていただきたいというふうに考えておりま

す。

【中山委員】これは学校が選ぶにしても、その

人の限られた範囲で選ぶので、学校にうまいこ

と溶けていく人もおるし、学校となかなか合い

にくいという人もおるし、千差万別だと思うん

ですよね。何せ1年間の契約ですからね。そし
て、無資格ということで、資格制限が何もない

わけですね。

そういうことからすると、研修を年3回やっ
ているということですが、コロナでやらなかっ

たという話もありますけれども、その辺をよく

よく丁寧にやっていただいて、まずもって研修

内容を充実させて、キャリアサポートスタッフ

のレベルアップにまず努めてほしいということ

をまず申し上げておきたいと思います。

併せて、雇用労働政策課が、採用力向上支援

員、7名おりますね。これは企業を中心に活躍
していると思います。長崎市に4名、佐世保市
に3名ということでありますが、この辺の活動
実績についてご報告いただけますか。

【川口雇用労働政策課企画監】 令和3年度の実
績ですけれども、直接の訪問、それからリモー

トでの面談、合わせて5,800件程度の企業の支援
を行っております。

【中山委員】特にキャリアサポートスタッフが

手薄である長崎と佐世保を重点的にやるという、

その方向性はいいと思いますし、5,800件が多い
のか少ないのか、ちょっとまだ判断がつきませ

んけれども、ある程度活動しているということ

でありました。

そこで、私が言いたいのは、このキャリアサ

ポートスタッフは学校を中心に回る、そして採
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用力向上支援員は企業を中心に回るということ

でありますから、この辺の情報共有はある程度

やっていると思いますが、この2つのグループ
を対面で協議会を開いたり、会合したり、こう

いう形の情報交換は今までやっておるのかどう

か、お尋ねしたいと思います。

【川口雇用労働政策課企画監】採用力向上支援

員の方から申しますと、キャリアサポートスタ

ッフが全員そろった会議がありまして、その会

議に採用力向上支援員が参加させていただいて、

事業の状況等を説明させていただいたり、キャ

リアサポートスタッフの活動状況を聞かせてい

ただいたりしているところです。

それから、採用力向上支援員は県庁に4名、
それから県北振興局に3名配置しているわけで
すけれども、ここら辺の情報共有をするととも

に、キャリアサポートスタッフとも個々に連絡

を取り合って、私どもの立場から言いますと、

県内企業の求人の充足に努めているところでご

ざいます。

【中山委員】採用力向上支援員とキャリアサポ

ートスタッフと個々にやり取りしているという

ことでありましたけど、どの程度やっています

か。

【川口雇用労働政策課企画監】件数については

把握しておりませんけれども、個々に企業の方

から、例えば高校を訪問したりとか、求人の出

し方とか、そういったことの問い合わせがある

と、それぞれ、私どももキャリアサポートスタ

ッフの名簿をいただいておりますので、その地

域に合った高校の先生、それからキャリアサポ

ートスタッフと連絡を取り合って、場合によっ

ては高校訪問を勧めたりとか、そういったこと

をしております。

【中山委員】その辺が、今やっているというこ

とでありましたから、やっているんでしょう。

今後、具体的な数字を、例えば、今言ったよう

に7人おって、どの程度、どういうふうにやっ
ているのか、年間どの程度やっているのか、そ

の辺は今日は数字は出てこないでしょうから、

ぜひ実態把握をして後で報告してほしいなと思

います。

そこで、正式にキャリアサポートスタッフと

採用力向上支援員と年に最低1回ぐらい、対面
で協議して、お互い情報を交換し合うというこ

とをぜひやってほしいと思うんですけれども、

どうですか、その辺の考え方がありますか。

【川口雇用労働政策課企画監】先ほど申し上げ

ましたように、キャリアサポートスタッフの会

議に採用力向上支援員を参加させて、その場で

意見交換をしておりますので、その会議等含め

て意見交換を随時していきたいと思います。

それから、先ほど数字ということで、参考に

なるかどうかですけれども、昨年、私たちの採

用力向上支援員が企業を訪問しまして、今まで

高校を訪問していなかったけれども、新たに高

校の訪問をするようになったというのが34社
ありますので、具体的に企業の方に働きかけて

学校との結びつきとか求人に対しての活動を促

進してまいりたいと思っております。

【中山委員】課長に反論するわけじゃなかとば

ってんね、先ほど課長が言うたのはキャリアサ

ポートスタッフ・県内就職推進員連絡会議とい

うふうに思うんですよね。これに採用力向上支

援員はオブザーバー参加と聞いているんだけれ

ども、情報の共有であって、話を聞くことが主

体であって、同じような立場で発言をして、こ

こで議論をするという立場にありますか。

【川口雇用労働政策課企画監】 5月に開催され
ました会議では、私どもの活動状況を報告させ
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ていただいたということでございます。同じよ

うな立場で発言するというのは、まだそこまで

はいっておりませんので、そこは会議のやり方

等を若者定着課等と話をさせていただいて、よ

り深めてまいりたいと思っております。

【中山委員】両者をもっとレベルアップして協

力し合った方が、情報を交換した方が、若者の

県内定着にもっとつながっていくと考えますの

で、ぜひ両課で協議して、ひとつそういう方向

にもっていっていただくように要望しておきた

いと思います。

もう一つお聞きしたいんですけれども、令和

4年3月の新卒の大学生、高校生が合計5,000人
ぐらいおるけれども、この新卒者の県内就職の

企業数はわかりますか。

【川端若者定着課長】 すみません。今、手元に

数字がございませんのでお答えできません。

【中山委員】わからんということが問題点の一

つなんですよ。高校生、大学生の何千人の県内

就職者が何社に就職しておるということが把握

できてないということは、一つの大きな問題点

なんですよ。ここを一元管理をして、3,000人が
2,500社に、こういう状況で配置されてますとい
うことぐらい、概略わからんでは困ると思いま

すので、この情報の一元化について、これは次

長か部長から答えてください。

【宮地産業労働部次長】今、中山委員がおっし

ゃられましたように、現状を把握して次の施策

に向けていろいろ実行していくというのは非常

に大事なことだと思いますので、数字の把握も

含めて今後検討させていただきます。

【中山委員】ぜひ一元管理して情報をつかんで、

その中で若者を定着させるためにはどういう戦

略が必要なのか、どこが足らないのか、これを

きちんとやっていくことによって初めてある面

のスタートになると思うんですよ。ぜひ把握す

るようにひとつ努めていただきたいことを再度

申し上げておきたいと思います。

もう一つは、若者の県外流出に歯止めをかけ

るためには、良質な職場の確保と魅力ある、や

りがいのある職場をどう創出するかという立場

なんですよね。

そこで、私が考えていることが4つか5つあり
ますけれども、今日は答弁できないと思います

ので、後で資料を提供してほしいなと思います。

一つは、誘致企業による雇用計画は、令和7
年度が50件で累計2,500人となっています。直
近の誘致企業数。

2つ目に、ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット関連産業、
そして海洋エネルギー関連産業、そして航空機

関連産業、それぞれ令和7年まで7,000人、売上
げが1,210億円となっておりますけれども、現時
点でどういう状況になっているのか、この3点
を追加してお願いしたいと思います。

併せて、県内企業による採用力向上支援並び

に求職者支援、令和7年度までに累計で1,700人
やろうというふうに考えているようですけれど

も、現時点でどういう数字になっているのか。

最後に、事業継承ネットワークによる事業継

承計画の策定、平成30年度20件、令和7年度
1,250件というふうに掲げておるようでござい
ますけれども、現時点でどういう状況になって

いるのか。今言ったことにつきまして数字を含

めて、できればそれぞれの課題も含めて適当な

時期に資料を提供していただければ次の委員会

で詳しく質問したいと考えておりますので、委

員長、よろしく取り計らいをお願いいたします。

【山下委員長】ただいまの資料について、後日、

準備をしていただくようによろしくお願いいた

します。
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【山下委員長】 ほかに質問ございませんか。

【麻生委員】 3ページのアフターコロナに向け
た製造業の振興ということについて、ネクスト

ステージ投資をされたということで、まず194
件、投資をされたということで、約40億円近く
の投資ですけれども、これについての選考基準

とか企画書、そういったものがあって、どうい

うところをターゲットにしてやりますよという

のは検討されたと思うんですよ。そういったこ

とを積み上げて、次の10年間で300億円とか書
いてあるけどね。お題目をいっぱい上げるのは

簡単なんだけど、どういう計画を基に県として

は雇用を拡大していこうとしているのか、この

考え方についてお尋ねしたいと思います。

【末續企業振興課長】今、麻生委員からご質問

がございました成長産業ネクストステージ投資

促進補助金につきましては、これまで5回、募
集を行いまして、合わせて194件を採択いたし
ましたところでございます。このうち補助金額

が比較的少額なものにつきましては、一定の要

件を備えているものにつきまして、審査委員会

の審査を経た上で採択を決定しております。

大型の事業、これは補助金額が上限3億円も
しくは上限1億円で、基幹産業牽引タイプと県
内調達拡大タイプとなりますが、これにつきま

してはこれまで34件、採択をいたしております。
一番多いのが造船分野の15件でございまして、
あとは半導体やロボット、産業機械、航空機、

医療それぞれで採択をいたしております。

この県内調達拡大タイプと基幹産業牽引タイ

プにつきまして、いわゆる雇用計画と発注計画

を求めておりまして、これにつきましては事業

完了後の2年間で、まずは雇用が300人、正確に
言うと325人、新規雇用が出るという各社の事
業計画となっています。

また、県内調達につきましては、まず、発注

後の2年間を義務づけしておりまして、これに
つきましては2年間の累計で55億円の発注が出
てまいります。その後、同規模の発注を継続し

ていくというふうな要件を課しておりまして、

これは企業によりましては事業計画の長短はご

ざいますけれども、中身を精査した結果、今後

10年間で320億円程度の発注が出る計画となっ
ております。

当然ながら、この先10年というのは、なかな
か今の時点で確定できる話ではございませんの

で、まずはここ2年で短期的な県内発注が出て
まいります。そこをきちんと確認した上で、ま

ずは目の前5年間、しっかり発注が出るように、
これは産業振興財団の取引支援もそこに一緒に

入りまして、私どもも毎年、決算書でヒアリン

グをしっかりさせていただきまして、まずは目

の前5年間、しっかり調達を維持したいと思っ
ております。また、その後はその調達が続くよ

うに、事業計画の進捗の確認も含めながらやっ

ていきたいと考えております。

個別の具体的な事業計画につきましては、企

業の守秘情報が含まれておりまして、県として

は公表しておりませんけれども、例えば、先月

はＳＳＫ様自らがご発表されましたけれども、

第4ドックと言われる、今まで新造船に使って
いたドックを修繕用に改修して修繕ヤードを増

やして、全国の中でも修繕の力が非常に強いと

いう強みを生かした事業を立ち上げまして、今

現在でも商船や艦艇の修繕をやっておりますけ

れども、そこをさらに広げていく計画がござい

まして、これに対しましてはＳＳＫの協力企業

も含めまして非常に広い波及効果が出てくるも

のと我々も期待しております。

このような事業を積み上げて、この調達額の
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結果になっております。

【麻生委員】私は、皆さんの努力を細かく精査

するつもりはないんですけれども、長崎が持っ

ている強みをどう生かしていくかということだ

と思うんですね。大型構造物、熔接技術を生か

したものを含めた加工技術、こういったものを

産業振興財団を含めて、よそにないものをしっ

かり取ってくるという形でやっていかないと、

新しいものをやっていくというのは、なかなか

難しい状況があるかなと。軽小短薄と言われて

いる現状の中で、なかなか長崎が今まで取り組

んでこなかったことについてやれない状況があ

ろうかと。だけど、長崎の一応の理由があるわ

けですから、そういったものをどう生かしてい

くのかということは、現場の皆さんと連携しな

がらぜひやっていただきたいなと。

まず、雇用がないと、人口減少がどうなんだ

という、子育て支援もあるかもしれんけど、ま

ずはやっぱり働く場、雇用の仕事場をしっかり

つくるということが、要は人口増といいますか、

になると思います。長崎が今一番人口が減って

いるのは、やっぱり三菱重工さんとか大手の仕

事がないから、働き盛りの人が全部、今、出て

いるわけですよね。こういう人たちがしっかり

と取り組むようなお願いをしたいと思います。

2点目に、今、ソニーグループがやってきて
いるという話の中で、今、数百人規模の雇用が

あるんだという話があっているけど、さっき軽

小短薄という話をしましたけど、ここについて

も技術的なバックアップがない状況なんだけど、

垂直産業なので、なかなか外には出ないし、ブ

ラックボックスが多くて、やっぱりこの雇用の

広がりがないという形になっていると思うんで

すよ。ワーカーだけの状況なのかと。一連の事

業の中に入ると、いろいろな機材も設置される

からつながりが出てきますよと。一部、期間雇

用者でも何年かたつと本工といいますか、本職

になるという話も聞いているんですけれども、

今後、ソニーを含めたＩＣ産業、ＳＵＭＣＯも

そうでしょうけど、こういったところに対して、

県としては何か新しい事業だとか、なかなか入

り込めない状況はあるんですけれども、これに

対して、そういう企業が長崎でもやりたいとい

うところがあればバックアップするのかどうか、

そういったことについての考え方を教えてもら

えませんか。

【末續企業振興課長】今、麻生委員からお話が

ありましたとおり、例えば、ソニーがCMOSセ
ンサーの生産をしておりますけれども、半導体

の製造そのものというのは、なかなか県内企業

が参入できない分野でございますが、例えば、

製造に必要な消耗品とかそれだけでも、ソニー

様には私も何度も訪問させていただいて意見交

換もさせていただいているんですが、既に長崎

工場は3,000人を超える方が働いていらっしゃ
いますし、今現在、増設工事をやっております

が、これが完了した暁には、ソニーセミコンダ

クタグループの国内拠点で最大規模の拠点にな

る予定と伺っております。

それだけの大型拠点となりますと、先ほど申

し上げました消耗品であるとか、あと、自前で

生産ラインを少し改良していくような動きであ

るとか、そういった動きの中で、それなりの仕

事が出てくると思っておりまして、そこは県内

企業が取引に入っていける分野だと思っており

ます。

実際、同社が、これまで消耗品等の調達を海

外であるとか県外からやっておったんですけれ

ども、そういった取組を安定して調達できる県

内に切り替えられないかという話もありまして、
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実は昨年から県と産業振興財団と同社が一緒に

なりまして、県内企業を訪問して具体的な取引

につながったような事例も出てきております。

まずは、このような取組を継続しながら、さ

らに県内企業が参入可能な分野をしっかり確認

して、例えば、先ほど言いました生産ラインの

改良などに中核企業を含めた企業グループで入

り込めないのか。そういったことも同社ともお

話をしながら、また、財団とともに県内企業の

開拓もしながら、そういった分野に入れるよう

に、波及させるように頑張って取り組んでまい

りたいと考えております。

【麻生委員】この中で長崎半導体ネットワーク

をつくると書いているんだけど、じゃ、この半

導体ネットワークというのは何をするんですか。

【末續企業振興課長】半導体ネットワークにつ

きましては、今年の2月に産学官の18団体で設
立をいたしまして、去る5月に第1回のワーキン
ググループを開催したところでございます。

ここの中では、特に今、人材の育成と確保に

ついて集中的に議論しておりまして、特に人材

の育成につきましては、いかに企業と大学をつ

なげるかというところを重要な視点にしながら、

私どもとしては取り組んでいるところでござい

ます。

また、人材の確保に関しましては、当然、私

ども産業労働部内の雇用労働政策課や若者定着

課とも連携しながら、実際にワーキンググルー

プにも参画いただきまして、そこでしっかりと

した魅力の発信であるとか、人材の確保の具体

的方策なども今課題整理をしているところでご

ざいます。また、今月にも、もう一度、ワーキ

ンググループを開催して、できましたら7月、8
月頃に一度、全体の会議を開きまして課題整理

のご報告をして、しっかりそこを把握していく

ようなことを考えております。

まだ緒についたばかりでございますが、企業

様、大学からもいろいろ具体的なお話が出てき

ておりますので、そういったものを人材の確

保・育成につなげていければと思っております。

【麻生委員】最後に、香焼工場の関係は大島造

船が購入されたということでありますけれども、

いつから稼働を検討していただくのか。その課

題、今一番の障害になっているのは賃金の格差

ですね。大島さんが発注される金額が、三菱重

工さんが今までやっていた下請に対する金額と

相当開きがあるということで、地元で受け入れ

るかどうかという状況が話題になっていますけ

れども、今後、南部地域の造船業関係の雇用を

拡大していく。もちろん、今、大島造船さんも、

今バルクキャリアを含めて相当受注を取ってい

らっしゃるんでしょうけれども、今、材料が上

がって、なかなか採算ベースに乗ってないとい

う状況もあるかもしれませんけれども、今後の

状況を踏まえて、県として大手、重工さん関係

の中で、どう橋渡しをしながら雇用をつくって

いくのか。そして、そういう状況の中で今まで

の造船関係であった長崎としての状況の、香焼

を含めて、どう活用させて関わっていくのかと

いうことがありましたらお願いしたいと思いま

す。

今、7月以降、修繕ドックに洋上備蓄のタン
クが入ってきて点検するということについては、

地元の雇用があるから、それはありますよとい

う話をやっているけど、福岡造船も今仕事をあ

んまり持たなくなってきて、アイドルが出るん

じゃないかと言われている状況の中で、大島さ

んが一つどうなのかということが、地元の人は

大きな注目をされていますので、さっき話した

ような状況の中で、県はどのように関わり合い
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ながら地域の振興を、産業振興ということで取

り組んでいこうとされているのか、次長お願い

できますか。

【宮地産業労働部次長】今、麻生委員からお話

がございました長崎市を中心として造船プラン

トの協力企業の皆様のお仕事が非常に減ってお

られるというのは、私どもも直接お話を伺って

おります。

その中で、委員がおっしゃられましたように、

やはり私どもとしましても、香焼地区にご進出

される大島造船所様の稼働を少しでも早めてい

ただくように、これも大島造船所様に対して直

接私どもも申し上げているところでございます。

資材の高騰はあるものの、受注残については、

相当積み上がってきているというお話が大島造

船所様からもございまして、そういう仕事につ

いていち早く香焼地区を使って事業を展開して

いただきたいという話をしているところでござ

います。

あと、賃金のところでございますが、なかな

かそれは私ども行政としても、民間と民間のお

話ですので、申し上げることが難しいところで

はございますが、環境船なんかでバルクとは違

って艤装が少しいろいろ工夫が要るような船を

香焼地区でもご検討されるというお話も聞いて

おりますので、そういう環境船の中で付加価値

もとっていただいて賃金などに反映させていた

だければ、私どもとしましてもありがたいと思

っております。

あと、大島造船所様が香焼地区にご進出され

るに当たって、国の方にも事業計画を出されて

おりますが、その中には海洋産業の取組、とり

わけ浮体式のお話もございまして、私どもとし

ましても、なかなか国内市場の立ち上がりもあ

って、すぐというわけにはいきませんが、海洋

産業につきましても、今後の動向として非常に

注目しておりまして、そういう点につきまして

も長崎の方で市場が出てくるように、今後とも

取り組んでまいりたいと思っております。

【麻生委員】長崎にとって造船業というのは一

番やっぱり雇用の状況も含めてでありますけれ

ども、今までコスト的な状況で三菱重工さんが

撤退されて大変冷えているわけですけど、もと

もと持っているポテンシャルは高いと思ってい

るんですよ。だから、それをどう生かしていく

のか。先ほど言われたように国の補助金あたり

を含めて、海洋議連もありましたし、何とかそ

ういったものでしっかりと優遇税制みたいなも

のを取り組みながら産業を興していく。また、

早く明るい流れをつくっていただくということ

をぜひお願いしたいと思います。

地元は大変期待していると思いますし、そう

いった中でないと雇用が守れないし、地域のイ

ンフラとか産業だとか、職場移転とかあります

けれども、そういう人が、生業をやっていくこ

と自体が低下しているということが本当に実感

して見えるものですから、ぜひその辺のことは

お願いをしたいと思います。

【山下委員長】換気のため、しばらく休憩しま

す。

― 午後 ２時４０分 休憩 ―

― 午後 ２時４９分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

ほかに質問はありませんか。

【宮島委員】 私の方から1点だけ質問をさせて
いただきます。

佐世保重工業の新造船休止に伴う離職者対策

についてお尋ねをいたします。

昨年の2月に新造船を休止するという発表が
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なされまして、県北経済には大変大きな影響と

いうものが心配をされてきたところであります

し、併せて、希望退職を募るということで、そ

の後の再就職についても心配をしておったとこ

ろでありました。

県においては、すぐさま対応いただいて、佐

世保市あるいは関係機関と連携を取って、この

離職者対策について取り組んでいただいておる

ことには心から敬意を表したいというふうに思

います。

この5月まで希望退職に応じられた248名に
ついて、順次、退職をされてきたということで

ありますが、その現状、それと対応について改

めてお尋ねをしたいと思います。

【川口雇用労働政策課企画監】佐世保重工業の

事業再編に伴う対応ですけれども、県の方で関

係者を含めた会議を持ちまして、この間、意見

交換をしてまいったところでございます。具体

的には再就職支援、それから経営支援、それか

ら事業拡大支援という3つの分野で、それぞれ
意見交換をしてきたところでございます。

直近では、再就職された方の数とか、そうい

ったところまで情報を共有させていただいてお

りますけれども、大きな混乱はなく再就職が進

んできていると認識しているところでございま

す。

【宮島委員】既に大半の皆様方が再就職をなさ

れているということでよろしいでしょうか。

【川口雇用労働政策課企画監】 7月に最終の状
況を確認したいと思っておりますけれども、大

半は順調に進んでいるものと考えております。

【宮島委員】改めまして、この間の対応につい

て心から感謝を申し上げたいと思います。

それと、もう一つ、いわゆる下請等関連企業

の皆様方の離職の対応についても心配されてい

たんですけれども、この件についてはどのよう

に対応されてきたのか、お尋ねをいたします。

【川口雇用労働政策課企画監】関連企業の方も

離職とか、あるいは残念ながら事業を撤退され

たとか、そういったことがあるとお聞きしてお

りますけれども、なかなかその情報収集が一元

化できておりませんで、ここは通常の情報収集

に努めながら、その都度対応していきたいと思

っているところでございます。

【宮島委員】具体的に何名、離職されたかとい

うことについては、把握はなされていないとい

うことですね。

【末續企業振興課長】 少し前の1月末現在でご
ざいますけれども、いわゆる構内作業について

およそ3分の2が減っており、事業を取りやめら
れる事業者もいらっしゃるということで、そう

いった方々につきましては、通常のハローワー

ク等で再就職支援等を受けている状況と聞いて

おります。

今、商船関連の受注がかなり回復してきてお

りますので、私どもといたしましては、伊万里

にございます名村造船所での活用も含めて名村

造船所には再三ご要望を差し上げているところ

でございます。

【宮島委員】わかりました。そういう関連企業

の動向についてもしっかり把握いただきたいと

思いますし、また、支援もしていただきたいと

いうふうに思います。

お話もこれまでありましたとおりに、造船業

をはじめとする製造業に対する人材の、ある意

味、恒常的な不足が生じているような感じもし

ますし、そういう意味ではニーズも高いのかな

と。午前中の議論に戻りますけれども、そうい

う意味では人材の育成、あるいは若い皆さん方

がそうした県内への就職を促進していただける
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ような体制をしっかりとつくっていただきます

ことを重ねてお願いを申し上げておきたいと思

います。

それともう一つは、再就職の皆様方の支援と

同時に、今後、ＳＳＫをはじめとする県北の造

船業がどのようになっていくのかというのが非

常に心配でありまして、これにつきましては私

も予算総括質疑でも取り上げさせていただきま

した。先ほど企業振興課長からも具体的なご説

明をいただいたところであります。

今回、新造船から、いわゆる修繕に向けての、

ドックの転換に向けてネクストステージ促進事

業を利用した転換を行っていただいておる。多

額の補助金をつけていただいたことには改めて

感謝を申し上げたいと思います。

また、今後、そうしたものが関連企業への影

響にもあるというふうに認識をいたしておりま

す。

また、予算質疑の中でも、今後、これは予算

でもありましたグリーン対応型の企業成長促進

事業、ここにしっかりと結びつけながら県北の

造船業の振興を行っていきたいという知事から

の答弁もありましたけれども、もう少し詳しく、

そうしたものがどのように生かされていくのか

ということについてご説明をいただければなと

思います。

【末續企業振興課長】県北地域の造船業の中心

でありますＳＳＫ様につきましては、今、委員

からございましたとおり、周辺事業に少し特化

をする形で、今後、修繕を拡大しようとされて

おります。その際には地の利を生かしてと申し

ますか、商船をはじめ、自衛隊の艦艇であると

か、また、米軍の艦船であるとか、そういった

ところも地元の企業と協力をされながら、今か

ら進もうとされております。

一方で、先ほど来から環境対応船の導入の動

きというのが国内の造船の中で出始めておりま

して、それに対応できるようなサプライチェー

ンの構築が非常に重要になってまいります。佐

世保地域の企業におきましても、そういった環

境対応関連の事業に取り組んでいる企業もござ

いますので、私どもといたしましては、そうい

った企業の状況を一つ一つお伺いしながら、ぜ

ひこのグリーン対応型の施策をご活用いただい

て、そういった環境対応船など、今後、需要が

拡大する成長分野にしっかり入っていただきた

い。その後押しを引き続きしてまいりたいと考

えております。

【宮島委員】ありがとうございます。県北のそ

うした各企業というのは、ポテンシャルの非常

に高い企業が多いというふうに思いますので、

そうした能力がしっかりと生かされるように、

また、時代に合わせたそうした環境船づくりに

向けてマッチングできるように、県の方でも市

とも連携を取りながら進めていただければなと

強くご要望しておきたいと思います。

【山下委員長】 ほかにございませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。私から3点
お伺いさせていただきます。

まず、洋上風力発電についてでございます。

海域当たりの導入量が他国に比べて我が国は

少ないといったことを先日の一般質問でも触れ

させていただきました。平均で見ると日本は

400メガワットから300メガワット、一方で他国
は倍以上の1ギガワットクラスであるというと
ころでスケールメリットが違うというところで、

事業者から見ると日本の海域、価格が他国より

有利かなとは言われていたんですが、第1ラウ
ンド、蓋を開けてみると予想以上に低かったと

いったところもあって、事業者が日本ではない
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国を、日本のメリット、優位性が少し下がって

きているというようなところを感じております。

そういった背景があって、我が県も例えば壱

岐とか対馬を今検討されておりますけれども、

1海域の導入量、発電能力がすごくポイントに
なってくるのかなというように感じております。

非常に難しい取組ではありますけれども、今後、

海域当たりの導入量を増やしていくための県と

しての取組についてお考えをお尋ねします。

【黒島新産業創造課企画監】国の審議会等の関

係者ヒアリングにおきまして、発電事業者側か

ら1事業当たりの導入量拡大といった意見が示
されたことは承知しておるところでございます。

委員おっしゃいますように、欧州におきまし

ては、一つの事業の導入規模が、およそ原発1
基分である1ギガワットを越えるなど大型化を
しているところでございまして、やはりコスト

の削減というところからいきますと、導入量の

拡大といったことについて必要ということがヒ

アリングでもなされたところでございます。

また、国におきましては、そういった審議会

の関係者ヒアリングの状況でございますので、

正式に今後の取扱い等示されていない状況とい

うことで承知しております。

県としましては、これまで五島市沖でありま

すとか西海市の江島沖のいずれににつきまして

も、地元自治体の意向に沿った形で区域を国に

対して情報提供を行ってまいりました。

今後におきましても、国における検討状況を

注視しつつ、やはり漁業との共存共栄が必要不

可欠と考えておりますので、漁業者の皆様など

の先行利用者の方や地元自治体の意向を最大限

尊重し、検討してまいりたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。先ほ
どの平戸市さんの要望など、また、今までの県

の動きを見ると、やはり漁業者の皆さんとの調

整というのが非常に大事であるということは、

私も強く認識しているところでございます。

今後、陸からより離れたところでの洋上風力

発電の実現が期待されているところであります

けれども、浮体式がそうなってくれば増えてく

るのかなと思っております。浮体式となってく

れば、より造船業の技術が必要になってくると

思いますので、既に取組、また認識あると思い

ますので、浮体式での推進といったところも含

めて実施いただければと思います。

続きまして、カーボンニュートラルに関する

産業化ということで、こちらも一般質問で取り

上げさせていただきました。特に水素、アンモ

ニアということで未来の燃料と言われているも

のでございます。

土木部でカーボンニュートラルポートと、要

は港湾地区での水素、アンモニアの供給施設で

あるとか、また関連する施設を誘致、また設置

していくというところであり、また、港のＣＯ2

排出量を減らしていくという事業でございます。

答弁の中で検討会をやっていくというような非

常に前向きなご答弁をいただきました。ただ、

それに関して今回は産業化というところで県の

ご見解をいただければと思います。

【黒島新産業創造課企画監】先般の一般質問の

中で委員からカーボンニュートラルポート検討

会の開催についてということでご質問がござい

まして、土木部長から「カーボンニュートラル

ポートの設置について検討してまいりたい」と

いうご答弁をさせていただいているところでご

ざいます。

産業労働部といたしましても、環境対応船等

の造船の関係でありますとか、そこに関係する

企業が関連してくるところも想定しております
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ので、今後、土木部と連携しながら情報共有も

密に行いながら、そうしたところで検討してま

いりたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。私も
この質問をするに当たって、経済産業省の資源

エネルギー庁に問い合わせさせていただいて、

長崎に可能性があるのかというような素人のご

質問をさせてもらいました。

長崎は、造船業、そして今後、洋上風力発電

も伸びていく。また、ボイラーをはじめアンモ

ニアの混焼の技術であるとか、また、効率の低

い石炭火力発電所などもあったりするといった

ところで、決して長崎が全然可能性がないとい

うわけじゃなくて、ポイント、ポイントを見て

みると十分に親和性がありますというような前

向きな見解もいただきました。

ただ、実際にどうやって産業化していくとい

うことのすごく難しいところがございますので、

国も長崎に対していろんな情報共有も含めてや

っていきたいということもおっしゃっていただ

いていますので、ぜひとも土木部とも連携しな

がら産業化に向けてご尽力いただければと思い

ます。

最後の質問でございます。

近年、近年というか、安全保障の面で今世界

が非常に不安定な状況にございます。そういっ

た中で国でも防衛費の増額といった議論がなさ

れているところでございます。我が県において

は、長崎、また佐世保に防衛関連の産業が集積

しております。

そういったところで今の国の動向を見ながら、

今後、我が県の防衛関連産業の振興というか、

進めていくに当たっての県の考えをお尋ねいた

します。

【末續企業振興課長】今、中村委員からのご質

問にありましたとおり、現在、国におきまして

は、いわゆる骨太の方針におきまして、「防衛

力を5年以内に抜本的に強化する」との文言も
見られるところでございますが、いまだ予算額

等の全体像が見えない状況でございます。

一方で、防衛関連産業は利益率の低さなどか

ら、国内企業による市場撤退の報道が相次いで

いるなど今後も需要が拡大する産業であるのか

どうか、そこの見極めが非常に大事であると考

えております。

一方で、防衛関連で培われた高い技術や人材

というものは、いわゆる民間需要の獲得におい

ても十分に生かせるものでございます。実際に

県内で民間航空機分野に参入する企業におきま

して、そういった防衛の仕事も併せて獲得でき

ている例もございます。現在、本県にある防衛

産業の市場をしっかりと獲得しつつ、いわゆる

民需をやりながら防衛もやれるように、そうい

った企業の育成とか誘致とか、幅広く取り組ん

でまいりたいと考えております。

今後につきましても、今申し上げましたよう

に、造船プラント分野自体は今後も環境船等を

含めて成長分野でございますので、その中でい

わゆる官需、民需ともに獲得できるようなサプ

ライチェーンの維持、強化もしながら進めてま

いりたいと考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。基本
的に官需と民需が両輪ということはおっしゃる

とおりでありまして、防衛費自体が、防衛産業

自体も伸びるというか、減ってきていたという

のが実情であります。しかしながら、昨今の状

況を見ると、少し変化もあるのかなといったと

ころで考えられますので、そこは国の動向を見

ながら、県内企業に対しても情報を出していた

だきたい、そういった姿勢で臨んでいただけれ
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ばと思います。

【山下委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】ほかに質問がないようでござい

ますので、産業労働部関係の審査結果について

整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時 ８分 休憩 ―

― 午後 ３時 ８分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、産業労働部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10
時から委員会を再開し、水産部関係の審査を行

います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時 ９分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和４年６月２１日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時１７分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山下 博史 君

副委員長(副会長) 坂口 慎一 君

委 員 八江 利春 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 山本 由夫 君

〃 麻生  隆 君

〃 宮島 大典 君

〃 中村 泰輔 君

〃 清川 久義 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

水 産 部 長 川口 和宏 君

水 産 部 次 長 小田口裕之 君

水 産 部 次 長 吉田  誠 君

水産 部参事 監
（政策調整担当）

松田 竜太 君

水産 部参事 監
（漁港漁場計画・
漁場環境担当）

高原 裕一 君

漁 政 課 長 佐古 竜二 君

漁業 振興課 長 古原 和明 君

漁業振興課企画監
（資源管理推進担当）

松本 昌士 君

漁業 取締室 長 尾田 一将 君

水産 経営課 長 齋藤周二朗 君

水産加工流通課長 渡邉 孝裕 君

水産加工流通課企画監
（国内外流通対策担当）

桑原 浩一 君

漁港 漁場課 長 松本 伸彦 君

漁港漁場課企画監
（漁場・環境担当）

太田  聡 君

総合水産試験場長 中村 勝行 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山下委員長】 おはようございます。

委員会及び分科会を再開いたします。

これより、水産部関係の審査を行います。

【山下分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

水産部長より、予算議案及び報告議案の説明

を求めます。

【川口水産部長】 おはようございます。

水産部関係の議案等についてご説明いたしま

す。

「予算決算委員会農水経済分科会関係議案説

明資料」及び「予算決算委員会農水経済分科会

関係議案説明資料（追加1）」をお開きくださ
い。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第69号議案「令和4年度長崎県一般会計補正予
算（第3号）」のうち関係部分、第85号議案「令
和4年度長崎県一般会計補正予算（第5号）」の
うち関係部分、報告第4号知事専決事項報告「令
和3年度長崎県一般会計補正予算（第23号）」
のうち関係部分、報告第9号知事専決事項報告
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「令和3年度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計
補正予算（第2号）」、報告第13号知事専決事
項報告「令和3年度長崎県長崎魚市場特別会計
補正予算（第1号）」であります。
はじめに、第69号議案「令和4年度長崎県一

般会計補正予算（第3号）」のうち関係部分に
ついてご説明いたします。

令和4年度当初予算は、知事選挙と予算編成
時期の関係により骨格予算であったため、今回

の補正予算において、政策的新規事業など必要

な事業に要する経費などについて予算を計上い

たしております。

歳入予算は43億5,813万8,000円の増、歳出予
算は合計74億5,718万6,000円の増となってお
ります。

補正予算の主な内容についてご説明いたしま

す。

漁業振興対策融資費について。

水産業振興資金を融資する信漁連等への貸付

原資の一部預託のための経費として、漁業振興

対策融資費8億3,000万円の増を計上いたして
おります。

長崎の特性に応じた養殖モデル実証事業費に

ついて。

養殖業等の安定生産・輸出を見据えた生産量

増大、環境に配慮した養殖の実践、養殖経営の

安定化を図るため、養殖の沖合進出及びＡＩ・

ＩｏＴ機器導入等の先進的な養殖生産体制構築

を支援するための経費として、長崎の特性に応

じた養殖モデル実証事業費5,883万4,000円の
増を計上いたしております。

ながさき型マーケット・イン養殖産地育成事

業費について。

国内外の出荷先が求める利用形態、質、量な

どの情報を能動的に把握し、経営体が連携して

需要に応じた計画的な生産を行うための取組を

支援するための経費として、ながさき型マーケ

ット・イン養殖産地育成事業費3,267万9,000円
の増を計上いたしております。

長崎水産物海外販路開拓事業費について。

海外での本県水産物のＰＲや新たな輸送ルー

ト、新規販路の開拓を推進するための経費とし

て、長崎産水産物海外販路開拓事業費4,069万円
の増を計上いたしております。

水産基盤整備について。

1、公共事業。
漁港・漁場・漁村・海岸整備については、水

産改革に即した水産業の成長産業化に向け、水

産業の競争力強化と輸出促進に向けた生産・流

通機能強化対策、水産資源の維持・回復、大規

模自然災害に備えた漁業地域の強靭化対策、持

続的な漁業生産力の確保を推進するための経費

として、漁場水産基盤整備費で水産環境整備費

等26億4,820万6,000円の増、県営漁港水産基盤
整備費で、水産生産基盤整備費等31億7,474万
4,000円の増、市町村営漁港水産基盤整備費で、
農山漁村地域整備交付金事業費9,892万9,000
円の増をそれぞれ計上いたしております。

2、単独事業。
県単独事業については、維持補修事業により

漁港及び海岸の整備を図るための経費として、

県営漁港水産基盤整備費で漁港海岸自然災害防

止事業費等2億1,878万4,000円の増を計上いた
しております。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料（追加1）の1ページをご覧ください。
次に、第85号議案「令和4年度長崎県一般会

計補正予算（第5号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

今回の補正予算は、国において決定された「コ
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ロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急

対策」等に適切に対処するため、必要な予算を

追加しようとするものであります。

歳出予算は、合計2億600万円の増となってお
ります。

補正予算の内容についてご説明いたします。

出漁負担軽減対策事業費について。

燃油価格の高騰による影響を緩和するため、

燃油使用量削減に資する船底清掃を行うための

取組を支援する経費として、出漁負担軽減対策

事業費1億8,600万円の増を計上いたしており
ます。

漁協経費負担軽減対策事業費について。

節電効果等によるランニングコストの低減に

資するため、漁協の共同利用施設に整備された

機器等の交換を支援するための経費として、漁

協経費負担軽減対策事業費2,000万円の増を計
上いたしております。

大変お手数ですが、再度、「予算決算委員会

農水経済分科会関係議案説明資料」の4ページ
をご覧ください。

次に、先の3月定例県議会の予算決算委員会
において、専決処分により措置することについ

てあらかじめご了承をいただき、3月31日付を
もって専決処分をさせていただきました事項の

報告であります。

まず、報告第4号知事専決事項報告「令和3年
度長崎県一般会計補正予算（第23号）」のうち
関係部分についてご説明いたします。

歳入予算は合計2億1,583万6,000円の減、歳
出予算は合計10億3,904万8,000円の減となっ
ております。

歳出予算の主なものは、3年災害復旧費（公
共事業）の精算等に伴う減や、離島漁業再生支

援事業の精算等に伴う減などによるものであり

ます。

5ページをお開きください。
次に、報告第9号知事専決事項報告「令和3年
度長崎県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算

（第2号）」についてご説明いたします。
これは、貸付金の減額等に伴い、歳入・歳出

それぞれ3,623万8,000円を減額いたしており
ます。

次に、報告第13号知事専決事項報告「令和3
年度長崎県長崎魚市場特別会計補正予算（第1
号）」についてご説明いたします。

これは、管理運営に係る事業費の確定等に伴

い、歳入・歳出それぞれ1,725万2,000円を減額
いたしております。

次に、「令和3年度長崎県一般会計歳出予算
繰越明許費繰越計算書報告」の関係部分につい

てご説明いたします。

繰越額については記載のとおりであります。

繰越の主な理由は、国の経済対策及び令和3
年9月の台風による災害復旧工事に対処するた
め、先の11月定例県議会において予算計上した
事業や、施工計画・設計及び工法変更による工

事の遅延で年度内に完成が困難となった工事に

ついて、適正な事業実施期間を確保するための

ものであります。

次に、「令和3年度長崎県一般会計歳出予算
事故繰越繰越し計算書報告」のうち関係部分に

ついてご説明いたします。

繰越額につきましては記載のとおりでありま

す。

繰越の主な理由は、新型コロナウイルス感染

症拡大等による国内外での製造部品の供給不足

や、県外関係者との調整に不足の日数を要した

ことにより年度内に完成が困難となった工事に

ついて、適正な事業実施期間を確保するための
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ものであります。

以上をもちまして、水産部関係の議案等の説

明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【山下分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【渡邉水産加工流通課長】お手元に配付してお

ります資料1、令和4年6月定例県議会予算決算
委員会農水経済分科会補足説明資料の1ページ
をご覧ください。

私からは、6月補正予算に計上しております
令和4年度新規予算3つの補足説明をさせてい
ただきます。

まず、長崎産水産物海外販路開拓事業費につ

いて説明させていただきます。

この事業では、中国全土を対象とする輸出増

強対策及び多様な国・地域への新規輸出活動へ

の支援として4,069万円を計上しております。
現状につきましては、これまで順調に輸出を

伸ばしていた中国向けブランド「長崎鮮魚」が、

近年、他県の大規模進出により競合が激化し、

さらに、コロナ禍によって大幅に輸出が減少し

ており、また、国内での水産物需要が減少する

と予想される一方で、世界では今後の増加が見

込まれる状況にあります。

そこで、今回の補正予算におきましては、図

の右の「事業内容」にあるように、海外での本

県水産物のＰＲや、新たな輸出ルート、新規販

路の開拓を推進することとしており、具体的に

は、中国市場広域開拓のための販促ＰＲ、試験

輸送や商談会出展等への支援、及び多様な国・

地域への新規輸出促進に向けた海外向け情報発

信・販促ツール等の制作に取り組むものでござ

います。

長崎産水産物海外販路開拓事業費につきまし

ては、以上でございます。

次に、ながさき型マーケット・イン養殖産地

育成事業費について補足説明させていただきま

す。お手元の配付資料、2ページをご覧くださ
い。

この事業では、国内外の出荷先が求める養殖

魚の利用形態、質、量などの情報を能動的に把

握し、経営体が連携して需要に応じた計画的な

生産を行う取組への支援として、3,267万9,000
円を計上しております。

本県養殖業の現状としましては、小規模養殖

業者が多くマーケットへの対応が難しい、また、

赤潮、魚病、台風等の自然災害で養殖生産が不

安定となりやすいなどの特徴があります。

それらへ対応するため、マーケット・イン型

の生産への転換、自然災害リスクに強い安定生

産・安定供給体制構築、漁業制度と整合した漁

場利用の最適化などが必要と考えているところ

でございます。

そこで、今回の補正予算につきましては、図

の右の「事業内容」にありますように、需要掘

り起しのための調査、分析を委託するとともに、

市場ニーズに対応するための機器等の導入に対

し支援を行うものでございます。

ながさき型マーケット・イン養殖産地育成事

業費についての補足説明は以上でございます。

最後に、長崎の特性に応じた養殖モデル実証

事業費について補足説明させていただきます。

お手元に配付しております資料の3ページをご
覧ください。

この事業では、養殖魚等の安定生産・輸出を

見据えた生産量増大、環境に配慮した養殖の実

践、養殖経営の安定化を図るため、養殖の沖合

進出及びＡＩ・ＩｏＴ機器導入等の先進的な養

殖生産体制構築を支援する経費として、5,883
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万4,000円を計上しております。
現状につきましては、先ほど説明しましたな

がさき型マーケット・イン養殖産地育成事業と

基本的なところは同じでございますが、これか

らの養殖業をさらに成長させるためには、世界

的なニーズに基づく生産量の増大、環境への配

慮、餌飼料や資材の価格変動への対応などが求

められており、今後、先進的な大規模養殖施設

や自動給餌機などの導入・普及、コスト削減や

効率化、県内における実証への取組が必要と考

えているところでございます。

そこで、今回の補正予算につきましては、図

の右、「事業内容」にありますように、産学官

の取組と連携して、先進的な取組について実証

を行い、養殖業のＤＸ化を図ることとしており、

具体的には大規模・高耐久性いかだの導入や、

ＩｏT自動給餌器などの先進的な機器導入への
支援を行うこととしております。

長崎の特性に応じた養殖モデル実証事業につ

いては、以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【松本漁港漁場課長】漁港漁場課所管の繰越に

ついて、補足してご説明します。引き続き、細

説明資料の4ページをご覧ください。
こちらは、令和4年6月定例県議会、繰越計算

書報告の4ページに掲載されております農林水
産業の関係部分及び6ページに掲載されており
ます災害復旧費の関係部分を理由別に整理した

ものであり、さきの3月定例会においてご承認
いただいたものを、今年度末の精算に伴い時点

修正したものであります。

令和3年度予算の繰越明許費は、全体で103件、
111億5,401万4,000円でございます。3月定例会
時点と比べますと、件数において2件の減、額

において約11億円の減となっております。
次に、本日ご承認いただきたい案件としまし

て事故繰越しがございます。繰越計算書報告の

8ページに掲載されております農林水産業費の
関係部分でございます。補足説明資料では16ペ
ージをご覧ください。

令和2年度補正予算のうち、長崎漁港の水産
流通基盤整備費において、9,720万円を事故繰越
するものです。令和3年2月の経済対策補正予算
において約16億円の内示をいただき、製氷施設
の設計から建設までを予定しておりましたが、

コロナ禍により施設設計に精通した県外の技術

者が来県できず、設計が遅延しました。このこ

とにより、その後の工事発注も遅れ、令和4年3
月までに工事が完成しなかったものです。

説明は以上でございます。ご審議よろしくお

願いします。

【齋藤水産経営課長】水産経営課所管の繰越に

ついて、補足してご説明をいたします。引き続

き、同資料の18ページをご覧ください。
こちらは、令和4年6月定例県議会繰越計算書
報告の8ページに掲載されております農林水産
業費の関係部分でございます。

令和2年度補正予算のうち、漁業経営継続支
援事業費において、3,134万8,000円を事故繰越
するものです。

本事業は、国の令和2年度第2次及び第3次補
正予算により創設された経営継続補助金を活用

する漁業者に対し、県が上乗せ補助を実施して

いるもので、新型コロナウイルス感染症の影響

を克服するため、魚種・漁法の転換、操業の省

力化・少人化などの取組として、自動釣り機、

高性能無線機、レーダー等の購入を支援するも

のでございます。

今回の繰越理由は、コロナによる東南アジア
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圏のロックダウンで半導体部品の供給が滞った

ことや、国内の半導体製造工場の火災により漁

業関連機器の製造が停滞したことで、漁業者へ

の納品に大幅な遅延が生じ、令和3年度内の事
業完了が不可能となったもので、やむを得ず事

故繰越をするものでございます。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますようお願いいたします。

引き続きまして、6月補正予算に追加で計上
しております令和4年度補正予算2件について、
補足説明をさせていただきます。

お手元にお配りしております追加資料1、「令
和4年6月定例県議会予算決算委員会農水経済
分科会補足説明資料」の1ページをご覧くださ
い。

まず、出漁負担軽減対策事業費についてでご

ざいます。この事業は、漁船の船底を清掃する

ことにより、漁場の往復に使用する燃油の量を

削減し、かかる経費の負担を軽減するための支

援として1億8,600万円を計上しております。
現在、コロナ禍による漁業所得への影響に加

え、燃油価格の高騰により漁業経費が増加し、

出漁しても赤字となるため出漁を控えている漁

業者もおられます。今回の事業を活用し船底清

掃をすることにより燃油使用量の削減が図られ

ることから、出漁意欲を向上させ、頑張る漁業

者の支援につながるものでございます。

出漁負担軽減対策事業費についての補足説明

は以上でございます。

次に、漁協経費負担軽減対策事業費について

補足説明をさせていただきます。資料の2ペー
ジをご覧ください。

この事業は、漁協が所有している冷蔵・冷凍

庫や製氷機など、長期間使用して機能低下が著

しい施設や機器を更新し漁協の経費負担を軽減

するための経費として、2,000万円を計上してお
ります。

燃油価格が高騰している中、老朽化した施設

や機器は、電気使用量や修繕費がかさみ、漁協

における経費の負担増となっているところでご

ざいます。今回、古くなった機器などを新機種

へ更新することで、節電効果等によるランニン

グコストの低減により、かかる経費の負担が軽

減されるとともに、機能向上による漁獲物の付

加価値向上にもつながるものでございます。

補足説明は以上でございます。よろしくご審

議賜りますようお願いいたします。

【山下分科会長】 次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業の計上状況）」について、

説明を求めます。

【佐古漁政課長】それでは、お手元にお配りを

しております農水経済委員会提出資料、下のほ

うに「政策的新規事業の計上状況」と記載の資

料をご覧ください。

水産部関係の令和4年度の政策的新規事業と
して整理をしておりますのは、1ページに記載
をしております、長崎の特性に応じた養殖モデ

ル実証事業費など3件となっております。
中身につきましては、先ほど、水産加工流通

課長から補足説明を申し上げたとおりでござい

ますので、説明は割愛いたします。

以上でございます。

【山下分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより、予算議案及び報告議案に対する

質疑を行います。

質疑はありませんか。

【山本委員】 おはようございます。1点、お伺
いをします。ながさき型マーケット・イン養殖

産地育成事業、それから長崎の特性に応じた養
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殖モデル実証事業についてです。

まず、ながさき型マーケット・イン養殖産地

育成事業ですが、県内には19産地があるという
ふうにお聞きをしているんですけれども、今回

の事業においては、どの産地といいますか、海

域といいますか、そこでどういう魚種を想定さ

れているのか、ご説明をお願いします。

【渡邉水産加工流通課長】ながさき型マーケッ

ト・イン養殖産地育成事業につきましては、委

員ご指摘のとおり、今現在、19か所の産地計画
を策定した養殖産地がございます。その中で、

希望がある地区、様々な機器を導入したいとい

うところに様々な機器を導入すると。赤潮の観

測機器、松浦や島原でいえば藻類の加工の機器、

カキ等を入れるところであれば急速冷凍の機器、

また、赤潮の観測機器等、自動観測ブイとかを

入れると、マグロについては魚を計数できるよ

うな機械を入れたいと、そういう希望がござい

まして、それについて中身を精査しまして、今

後、養殖産地の計画も含めて、中身を精査しま

して対応していきたいと考えております。

【山本委員】わかりました。まだ特定していな

いということですね。

それから、先週末、日本経済新聞に、漁業の

柱が養殖にシフトをしているという感じの特集

記事が出ていまして、その中で本県についても、

今回の補正予算案も含めて少し触れてあったん

です。本県の漁業産出額に占める養殖業の割合

が2020年で36.8％で全国平均とほぼ同じと、九
州では宮崎県に次いで下から2番目だと、ただ、
ここ5年間の伸び率は全国でも12位だったと、
そういうふうな記事だったんです。

県では、2017年に378億円の海面養殖産出額
を2025年に400億円に上げるという目標を掲げ
ておられるんですけれども、今後の事業につい

ては、こういった今挙げられている2つの事業
を核としたような形で取り組まれていくのか。

そして、今回対象とならないような小さい産

地であるとか、魚種であるとか、そういったも

のについて今後どういうふうに支援をしていく

のかについてお尋ねします。

【渡邉水産加工流通課長】養殖については、今

回2件上げさせていただいております。この2件
の事業にはそれぞれ特徴がございまして、マー

ケット・イン型については、先ほどご説明させ

ていただきましたように小規模の事業者が多い

ので、なかなかマーケットに対応できない。そ

のためには、皆さんが集まらないと、そういう

ニーズに対応できないということで産地を形成

しようと。

だから、小規模の漁業者が直接ではなくて、

皆さんで集まって対応していくような体制をつ

くってマーケットに対応していけば、当然生産

量も上がっていくだろうというところを狙って

いくのが、このマーケット・イン養殖産地育成

事業でございます。

次の長崎の特性に応じた養殖モデル実証事業

につきましては若干視点が違いまして、これか

らの養殖業をもっと成長させないといけないと

考えた時に、やっぱり海外への輸出を見据えて

大量に養殖魚を生産しないといけないと。当然

海外はニーズが多くなっておりますので、それ

に対応するためにはたくさんの養殖魚を生産し

ないといけない。先ほど言ったような小規模の

養殖業者だけでは、小さい規模ではなかなかで

きないので、効率的に養殖をするためには大き

ないかだを入れないといけないと。大きないか

だを入れるためには、沿岸域だけでは無理なの

で、若干沖に出して水深が深いところなどを目

指して、波浪などに耐性が強いいかだ、そうい
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う大きないかだを入れて大量に生産することを

目指そうと。

長崎県では、ブリや、そういう魚種で、まだ

まだそういうところまでいっておりませんので、

他県では何件かありますが、そういうことを長

崎県の中でモデルとして示して、これを普及し

広げていきたい。そうすれば、養殖業はもっと

増えるのではないか、そういうことを目指して

やっていこうというのが、長崎の特性に応じた

養殖モデル実証事業でございます。

【山本委員】わかりました。方向性は理解しま

した。

県でも養殖産業の成長産業化というのは掲げ

ておられまして、どうしても海面漁業自体が減

少していく中で、養殖の比率を上げていく。既

にある程度、全国でも生産高が多い魚種もあれ

ば、これからという魚種もあるんだろうと。

今言われたような小さい産地で共同でという

形のものと、それから新しい魚種、どうしても

魚が捕れなくなっている中で、いろんな可能性

を探っていただいていると思いますので、そう

いう小さい産地も含めて、それから新しい品種

も含めて、引き続きご支援のほどをよろしくお

願いをいたします。

もう1点が、出漁負担軽減対策事業費、追加1
の方です。燃料高騰対策としては、1月の補正
で漁業経営セーフティネット活用促進事業、こ

ちらの方を支援していくことをされた。あの事

業は、令和4年分の積立金の一部を補助すると
いう形で支援をいただいているんですけれども、

まず、1月補正でやった分の成果と、今回、そ
ういう形での支援じゃなくて船底清掃という形

での補助にされた経緯をご説明いただきたいん

ですが。

【佐古漁政課長】 1月の補正で計上いたしまし

たセーフティネットの活用促進、予算額で1.8
億円でございました。

私どもとしましては、燃油高騰のリスクに備

えていくためには、国と漁業者が積立てを行っ

てリスクに備えていくというこの制度が、やは

り基本になるものというふうに考えまして、1
月の補正では、漁業者が積立てる部分の3分の1
を県が支援するという事業にしたものでござい

ます。

その事業の今の状況ですが、私どもの認識と

しては、しっかり活用いただいたと思っており

ます。数字でご紹介を申し上げますと、令和4
年度の新規の加入者は259名、これは前年の令
和3年度、県の支援が入っていない時点で新規
加入者は68名でございましたので、県の支援の
効果として新規加入者が3.8倍になったと。
それからもう一つは、セーフティネットに加

入する際に、キロリットル当たり1,000円から
8,500円までの7つの区分を漁業者の方が任意
に選択できますが、漁業者の方が任意に選択し

た単価の平均が、令和3年度はキロリットル当
たり1,687円でございましたけど、令和4年度に
つきましては7,559円、4.5倍の伸びとなってお
りますので、加入いただいた漁業者は、これは

継続の方も含めてですけれども、手厚い備えを

していただいたというふうに考えております。

今回の追加補正につきましては、先ほど申し

上げましたとおり、私どもとしては、やはりセ

ーフティネット事業が基本だというふうに考え

ておりますし、加入の時期が年1回、現状では3
月に限られているということもございます。そ

うは言っても、まだ燃油の高止まりが続いてい

る状況で、国の方でも追加の交付金が措置され

たこともございまして、水産部として何かでき

ないかと部内で検討して、燃油の使用量の削減
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につながる船底清掃の部分を支援すると。

その結果として、セーフティネットで漁業者

の方がしっかり積立てた積立金の取崩しを減ら

すという効果もございますので、今回につきま

しては、そういった事業として整理をしたもの

でございます。

【山本委員】ありがとうございました。大変よ

くわかりました。

今回の事業、船底清掃をすることで燃費が良

くなり、多分環境にもいいんだろうと思うんで

すけれども、どれぐらいの負担額の減少になる

のか、効果というんですか、そういったものの

試算みたいなものはあるんですか。

【齋藤水産経営課長】船底であるとかプロペラ、

そのあたりを清掃していただきますと、国の水

産工学研究所というところが数値を出しており

まして、省エネの効果が大体、船の船速とか船

の大きさにもよるんですけれども、7％から
22％の削減につながると発表があっていると
ころでございます。

【山本委員】 ありがとうございました。

船底清掃というのが、時間がかかるとか、そ

ういうのがよくわからないんですけれども、

6,000隻ということですから、ほとんどの船が対
象になるんだろうと思いますので、大体、漁協

の施設とかでやられるケースが多いんだろうと

思いますので、スムーズな清掃というか、作業

と。

それから、お金の流れが、漁協から漁業者に

いって、最終的にまた漁協に戻るような感じに

見えましたので、そういったやり取りがスムー

ズにいくように、よろしくお願いをいたします。

【深堀委員】今の質疑の部分でちょっと気にな

っていたんですけれども、一隻当たりの上限3
万円となっていますよね。ここの補助の仕組み

は、どういうふうになっているんですか。

【齋藤水産経営課長】 まず、上限の3万円とい
うところですけれども、これは漁協の方に少し

聞き取りをさせていただいて、大体5トンクラ
スの船舶は、自分のところの漁協の施設で上架

して船底清掃をした際に、例えば水を使ったり

とか高圧機を使ったりしますので、そのあたり

のもろもろの費用を含めて大体3万円程度かか
るということでございましたので、そういった

ことで3万円は設定したものでございます。今
回のこの3万円は、そういった上架にかかる費
用についての支援をしていくというような考え

でいるところでございます。

【深堀委員】もう少し詳しく、細かく教えてほ

しいんですけど、各漁業者の皆さんが各漁協に

申し込みをして、実際に漁協にお支払いをして、

その上で補助金を受けるというようなスキーム

なんですか。どこでも船底の清掃ができる環境

にあるのかどうかです。

【齋藤水産経営課長】仕組みとしては、漁協に

漁業者の方が施設を使用すると申し込み、予約

をされて、船を揚げて船舶の清掃をしたりとか、

終了後に塗装したりとか、そういったことで施

設の占有が、船の大きさにもよりますけれども、

恐らく2日ないし3日はかかるんじゃないかと
思っております。それを予約で順々にやってい

くという形になるかと思います。

また、漁協に施設がないところは、民間の造

船所とかに揚げての清掃になるのではないかと

思っております。

費用につきましては、恐らく漁協の貯金なり

からの引き落としになるのではないかと思うん

ですけれども、そういった対応で通常はされて

いますので、漁協が今回は申請を取りまとめて

県の方に出していただきますので、県としては
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漁協の方に一旦お金を入れて、そこから漁業者

に直接お金が入っていくというような格好で、

恐らく精算払いになるのではないかと思います

けれども、そういう形で最終的には漁業者の手

元に、上限3万円になりますが、かかった費用
が戻っていく形になるかと思っております。

【深堀委員】漁協じゃなくて民間の船会社に出

すケースがあるとおっしゃいました。そうなれ

ば漁協を経由しないこともありますよね。そう

いった場合はどうなりますか。

【齋藤水産経営課長】想定としては、一旦漁協

に窓口になっていただいて、漁業者は恐らく造

船所からの請求書なり、支払いの関係が出てく

ると思いますので、そのあたりの証票書類で対

応いただければと考えております。

【深堀委員】細かい話を聞いて申し訳なかった

んですが、スムーズな支援のあり方を確認した

かったのでお尋ねしました。

もう一つ、これも先ほどの質問と少しかぶる

んですが、養殖モデル実証事業費の件について

お尋ねをしたいと思います。

まず確認したいのは、産学官の取組と連動し

てということですけれども、この実証事業は、

いつからいつまでを想定しているんでしょうか。

【渡邉水産加工流通課長】この事業につきまし

ては、基本的に3年間を目指してやっていこう
と考えております。ただ、1年ごとに養殖魚を
変えるなり、施設の規模を変えるなり、そうい

うことを検討しながらやっていきたいと。私た

ちだけではそういう検討はなかなか難しいので、

当然大学、企業等のご意見を聞きながら進めて

いきたいと。まさに今、長崎大学と一緒に「な

がさきＢＬＵＥエコノミー」ということでやっ

ておりますので、その中でもいろいろ検証しな

がら、考えて進めていきたいというふうに考え

ております。

【深堀委員】 「ながさきＢＬＵＥエコノミー」

ですね。海域とか施設の数というのは、今のと

ころ想定はあるんですか。

【渡邉水産加工流通課長】 海域等については、

当然これから探していくことになります。養殖

が盛んな場所を選んでいきます。ただ、沿岸域

というわけにもいきませんので、若干外に出て

くるような漁業権がある場所を選んでやってい

きたいと考えております。

規模については、実を言うと大型、この絵に

ありますような円形の20メートルで深さ30メ
ートルいかだは、1台がかなりの額になります。
それぞれの性能、耐久性とか、いろんなものが

かかってくるんでしょうけれども、1台5,000万
円、4,000万円ぐらいかかるんじゃないかと言わ
れておりますので、それをその地区で1台でも
とにかく入れて、モデル的に進めていきたいと

いうことでございます。

ちなみに、この絵にありますように10メート
ル、深さ10メートルのいかだでブリであれば
5,000尾入るんですが、30メートルの深さ20メ
ートルいかだであれば、この中に5万尾は入る
ということで、10台分が1台で収まるというこ
とになりますので、そういう経済的なものも含

めて検証していきたいと考えております。

【深堀委員】先の話をして恐縮ですが、この実

証事業をやって、3年経過をして、一定の成果
といいますか、これはいいぞというような結果

が出た後に、どういうふうにこれを展開してい

くのかというビジョンを持っているのかが気に

なったんですけど、その点はいかがですか。

【渡邉水産加工流通課長】このモデル事業を実

施しまして、養殖で施設にかかる経費等、いろ

んなものを含めてデータをいただいて、私たち
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も様々な調査を絡めながらデータを取っていき

たいと。

そのデータについては県が持って、データが

いいものであれば各地に普及していきたいと。

様々な地区で、大型いけすを入れるのに、わか

らないから若干躊躇するような場所に対して、

普及活動を行って広めていきたいと。そうする

と、こういう大きないかだが入ることによって、

もっと長崎県の生産量は上がっていくのではな

いかと、そういうことを目指してやっていきた

いと考えております。

【深堀委員】非常に夢のある話なので、ぜひい

い結果が出るようにお願いしたいと思います。

もう一つだけ。前回の委員会でもちょっと聞

いたんですけれども、今回の養殖モデル実証事

業自体は、沖合というスキームで考えてありま

すよね。前回の委員会でも、陸上養殖のことを

ちょっとお尋ねをした経過があるんです。

先般、五島で陸上養殖、ＫＤＤＩと五島ヤマ

フでＩＣＴを活用した、今回の実証事業でもあ

るような自動給餌機とかを導入し、遠隔管理を

するというような報道がありました。これに関

して、県の関わりは何かあるのか。

今回の事業は、沖合での養殖の大規模化、片

一方で五島では陸上養殖のＤＸを進めているわ

けで、そこと県の関わり方はどうなっているの

かというのがちょっと気になったものですから、

お尋ねをします。

【渡邉水産加工流通課長】さきの報道等でもご

ざいました五島の陸上養殖につきましては、か

なり以前から行われておりまして、ヒラメとか、

今回はクエということで行われています。

あの地域の養殖場は、地下水をくみ上げてや

っているんですけど、その地下水が非常に陸上

養殖に合ったような水質と聞いております。そ

ういう中で非常に効率的に養殖ができるという

ことで、これまでもずっと進められてきたと。

それに、これからはやはりＤＸを入れないとい

けないということで、機械を入れてやられてい

ると私たちも聞いています。県としましても、

そういう情報は聞きながら、活かせるところは

やはり活かしていきたいと考えております。

ただ、先にお話ししましたように、陸上養殖

の問題点としまして、施設のイニシャルコスト

がかかる、運営するに当たってもランニングコ

ストがかかるところです。

五島では、水が非常に安定的に、水質も安定

した形で得られますので、そこをクリアできた

んですけれども、そうじゃないところは、やは

りそこを様々な機械を入れてやらないといけな

いということがありますので、そういうことを

含めて、その地区に合わせた形での陸上養殖を、

今後、私たちとしても勉強していきたいと考え

ております。

【深堀委員】夢がある話なので、モデル実証事

業の中でも、いろんな研究成果、実証結果を次

の展開に生かしていくという話がありましたけ

ど、今回五島でやられていることも、やっぱり

一定県が参画をしながら、しっかり情報を、そ

の結果をとらまえて、他の産地で活用ができる

ようなものであるならば、その地域の特性に合

わせて、この地域は沿岸部の大型のいけす、こ

の地域は陸上養殖も可能だとか、いろいろ展開

できると思うんです。衰退する長崎県の水産業

の活性化のためには、いろんなことを視野に入

れて、県が参画していった方がいいのではない

かというふうに思っていますので、引き続きお

願いをしておきたいと思います。終わります。

【山下分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【浅田委員】 1点だけお伺いしたいと思います。
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予算決算委員会の中でも質問があったんですが、

長崎産水産物の海外販路開拓事業費についてお

伺いしたいと思います。

議場で、例えば試験輸送も、シンガポールと

かマレーシアとか、そういったところを狙いな

がら、太いパイプがあるので新しくチャレンジ

をしたいということだったんですが、そもそも

現状の中で、他県の大規模進出により競合が激

化していると。

まず、他県のどういったところが長崎と競合

し、魚種はどのようなものがあって、そのこと

によってどれだけマイナスになっているかと、

そのあたりの詳しいところをお聞かせいただけ

ますか。

【桑原水産加工流通課企画監】長崎県の輸出は

今、中国が一番多いんですが、中国輸出の市場

におきまして、九州管内の他県の養殖のブリと

かマグロがかなり入ってきているという情報を

我々もつかんでいるところです。ただ、その数

字がどのくらいかまでは把握できていないのが

現状です。

現地のパートナー企業の話ですと、これまで

長崎県がある程度、独壇場ではないですが、中

国市場においては、かなりな頻度で長崎鮮魚と

いう形で浸透していたところに、やはりほかの

県がここの市場を狙って進出してきている現状

で、せっかくのブランドを守っていきたいとい

うのが我々の考え方でございます。

【浅田委員】私たちも実際に中国に視察に行っ

て、こんなにおいしく、何の遜色もなく食べら

れるんだなということなども経験させていただ

いた中で、長崎鮮魚って確かにブランドとして

広がっていたと思うんです。

今は、どこの県がとか細かいところはわかっ

ていないということですが、実態として、輸出

していたものが大きく変動したという数値は出

ているんですか。

【桑原水産加工流通課企画監】輸出におきまし

て他県産の状況というのは、通関のデータしか

ございませんので、どこの県がというのは全く

出てきません。

我々としましては、県内の企業に1社1社お尋
ねして、県内の状況は把握しております。令和

2年度、令和元年度はコロナの影響もありまし
たので、平成30年度と比べると額としてはかな
り減っていたというのが現状でございます。

【浅田委員】コロナの影響もおありかと思うん

ですが、これからウィズコロナ、アフターコロ

ナの中で、また求められてくるものが多い。だ

からこそ、こういう開拓事業費があるんだと思

うんです。

原因の分析だったり、どれぐらい落ちていて、

そこをどう補完していくかという新たな施策の

打ち方があろうかと思いますので、またわかれ

ば教えていただきたいと。

そして、水産物は国内では減少している状況

で、今後、シンガポール、マレーシアあたりを

ということだったんですけれども、その状況を

もう少し詳しく教えていただいていいでしょう

か。議場でもお答えいただいたとは思うんです

が。

【桑原水産加工流通課企画監】 シンガポール、

マレーシアにつきましては、これまでも冷凍の

フィレとかを出しておりました。今、我々が考

えていますのは、特にカキ、マガキの需要が高

いという情報もございまして、マガキの輸出に

も今後取り組んでいきたいと思っています。

東南アジアはまだこれから、量的には今のと

ころは少ないので、いろんなＰＲ等を入れまし

て輸出額としても伸ばしていきたいと考えてお
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ります。

【浅田委員】 この間、太いパイプがあるから、

中国まで行って、そこからという話も出ていた

かと思うんですが、やっぱり東南アジアありき

で考えていくという感じですか。

【桑原水産加工流通課企画監】一番は、やはり

中国、今持っている市場である中国をきちんと

守っていきたいと。上海、北京というのがこれ

まで中心だったですけれども、それ以外の中国

の地域にも広げていきたいと思っております。

それから、現状はアメリカ、韓国、ベトナム

が輸出としては多いので、そこもきちんと力を

入れていきたい。

さらに東南アジアとか、ＥＵのＨＡＣＣＰ認

定施設などもでき上がっておりますので、そう

いった地域、国に広げていきたいと考えており

ます。

【浅田委員】 国内の需要が減少している中で、

どんどんそういう目を持つのも大事だと思いま

す。

前にドバイに行った時に、松浦の鮮魚が入っ

ていたんです。松浦は、アジアからさらに飛び

越えてという形で、富裕層をねらって、ある一

定を企画しているのかなと思ったんですが、そ

のあたりは、情報として現状はいかがてすか。

【桑原水産加工流通課企画監】ドバイなど、か

なり遠い地域になってきますと、もう冷凍で輸

出するしかなくなりますので、高品質な冷凍魚

をつくるための施設整備など、そこはトータル

で考えていくべきだと思っています。

そもそも輸出している目的は、もちろん海外

の富裕層を対象としているのはあるんですけれ

ども、国内の市場がかなり低迷、魚価も下がっ

ていますので、そのための魚価の底支えという

面もかなり強いと考えていますので、その両方

のために輸出を推進、促進していこうというふ

うに考えております。

【浅田委員】長崎のブランドとして、水産県で

あるということをしっかり、様々な地域にお訴

えいただければと思いますし、もっともっと広

がっていくことを私たちも支援させていただき

たいと思っています。以上です。

【山下分科会長】 ここで、換気のため、しばら

く休憩いたします。再開を11時5分とさせてい
ただきます。よろしくお願いします。

― 午前１０時５４分 休憩 ―

― 午前１１時 ４分 再開 ―

【山下分科会長】それでは、分科会を再開いた

します。

ほかに質疑はございませんか。

【中山委員】 令和4年度長崎県一般会計補正予
算の漁場水産基盤整備費で、水産環境整備費約

27億円、事業概要に「長崎北（増殖場）漁場な
ど」とあるんです。これは、新たな漁場整備事

業計画、令和4年度から令和13年度、約460億円
の計画の、対馬地区とか壱岐地区とか長崎北地

区とかある、この長崎北地区ということで理解

していいですか。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時 ５分 休憩 ―

― 午前１１時 ６分 再開 ―

【山下分科会長】 再開します。

【太田漁港漁場課企画監】長崎北の漁場につき

ましては、鷹島工区と相浦工区でございます。

【中山委員】私はそれを聞いているんじゃない

んですよね。ここに書いている「長崎北」です。

これは、新たな漁業整備計画、令和4年度から
令和13年度の計画の長崎北地区ということで
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ようございますかということだったんです。

【太田漁港漁場課企画監】 そうでございます。

【中山委員】それでは、新たな漁場整備事業計

画についてお尋ねいたします。

ここで対馬、約100億円で魚礁と増殖場、壱
岐で50億円、魚礁と増殖場、長崎北で魚礁と増
殖場、五島地区で魚礁と増殖場、マウンド礁か。

それと、長崎南地区で魚礁が12万空㎥、増殖場
が315ｈａとありますが、この事業費、事業内
容が決定したいきさつは、どういう形になりま

すか。

【太田漁港漁場課企画監】事業費の決定につき

ましては、特定漁港漁場計画に基づきまして決

定をいたしました。

【中山委員】そんな答弁ってないでしょう。そ

の事業計画を説明しなさいよ。それに基づいて

決定しましたってあるもんか。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時 ９分 休憩 ―

― 午前１１時１０分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【高原水産部参事監】 お尋ねの、令和4年度か
ら新しい特定漁港漁場整備計画、5つの地区で
策定したところでございます。その策定の経緯

がどうなんだというご質問かと思います。

漁場整備につきましては、ご案内のとおり特

定漁港漁場整備計画に基づきまして整備を進め

ているところでございまして、長崎県におきま

しては10年を一区切りとして、10年計画として
策定しているところでございます。

令和3年度までで前回の計画が終了していま
して、その中で魚礁の整備、増殖場の整備を続

けてきたわけでございます。その10年間で整備
してきた内容について、効果等を検証いたしま

して、その内容を精査して、例えばですけれど

も、近年、海水温の上昇に伴って藻場の減少が

著しい、それから魚礁につきましては高水温の

影響で集まる魚に少し変化があるのかないのか、

そういったところも検証しながら、整備してき

た地区によって効果が大きかったところ、ある

程度、一般的な効果にとどまっているところ、

いろいろありましたが、そういったものを検証

いたしまして、今後10年どうするかということ
を、1年程度かけて我々の中で計画に落とし込
んできたところでございます。

今回の10年間の計画につきましては、藻場の
減少が著しい、そこにしっかり対応していかな

きゃいけないということでございまして、一方

で、今まで整備してきた、ターゲットとしてき

た藻場が、なかなか高水温に耐えられない、ま

た、食害にあって増やすことがなかなか難しい

ところもございますので、高水温に強くて食害

にも若干強いのではないかといわれる南方系の

ホンダワラ類に対象をシフトしていこうとして

います。

魚礁についても、今まで整備をしてきた部分

で効果が高いところ、要するに整備したら効果

がより大きいんじゃないかというようなところ

を集中的に整備して整備効果を上げていこうと

いう方針に基づきまして、実際に漁業者、漁協

にご要望というか、どういうところで事業をし

たら整備効果が高いかというようなお話もお伺

いしながら計画を策定してきたところでござい

ます。

【中山委員】 それじゃあ、この5地区の狙いと
いうか、それぞれ生産量を上げるのが基本にな

ってくると思うので、それぞれ5地区、対馬と
長崎南あたりは魚種も違ってくるだろうし、藻

場の育成の仕方も、手入れの仕方も変わってく
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るだろうけれども、5地区の狙いと併せて生産
高、過去の実績から見て生産高がどの程度、ど

ういうふうに増加すると見込んでいるのか。

450億円も幾らも使って、その辺が明確にな
っておらんから、私は、大前提としてそれを聞

こうということで今、聞きよるとですたい。5
地区でそれぞれ、狙いと生産高予測を出してみ

んですか。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時１５分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【高原水産部参事監】細かな事業の効果につき

ましては、今、手元に数値がございませんで、

後ほどお答えさせていただきたいと思いますが、

実際に事業を実施する際には、整備をしたこと

によってどういう効果があって、どういう増産

効果があって、それを貨幣化するとどういうふ

うになるかというような、いわゆる費用対効果

分析は行っています。

その結果、費用便益につきましては、1以上
は確保できるという結果になっています。そう

いったものを後日、お示しさせていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。

【中山委員】 Ｂ／Ｃ1以上ということになると、
これを計算すると458億円になるんですよ。1年
で45億円。本当にそれだけ生産量が上がるのか。
そういうＢ／Ｃを組んでいるのか、本当に。

【高原水産部参事監】費用対効果分析につきま

しては、生産量だけではなかなか説明すること

ができませんで、例えば、藻場を整備したら、

藻場で水産物の餌になるものが増えるわけです。

その餌を魚が食べて大きくなる部分を貨幣化し

ているわけでございまして、そこは貨幣化する

に当たって一定の割切りといいますか、計算を

するに当たって仮定を置いて計算をしています。

その部分で、全て魚が増産するという形での

計算になっていない部分もございますので、そ

こにつきましても、後日、少し具体に説明をさ

せていただきたいと思います。

【中山委員】 それでは後日、対馬から壱岐、長

崎北、五島地区、長崎南地区のＢ／Ｃを、資料

として提出をお願いしたいと思います。

【高原水産部参事監】一つ補足させていただき

ますと、この特定計画をつくるに当たりまして、

国の方でも、新規採択をするということで、水

産庁において事業評価を実施しております。こ

の5地区についてですね。その事業評価の中で、
今申し上げた費用対効果も分析項目の一つにな

っています。それは実際に公表もされています

ので、その資料をお届けし、また、それについ

て具体にご説明をさし上げたいと思いますので、

よろしくお願いいたします。

【中山委員】 それじゃあ、10年間で458億円と
ありますけれども、県内企業への発注について、

どういうふうに考えていますか。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２０分 休憩 ―

― 午前１１時２０分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【松本漁港漁場課長】漁場も一緒ですけど、漁

港事業と同じように県内企業を優先して発注す

ると。1億円以下での指名競争であるとか、1億
円以上であれば一般競争入札であるとか、そう

いうふうな通常の漁港事業と同じような考えで、

県内企業優先で発注はしようと考えております。

【中山委員】次に、工事にかかる資材等の県内

発注についてどういうふうに考えていますか。
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【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２１分 休憩 ―

― 午前１１時２１分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【太田漁港漁場課企画監】魚礁は基本的にはコ

ンクリートで、コンクリートについては県内の

コンクリートを使うようにしておりまして、い

わゆる鉄骨魚礁みたいなものについては、一部

県外のメーカーを使うこともございます。

【中山委員】資材も県内を重視して発注してほ

しいということを申し上げておきます。

そこで、もう一つ、この工事を10年間するこ
とによる経済波及効果、または雇用創出効果。

わからんなら後でよかけれども、わかれば教え

てください。

【太田漁港漁場課企画監】すみません、そこま

では検討しておりません。

【中山委員】それは計画を立てる前に、ちゃん

とそこぐらいまではね。全体の生産高とか、県

内需要、経済波及効果とかというのは、最初の

段階で練っておかねばいかんですよ。

この次、さっきの資料に追加して報告してく

ださいよ。いいですか。委員長、確認してくだ

さいよ。

【太田漁港漁場課企画監】 わかりました。

【中山委員】 「長崎北（増殖場）漁場など9漁
場」とあります。9漁場の中の本土3漁場は、具
体的にどういう事業になりますか。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２３分 休憩 ―

― 午前１１時２４分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【太田漁港漁場課企画監】魚礁につきましては、

北地区以外に4地区、増殖場については、北も
含めまして5地区で計画をしております。（発
言する者あり）

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２５分 休憩 ―

― 午前１１時２５分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【太田漁港漁場課企画監】増殖場につきまして

は、県北地区で鷹島工区、相浦工区、長崎南の

増殖場につきましては野母工区、対馬地区の増

殖場につきましては対馬南地区、壱岐の増殖場

につきましては郷ノ浦地区、五島につきまして

は道土井地区となっております。

魚礁につきましては、県南地区につきまして

は橘湾東部地区、対馬につきましては対馬南西

部及び対馬中東部の2か所、壱岐につきまして
は壱岐西部地区、五島につきましては上五島西

で計画をしております。

【中山委員】後で資料をもらいたいと思います。

そこで、野母崎の漁場は、面積はどの程度、

そして期待できる成果はどういうふうに見てい

ますか。

【太田漁港漁場課企画監】野母地区の増殖場に

つきましては、すみません、面積とかはまだ確

定をしておりませんので、後ほどお示ししたい

と思います。

【中山委員】後ほどでいいんですが、予算を計

上しておって、増殖場の面積もわからないとな

ると、効果もわからないわけですよね。そうい

う計上の仕方がいいのかどうか、聞きたいと思

いますけど。

そうじゃなくて、やはり計画の段階できちん

とそこまで練ったうえで予算計上をすべきだと

考えておりますので、ぜひひとつ、その辺の指
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摘をしていただきたいと思います。

【山下分科会長】今、予算審議をさせていただ

いています。やはりそこあたりは基本となる部

分でありますので、きちっと答えができるよう

に準備をするべきだと私も思います。もちろん

それをもとに計画をされているわけですから、

そこはよろしくお願いしたいと思います。

ほかに質問はございませんか。

【八江委員】 3ページに、長崎の特性に応じた
養殖モデル実証事業費というのがあります。こ

れは非常にいいことだと思っております。

長崎県の養殖の歴史は、長崎県は水産県とし

て非常に長い間やってきている。そのためにい

ろんな弊害も出てきているのも事実だと思う。

そしてまた、長崎県の地形から考えて、入江

等が非常に多くあって、養殖に適した地域であ

ったと思う。同時にまた、湾奥過ぎて潮流等の

問題があって、そこに堆積した養殖のふん等、

死骸で、一時、トラフグの養殖で15年ぐらい前
に大変なことがありました。

養殖は、畜産も一緒ですけど、和牛の増殖、

繁殖、そしてまた養豚、養鶏などと同じように、

つくり上げていくのが養殖でありますので、こ

れは人間の力と知恵でできるものだと思う。そ

のためには非常にこれは大事なことだと思うし、

この実証実験は今後思い切ってやっていただき

たいと、むしろこれでいいのかなと思うぐらい

です。

長崎県の日本一だと言われているマグロとか、

ブリとかタイとか、そういったものの現状はど

うなんですか。特にマグロなんか、養殖は日本

一だと言うけど、どの程度あって、どのような

目標を立てているのか、いかがですか。

【渡邉水産加工流通課長】委員がご指摘のよう

に養殖業は、様々な問題を抱えてこれまで進め

てきたところでございます。当然それに対応す

るために今回の事業をつくり上げたところでご

ざいます。

マグロについては、令和3年度で7,129トンの
生産量でございます。これまで年々年々増えて

くるような状態で、マグロについては順調に増

えてきたと、平成20年の766トンに比べれば、
それが10倍近くになったということでござい
ますので、この養殖の中では非常に成長株と考

えております。

【八江委員】養殖もたくさんの魚種があります

が、その中でもマグロが、海外輸出を見据えた

生産量の拡大とか、あるいは環境に配慮したこ

とから外に持っていくということで、ここの図

面の写真も一部、理解はできますけど、どの程

度のところに持って行って、どのくらいの規模

のものを目標にして、このモデル事業をしよう

としているのか、それは概略で結構ですから。

【渡邉水産加工流通課長】輸出に関しては、こ

の養殖魚種の中でもマグロ、ブリを基軸に考え

ております。

ブリについては、国も養殖の輸出戦略に示し

ております中に入っております。長崎県も、そ

の点についてしっかりと計画を立てて今後進め

ていきたいと考えておりまして、今回の養殖モ

デル事業も、ブリをもっと伸ばしていきたいと

考えております。

この効果というか、どのくらいに増やしてい

くかということですけど、ブリについては、1
台のいかだで5,000尾しか飼えなったものを、1
台に5万尾入るような形で増やしていこうと考
えております。そういういかだをこれから1基、
2基、3基と増やしていきまして、令和12年ぐら
いまでには24基ぐらいまで増やしたいなと、こ
れはもう本当に夢と希望みたいなものですけれ
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ども、こちらとしては、そういうふうにしっか

りと増やしていけば、7億近くまではブリだけ
でも増やしていけるのではないかと考えており

ますので、そういうことを目指して、この計画

を今回つくったところでございます。

【八江委員】 今、海域がいろいろあります。養

殖場も地域にありますが、沖合というのは、ど

ういったところを沖合と判断しておられるんで

すか。

【渡邉水産加工流通課長】沖合というところで

ございますが、本当に何もない沖に出すという

ことではなくて、現時点では区画漁業権という

漁業権がありますので、それが沖合域に面した

ようなところに設定された場所を選んで。

そこはやはり波浪が強いとか流れが強いとこ

ろで、なかなか養殖がしにくいなという場所が

ございます。そういうところに非常に耐性の強

いいかだを置いてやっていきたいと、そういう

ところで試験を進めていきたいと考えています。

【八江委員】外になればなるほど、大規模で頑

丈なものをつくっていくことになる。そうなれ

ば予算も当然必要になってくる。それが、やり

方次第では他県に増して長崎県の養殖業の確立

につながってくると考えれば、思い切って投資

をやって、もう少し積極的な展開が必要じゃな

いかなと思ってお尋ねしているわけです。

以前は、水産目標4,000億円の時代がありまし
た。養殖業が1,000億円、加工が1,000億円、沿
岸が1,000億円、沖合が1,000億円、トータル
4,000億円の構想があった時代があって、全国に
誇れる長崎県の水産目標、その中の1,000億円が
養殖だったわけですよ。

そう考えれば、技術開発等でできないことは

ないと思うんです。沖合漁業は取り合いっこに

なりますから、海洋漁業をはじめ、なかなかう

まくいかないと思いますけど、養殖については、

水産試験場はじめ、皆さんの可能なだけのこと

はできるんじゃないかと思うし、積極的な展開

をしてほしいという思いでお尋ねしましたので、

もう少し、実証実験というよりも早く実施をす

るという目標の中で進めていただきたい。

先ほど、12年に2倍の云々という話もありま
したけど、12年と言わずに早く実施をしていた
だきたいと、これは要望したいと思いますけど、

その点、水産部長は、そういった取組について

はどうなんですか。積極的に取り組んでいただ

くだろうと思いますけど、お尋ねしておきたい

と思いますけど、いかがですか。

【川口水産部長】委員ご指摘のとおり、沖合に

出て行って生産力を高めるのは、長崎県も可能

性があるとは考えております。

ただ、一方で、沖合に行けば行くほど、委員

もご指摘のとおり、漁船漁業との競合とか、適

地がどこにあるか、波浪とかいろんなリスクを

考えると、規模もかなり大きくなるということ

もございますので、まずは長崎で共同漁業権の

中で、まだまだ沖合の部分もございます。そこ

に区画漁業権がどういうふうに設定できるかと

いうところもこれから、魚種的にはブリとかク

ロマグロを想定しておりますが、地元といろい

ろ協議しながら、伸ばせるものは伸ばしていき

たいと。

この取組につきましては、前回委員会でも深

堀委員から話がありましたが、長崎大学とも共

同で、いろんな協議を進めながら取組を進めた

いということで、地元の漁業者、漁協も巻き込

んで、市町も巻き込んでやっているところです

ので、その可能性は十分あると思っていますの

で、取組を進めてまいりたいというふうに考え

ております。
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【八江委員】 頑張ってください。

【山下委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【麻生委員】 大体同じことで、私も「長崎の特

性に応じた養殖モデル実証事業」でお尋ねした

いと思っていまして。

長崎大学の征矢野先生を含めて、いろいろ意

見交換もしましたので、希望を持てる事業かな

と思っていました。沖合に出て、ＡＩだとか自

動餌やり機だとかとなると、電源の確保とか、

いろいろ課題があると思う。波浪があれば、潜

水型といいますかね、潜没といいますか、そう

いった機能を持たせるんだみたいな話も出てい

ました。まずはモデル事業だから、そこまでは

いかないと思うんですけれども、どこまでなの

か。

さっき3年間と言われていました。いろいろ
な企業体も含めて入っていただくんでしょうけ

れども、まずはどういった仕組みで、この電源

の供給、餌の供給、ＡＩについては自動監視カ

メラとかと言われていますが、こういったとこ

ろはどこが担ってやっていく話になっているで

しょうか。

【渡邉水産加工流通課長】この事業については、

やはり一業者ではなかなか難しい、様々な技術

を入れないとできないと考えておりますので、

当然対応するためには、地元で養殖業者、また

企業、漁協、市町、そういう方々に集まってい

ただいて、そこにまた大学、県も入って、一緒

になったグループではないですけれども、そう

いうふうな形で協議をしながらやっていこうと

考えております。

いかだについても、先ほど委員がご指摘のと

おり、沖合に出すと様々な問題があります。波

浪に対応するには、今のような形のいかだでは

難しいと。ほかの県では、これは一つの事例で

すけれども、大型のいけすを沈下させて養殖を

行っているところもあります。それが長崎県に

合うかどうか、またその地区に合うかどうかと

いうのは、当然その地区と協議をしながらでご

ざいますけれども、そういう事例があって、そ

ういうところでは、台風がきてもなかなかいけ

すは壊れないという報告もいただいております

ので、そういう技術をほかのところから、また

そういう企業からいただいて、それを生かして

やっていくと。

ＩｏＴとか、そういう先端機器についても、

やはり大学も一緒にですね。餌のやり方につい

ても大学が様々な研究を行うと、遠隔について

もどういうふうな形でやっていくかということ

を考えていくと聞いておりますので、そういう

研究と併せて、その研究をフィードバックさせ

るような形で、地元に生かして進めていきたい

と考えているところです。

【麻生委員】夢のある話だから、ぜひ進めてい

ただきたいと思っています。

以前、若松に行った時、湾の中にマグロのい

けすが飽和状態で、これ以上は増やせませんと

いう話を聞いたところだったんです。生産性を

上げて今後やっていただこうといっても場所が

ないんだなと。だから、沖合でやることができ

れば。

餌によってのいろんな弊害が出ています。牧

島でもフグをやっていましたけれども、相当、

餌のたまったものがあってメタンガスが出たと

か、いろいろ病気が発生することがありますし、

一部、休みも出ていました。そういった意味で

弊害が相当出ているので、これがうまくいくと

形になるかなと思います。

ただ、初期投資が相当大きいので、今の零細

な漁協関係で本当にやっていけるのかどうかと。
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国のモデル事業の次のステップに入ると、各漁

協がそれぞれ資本投資して、長崎県もしっかり

後押しができるかどうかということが次のステ

ップにあるかと思うんです。これは次のことだ

から、今議論する話ではないんですけれども、

陸上養殖をやるとしても設備投資も要るし、水

の水質管理だとか、いろいろ状況があります。

さっき、八江委員が言われたように、長崎は

水産県と言っても、今はもう加工を含めて1,200
～1,300戸しかないわけです。所得も大変少なく
なってきているので、これが一つの大きな次の

ステップになるかと思います。

電源供給についても、征矢野教授は、洋上風

力発電をやれば電源が取れるじゃないかという

話をされていました。未来型といいますか、そ

ういったこともあろうかと思います。

これについて、吉田次長、詳しく話をされて

いると思うんですけど、今後の県の考え方とし

てはどうなのか、教えてもらえますか。

【吉田水産部次長】フィールド、漁業者の方と

常に接している私ども、先端の科学の方を扱っ

ている大学、これがしっかりと強固な連携を組

んでいくことが重要と考えております。

おっしゃいました征矢野先生方のチームにお

かれましては工学系の力、長崎大学に限らず総

科大学も含めたところで様々な、電源の開発の

問題もなされていました。風力発電につきまし

ては、一つの事例として将来的だというところ

で言われていますけど、例えば潮流発電であっ

たり、そういう簡易型のものを付けながら。沖

合になりますと、やはり電源の問題は出てまい

りますので、多方面にわたって今、研究をなさ

れているところでございます。

しっかりと私どもも、現場を知っている水産

部として、漁業者に寄り添う水産部として、一

緒に研究をしてまいりたいと思っております。

【麻生委員】わかりました。いろいろな形で知

恵を出し合っていただいて、しっかりと取り組

むことができればと思っていますので、よろし

くお願いしたいと思います。

次に、水産物の海外販路開拓について予算化

されていますが、他県の大規模進出、競合があ

ると言われています。多分熊本県じゃないかと

思うんですけれども、天草関係を含めて結構大

量に、くまもんを含めて売り込んでいらっしゃ

るのがありました。これに対して、新しい販路

だと思っているところです。戦略は長崎もいろ

いろあるんでしょうけれども。

この前、お寿司やさんで醸造酢メーカーの集

まりがあったんですよ。その時に、醸造酢の方

たちは、要は酢だけでは売らないんですと、ノ

リだとか、わさびだとか、つまものとか、セッ

トで売り込みをしますという話をされていたん

です。

魚単体というよりは、寿司文化という和食を

含めて相当出ているんだろうと思うんです。だ

から、マーケティングについては、いろいろ魚

の分野で違いもあるかもしれませんけれども、

異業種交流しながら情報交換して、いかにした

ら長崎の魚、鮮魚を買ってもらうのか、マーケ

ッティングはどこなのかと、そういったことも

あるべきじゃないかと思っているところです。

そういった異業種交流も含めてですね。

それと、競合相手は熊本だと思いますけれど

も、ここはあまり言うと申し訳ないけど、そこ

に勝てるだけの戦略があるのかどうか、その点

について、今回の予算措置でどういうお考えを

持たれているのか、お尋ねをしたいと思います。

【桑原水産加工流通課企画監】熊本県とか鹿児

島県とか、言ってしまうとブリの養殖が非常に
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盛んで、なおかつ、かなり大きな加工場を持っ

ているのがそれらの県の強みで、特にアメリカ

への輸出を盛んにやられていると思います。ア

メリカへの輸出は当然冷凍になりますので、そ

ういうきちんとした加工場が必要です。

長崎県の強みは中国に近いこと。先ほどもち

ょっとお話させていただきましたけれども、中

国には鮮魚で出せます。鮮魚で出せるというの

が長崎県の一番の強みですので、そこを我々は

これからも伸ばしていきたいというふうに考え

ておりますし、中国で今売っているところだけ

ではなくて、中国国内でほかの地域にもさらに

伸ばしていって、「長崎鮮魚」の確固たる地位

を築いていきたいと考えております。

異業種交流の話ですけれども、今のところ、

まだ具体的な動きはないんですが、長崎県内の

醤油業者も中国に醤油を輸出していますので、

酢のメーカーも含めて、いろんなメーカーとの

連携というのも我々としては考えていきたいと

思います。

【麻生委員】いかに長崎鮮魚を開拓するために

多くの方が努力されて、私も上海に行かせても

らって、本当に先人の皆さんが頑張っていただ

いたなということがあるんです。

逆に言えば、マーケットがよければいいほど、

愛媛県だとか水産県ですし、熊本もそうでしょ

う、そういったところで売込みを大々的にされ

ていて、言われたように大規模さとか、本当に

１点集中でやれる力があるところが、やっぱり

マーケットを取ると思うんです。あとは量と品

質があれば、それは取れると思います。

そういったところにいかに長崎県がやってい

くのかということで、長崎魚市が主体でしょう

けれども、ＨＡＣＣＰを取られて、色々と形は

あるかもしれんけど、やっぱりマーケットを取

るためには、それなりの量も要るのは事実でし

ょう。

今、鮮魚を含めて、長崎の港に本当にそれだ

けのものが集まってくるのかと。西日本魚市も

今、ＨＡＣＣＰを取ってやっていらっしゃるの

で、両面から、県としてしっかりとものを確保

しながらやっていくことが大事かなと思ってい

るんです。ただ、今回は調査費もあるから、そ

れにつながるようなことを、ぜひお願いしたい

と。

今のところ30億円ですか、売れているという
話。そういう形で、今後何年間でどういうふう

に伸ばしていくのか、また魚種はどういう形で

やるのかということがわかれば、教えてくださ

い。

【桑原水産加工流通課企画監】 まず輸出額は、

私どもの調査で、平成25年度が6億円だったも
のが、平成30年度に33億円まで伸びて、令和元
年度が31億円、令和2年度が28億円と、ここで
大きくコロナの影響で低迷しました。令和3年
度につきましては、大分コロナの影響も回復し

て、過去最高42億円という輸出額となっており
ます。なので我々は、恐らくコロナは大分落ち

着いてくると思いますし、上海のロックダウン

も解けましたので、さらにここで販売を強化し

ていきたいと思います。

42億円という数字は、恐らく九州で鹿児島に
次いで2番目、熊本県よりは多いのではないか
なと推測しております。

【麻生委員】他県が入って来る状況もあるでし

ょうけれども、マーケットとしては大体100億
円ぐらいあるんでしょうか。だから、長崎が占

める割合を含めて、もちろんマグロとか、いろ

いろ養殖もやっていますけれども、魚種も違う

でしょうし、鮮魚の取扱いは航空便を使うんで
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しょうけれども、マーケット全体のどれだけの

シェアを取りに行くのかという戦略的なものは

お考えになっているんでしょうか

【桑原水産加工流通課企画監】マーケットの規

模がどのくらいかというのは、正直、全体の数

字ですので把握はできておりません。

ただ、我々としましては、令和7年度に輸出
額50億円を目標として今、動いているところで
ございます。

それと移送方法ですけれども、やっぱり鮮度

がいい状態で運びたいと考えておりましたので、

これまで航空便をメインでやっていました。た

だ、コロナの中で航空便にしても関空を経由し

なきゃいけないとか、これまでと違うルートを

使ってテストをしてきたんですけれども、そう

なると結果的に日数がかかってしまいます。

その中で、航空便だけ、今までと同じルート

だけではなくて、そのぐらいの日数がかかるの

であれば船も使えるんじゃないかと、いろんな

検討を、一緒にやっている現地のパートナー企

業とか長崎魚市などと協議しまして、今は一部

船を使った輸送も昨年度からテストで始めてい

ます。

意外に、船はリーファーコンテナを使います

ので、温度変化が少ないので、日数がかかって

もかなりいい鮮度で運んでいけることがわかり

ました。そうなると、船の方が恐らく値段も安

いですし量も運べるので、もっと輸出額を伸ば

していけるのではないかというふうに考えてお

ります。

【山下分科会長】午前中の審査はこれにてとど

め、しばらく休憩いたします。

午後は1時30分から再開いたします。

― 午前１１時５４分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山下分科会長】それでは、分科会を再開いた

します。

先ほどの中山委員の質疑の中での資料が出て

まいりましたので、担当課より説明を求めます。

【太田漁港漁場課企画監】午前中、混乱させて

しまい、申し訳ございませんでした。

お手元の資料をつくってきましたので、ご説

明します。予算書の横長資料の7ページになり
ます。

まず、本土地区3漁場につきましては、長崎
北地区で2か所に増殖場があります。工区名と
しては鷹島と相浦、事業費、事業規模はご覧の

とおりです。

長崎南地区につきましては、増殖場が1漁場
で2工区、場所は野母崎と橘湾東部で、1魚礁に
つきましても橘湾東部漁場で計画しております。

離島の6漁場につきましては、五島の増殖場
が工区としては2か所ありまして、若松地区と
上五島地区、魚礁としましては上五島西地区が

ございます。

壱岐は2漁場ありまして、増殖場が郷ノ浦地
区、魚礁も同じく郷ノ浦地区となっております。

対馬地区につきましては2漁場ありまして、
増殖場が1工区で厳原地区、魚礁につきまして
は2工区ありまして豊玉地区と厳原地区となっ
ております。

基本的には魚礁につきましては、1つの魚礁
が5,000空立方メートルということです。増殖場
につきましては、その実施する規模とか要望と

かというものを加味いたしまして、箇所ではヘ

クタール数が微妙に違ってきております。

資料の説明は以上でございます。よろしくお

願いします。
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【山下分科会長】 ありがとうございました。

この資料について、質疑がありましたら。

【中山委員】先ほど、長崎南地区の野母崎につ

いて、事業規模がどうなのかと、それを実施し

たことによる効果はどうかということでありま

した。

事業規模については10ヘクタール、1億5,400
万円と出ましたので、これを実施することによ

って、どういう効果が考えられるのか、期待し

ているのか、その辺をひとつお答えいただきた

いと思います。

【太田漁港漁場課企画監】 長崎南地区に3工区
ありまして、Ｂ／Ｃは、この3工区でまとめて
計算をしております。その費用対効果につきま

しては2.36で、効果は十分発揮できるというこ
とでございます。

【中山委員】 Ｂ／Ｃについては、3工区で2.36
ということでありました。Ｂ／Ｃで2.36といっ
ても、我々は、イメージとしては全く、その中

がわからんとですよね。実質的に、これを増殖

することによって藻が発生して、どういう魚が

それを食べに来て増えるんだとか、県民にわか

るよう、もう少し具体的な話ができれば大変あ

りがたいと思っておりますけれども、できます

か。

【太田漁港漁場課企画監】増殖場の効果により

まして、魚類の増加数量は2,474トンをもくろん
でおります。

【中山委員】 増加量が2,474トンということで
ございましたけれども、どういう魚種になりま

すか。

【太田漁港漁場課企画監】 魚種を4種類ほど算
定しておりまして、マダイが836トン、イサキ
が512トン、ハタ類が349トン、ヒラメが778ト
ンということで見込んでおります。

【中山委員】今聞いた範囲では、非常にすばら

しい効果があるような感じがいたしましたので、

今後、実施した段階で確認していただいて、さ

らなる増加につながるように事業を進めていた

だくように要望しておきたいと思います。（発

言する者あり）

【太田漁港漁場課企画監】すみません、間違い

がありましたので修正させてください。数量を

間違っておりました。マダイについては40.4ト
ン、イサキについては24.8トン、ハタ類が16.9
トン、ヒラメが37.7トンでございます。合計が
119.7トンでございます。
【中山委員】先ほど、2,474トンと言ったから、
びっくりしたんです。そうあればいいなと思っ

ておりましたけれども、実質的には119トンと
いうことでありました。答弁は了といたします

けれども、一定の効果があるようでございます

から、ぜひ積極的に事業展開をしていただきま

すように要望したいと思います。

【山下分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【中村(泰)委員】 私からは、予算案についてお
伺いします。

まずは長崎産水産物海外販路開拓事業費につ

いてでございます。一般質問でも取り上げさせ

ていただきました。主に中国の現地バイヤーと

の連携といったところでの費用も結構あるとい

う認識でおります。

資料を拝見いたしますと、北京に330店舗、
上海に460店舗ということで、これが恐らく現
状かなと思うんです。こういった事業をするこ

とで、中国の中での店舗の拡大が恐らく今後見

込まれると思うんですが、そのあたりについて

お伺いできないでしょうか。

【桑原水産加工流通課企画監】店舗数につきま

してはコロナ前の調査になるんですけれども、
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現状で1,700店舗以上あると確認しております。
何店舗まで拡大するかという目標はなかなか、

計画としては立てにくいところがございます。

随時、現地の連携パートナーと協力しながら、

店舗数は徐々に拡大していきたいと思っていま

すし、午前中も申し上げましたが、現在持って

行っている地区以外の地区にも持って行きたい

と、その上で店舗を拡大していきたいと考えて

おります。

【中村(泰)委員】 コロナ前で上海と北京を足す
と790店舗になるんですけど、恐らく内陸部と
か南部といったところで、ここに数字としては

出てきていないけれども、コロナ前がこれで、

コロナ後に1,700店舗ということですので、恐ら
くここに入ってない数字があるのかなと理解を

したところでございます。

なかなか数字目標が立てられないとのことで

すけれども、1,700という具体的な数字をお伺い
することができましたので、ぜひとも増やして

いただいて、数字をまたご報告いただければと

思います。

関連して、先ほど、中国の売上について、九

州では鹿児島が1位で2位が長崎と理解をいた
しました。鹿児島が優れているということなん

でしょうけれども、鹿児島との差について、ど

のように認識しているのかをお尋ねいたします。

【桑原水産加工流通課企画監】午前中の私の説

明が悪くて、申し訳ございません。

鹿児島が輸出額としては九州で一番なんです

けれども、それは中国ではなくて、アメリカが

ほとんどです。養殖ブリのフィレの輸出が大半

だと認識しております。

【中村(泰)委員】 恐らく私の勘違いだと思いま
す。失礼しました。

次の質問に移ります。ながさき型マーケッ

ト・イン養殖産地育成事業費についてでござい

ます。

ちょっと唐突なんですけど、「ながさき型」

とございますが、どういう意味で「ながさき型」

と付けられたのか、まずはお伺いいたします。

【渡邉水産加工流通課長】 この「ながさき型」

ということですけれども、先ほど、特徴として

長崎県は小規模の養殖業者が多いという話をさ

せていただきました。これは全国に比べてもか

なり多いということでございます。

そういうことを踏まえて、小規模の事業者を

まとめてグループをつくってやっていくという

形が、長崎の養殖業者を救っていくやり方では

ないかということで「ながさき型」と付けさせ

ていただきました。

【中村(泰)委員】 確かに小規模の事業者がおら
れるのは私の認識でもありますし、そういった

方々に目線を向けられているところは、すごく

ありがたいというふうに感じたところでござい

ます。

マーケット・インというところですけれども、

私も前の一般質問で、特に養殖に関わるところ

でマーケット・インの考えを深めていただきた

いとお願いをして、今回、このマーケット・イ

ンというのが出てきていて、すごくそこはあり

がたく思います。

まずお伺いするのが、質や量の情報を能動的

に把握するとございます。これがマーケット・

インの考え方なんだと思うんですけれども、具

体的にどうやってされていくのか、そこをお伺

いできないでしょうか。

【渡邉水産加工流通課長】このマーケット・イ

ンという考え方、これまでずっとプロダクトア

ウトということで、つくる側の思いでつくって

出すというパターンが多かったと。この点につ
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いては、国も併せてマーケット・イン、マーケ

ットのニーズを拾って、それに合わせた養殖業

をしようという流れになってきたということで

す。

1つの事例では、長崎県の松浦等で行ってい
ますが、スーパーなどが、マダイ等をこういう

サイズで、こういうものが欲しいというニーズ

があって、それに合わせた形で養殖業者も受け

て、そのグループが同じようなサイズのものを

同じように出荷して値段を上げたという事例が

ありますので、そういうふうなイメージでマー

ケットのニーズをこれから拾って、養殖業者は

対応していく必要があるんじゃないかというこ

とで、この名前をつけさせていただいたという

ことでございます。

【中村(泰)委員】 すごく納得したというか、そ
れはぜひともお願いしたいと思います。

議会で議論させていただいた時に、今おっし

ゃったように、小売りの皆さんの意見を吸い上

げていく、お客様に一番近いところにいる小売

りの皆さんの意見を吸い上げていくというとこ

ろが大事なんだろうなということで、当時はお

訴えをして、今もそういうご答弁をいただいた

んだと思います。

ここに、そういった小売りの皆さんとの連携

というところが見えなかったんですけれども、

まさに考え方としては、小売りの皆さんとの連

携などを生かしてやっていくということでよろ

しいんでしょうか。確認です。

【渡邉水産加工流通課長】今、委員がおっしゃ

るとおり、小売り等のご意見を聞きながらやっ

ていくということでございます。

今回、事業の中に、需要の掘り起こしのため

の調査、分析費等ということで書かせていただ

いています。小売りの方々との関係が深いとこ

ろもあれば、あまりないところもあるというこ

とで、こちら側としては調査をかけて、また、

相手方のバイヤーさんとかを呼んで意見を聞い

て、養殖業者の方々と話をして、ニーズに合わ

せたものをつくろうという形のものをさせてい

ただこうというのが、この調査、分析等という

ことでございますので、やっているところ、や

っていないところを含めて話をしながら進めて

いきたいというふうに考えています。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。ぜひ
ともよろしくお願いします。

最後に、原油価格の高騰に関する支援です。

プロペラ清掃で1隻上限3万円という支援策が
出ておりますけれども、3万円が適切なのかど
うか。もちろん多ければ多い方がいいですけれ

ども、実際どれぐらいするのかというところの

ご認識があられるのかをお伺いします。

【齋藤水産経営課長】 3万円というところにつ
きましては、漁協の方でそれぞれ値段の設定が

ございまして、少しばらつきがあると思います。

大体5トンクラスの船舶を浄化して、船底清掃
をして、それから必要に応じてペンキを塗った

りといったところを合わせた時に、およそ3万
円ということです。

もっと大きい船になりますと、やっぱり何十

万円とかということもありますし、小さい船に

なれば1万円とか、もっと安くできるというよ
うに認識をしているところでございます。

【中村(泰)委員】 ヒアリングをベースにして、

平均的なところでされたと認識をいたしました。

ありがとうございます。

【山下分科会長】ほかに質疑はございませんか。

【坂口副会長】 この6月補正予算案、3つの新
規の事業の資料をいただいています。この3つ
の事業について総じてですけれども、海外販路
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開拓事業のうち、中国向けブランド「長崎鮮魚」

というものがありますが、この長崎鮮魚の要件

というか定義について、まず教えていただけれ

ばと思います。

【桑原水産加工流通課企画監】特に要件は設け

ておりませんで、長崎産の鮮魚、中国に持って

いくもの全てを「長崎鮮魚」と呼んでおります。

【坂口副会長】長崎県産ということですが、私

の感覚でというか、多分、一般的にそうなんで

すけど、ブランドというよりも、ただ長崎県産

という産地の表示なんじゃないかなと思います。

ブランドというのは、付加価値とか、長崎鮮魚

のユニークなところとか、そういったところを

消費者にアピールしていくものだと思うんです。

その点を踏まえて、他県からの大規模進出によ

って競争が激化している現状にあるということ

です。

一般的に、市場とか製品のサイクルは、先駆

けるところがあって、その時は成長率がいいで

すけれども、競合他者が出てきて、安定期から

衰退期に入るというのが一般的です。ブランド

化せずに、そのまま競合すると価格競争になっ

てしまうと。

先ほど浅田委員から高付加価値化とか、販売

戦略について麻生委員からも出ていましたけれ

ども、総じてグランド戦略というか、県として、

長崎県の水産業の振興、発展をどういうふうに

守っていきたいのかというグランド的な戦略が

あるのかどうか、そこを伺いたいと思います。

【桑原水産加工流通課企画監】国内の場合であ

れば、もちろんもっと細かいブランドというも

のが必要だと思うんですけれども、中国に持っ

て行っていますので、日本の中の長崎という地

域を名前、冠につけたもので、一応ブランドと

して成り立っているものだと認識しております。

それで、長崎が強かったところに他県が入っ

てきて、しかも産地が不明なものも結構、市場

に出ているそうなので、その辺をきちんと、こ

ちらから輸出した長崎産のものが長崎鮮魚だよ

とＰＲしていくようなツールも今年度準備して

いきたいと考えています。

【坂口副会長】現状では産地が不明なものも出

回っているということですが、長崎が好調だっ

たことを他県が知れば、他県も他県産でブラン

ドとして出してくる可能性は大いにあるわけで

して、その辺を踏まえて、ちょっと販売戦略が

必要かなと思うんです。

例えば高付加価値化についても、全部が全部、

高付加価値化できるわけではないので、必ず市

場にはボリュームゾーンというのがあって、大

量販売していくゾーンと高付加価値化していく

ゾーンと、それも地域によって、都市部か内陸

部の方かという地理的な状況もあるでしょうし、

そういう販売戦略のグランドデザインを一つ示

すべきなんじゃないかなと。長崎県の業者の得

手、不得手があるでしょうから、マッチングを

していく取組が行政の役割なんじゃないかなと

思うんですが、その点について見解はいかがで

しょうか。

【桑原水産加工流通課企画監】一番に、鮮度を

きちんと保持できる状態で持って行けて、その

時にどういう状態、どういう保存の仕方がいい

のかというところを、今後突き詰めていきたい

というふうに考えております。

【坂口副会長】そういう細かいところまで含め

て、まずはグランド戦略をしっかり立てていた

だければですね。どのターゲットには養殖魚、

どのターゲットには加工、冷凍とか、地域には

冷凍だったり切り身だったりと、ターゲットと

地域によって販売していく商品は違いが出てく
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るでしょうから、そういったところを含めてマ

ッピングみたいにできればいいんでしょうけど、

そのあたりを示せる、示せないは別として、そ

ういった戦略をぜひ立てていただきたいと思い

ます。

ながさき型マーケット・イン養殖産地育成事

業費ですが、これも最初にマーケット・インの

発想を生かして、まずニーズを調査すると、需

要掘起しのための調査分析費ということで上が

っています。調査した後に、加工するための施

設の機器等の導入と、2段階になっているのか
なと思って、非常にすばらしいと思うんです。

現状は、コロナ禍も受けて非常に経営が厳し

いところが多い中で、新たに投資を、2分の1補
助が出るとはいえ、その2分の1の原資すら準備
できないところも結構あるんじゃないかなと思

うんですが、そのあたりへの支援はどのように

お考えでしょうか。

【渡邉水産加工流通課長】コロナ禍で非常に厳

しい状況にあったということであります。そう

いう意味では、確かに個別、小さな養殖業者だ

けでは、なかなか自分たちで負担をするのは厳

しいだろうと。そういう意味でも、このグルー

プ、産地をつくるのは意味がある。産地の方々

が皆さんでお金を出し合って、それを集めて原

資として負担をするという形もあるのではない

かということでございます。

コロナについては、実際、養殖業は、一時期

は非常に厳しかったんですけれども、最近に至

ってはかなり値段も上がってまいりまして、コ

ロナ禍が明けた後に向けて、戦略的に少し先に

出て進めていく時期に入ってきたのではないだ

ろうかと私たちは考えていますので、そういう

意味でも、この事業を活用して積極的に進めて

いただきたいと思っているところでございます。

【坂口副会長】漁協も、経営的にいいところと、

なかなか厳しいところとあるでしょうから、そ

のあたりは個別にしっかりフォローをしていた

だければと思いますので、よろしくお願いいた

します。

最後に、国内のニーズが低迷しているという

ことですが、ちょっと見方を変えれば、例えば

漁協とか、直売できるような支援のあり方も考

えられるんじゃないかと。なかなか販路、商圏

としてはそんなに広くないんでしょうけれども、

収益が上がれば、売上と収益は別ですので、収

益性がいい販売の形態も、支援の一つとしてあ

ってよいのではないかと思います。その辺につ

いてのお考えはいかがですか。

【渡邉水産加工流通課長】収益について、トー

タルを合わせながら、出す方と使う側、経費と

かを踏まえて収益を出していく活動を担うんで

すが、その部分について、養殖等についてはし

っかりと経営的な中身も見ながら、私たちとし

ては、今回の新規の事業等についても、入れる

ところから出すところまで、施設の整備まで含

めての経費を見ながら、経営的に問題はないか

ということも検証していく予定でございますの

で、そういうことを踏まえた上で、それがビジ

ネスモデルとして成り立つということであれば、

私たちはしっかりとそこを普及して展開してい

きたいというふうに考えております。

【坂口副会長】今申し上げたのは、販路の一つ

としてあってもいいのではないかということで、

当然、今支援いただいている事業は進めていた

だいて。

ただ、そういった商流にのらない部分もある

でしょうから、そこを直販、直売というスタイ

ルでやれれば、直販か商的流通における販売か

で収益性が違いますので、国内ニーズが低迷し
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ているとはいえ、そういった形態も、灯台下暗

しじゃないですけれども、近くにあるんじゃな

いかなと思いましたので、ご提案させていただ

きました。よかったら、答弁をお願いします。

【渡邉水産加工流通課長】当然市場流通だけで

はなくて、そういうふうに直接的に出していく

ような方法は、今後は必要だなと考えておりま

すので、その点についてもしっかりと皆さんと

話をしながら、進めてまいりたいと考えており

ます。

【山下分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第69号議案のうち関係部分、第85号議案のう
ち関係部分、報告第4号のうち関係部分、報告
第9号及び報告第13号は、原案のとおり可決・
承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおりそれぞれ可

決・承認すべきものと決定をされました。

【山下委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

水産部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項についての説明及び提

出資料に関する説明を受けた後、陳情審査、所

管事項についての質問を行います。

それでは、水産部長より所管事項説明を求め

ます。

【川口水産部長】お手元にお配りしております

「農水経済委員会関係説明資料」をご覧くださ

い。

水産部関係の議案外の主な所管事項について

ご説明いたします。

今回、ご報告いいたしますのは、コロナ禍に

おける原油価格・物価高騰対策について、令和

2年海面漁業・養殖業産出額（確報）について、
令和3年海面漁業・養殖業生産量（概数）につ
いて、クロマグロの資源管理について、漁業所

得向上対策について、令和3年のクロマグロ養
殖について、令和3年度の真珠養殖について、
令和3年度のノリ養殖について、令和3年度の水
産物輸出実績について、松浦魚市場のＥＵＨＡ

ＣＣＰの取得について、総合水産試験場におけ

る取組成果について、「長崎県行財政運営プラ

ン2025～挑戦する組織への変革とデジタル改
革～」に基づく取組についてであります。

このうち、主な事項についてご説明いたしま

す。

まず、コロナ禍における原油価格・物価高騰

対策について。

本県水産業においては、長引くコロナ禍によ

り、魚価の低迷などの影響が残る中、ウクライ

ナ情勢や円安などの影響により原油価格が高騰

し、漁業用Ａ重油は平成20年8月以来の高値で
推移しているほか、梱包箱や漁網などの資材価

格も高騰するなど、生産活動や流通における

様々な経費が増大し、漁業経営は大変厳しい状

況となっております。

このため、県におきましては、本年1月の補
正予算で措置した「漁業経営セーフティネット

活用促進事業」により当該制度への加入促進に
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取り組んだところであり、新規加入件数の増加

や積立金の積増しなど、燃油高騰リスクに対す

る備えの強化につながったと考えております。

しかしながら、燃油価格の高騰がとまらず、

出漁経費の負担が増加して漁業経営の悪化がさ

らに懸念される状況にあることから、漁業者に

よる燃油削減活動に対する支援等を講じてまい

ります。

引き続き、様々な社会情勢が県内水産業に与

える影響を注視し、状況の推移に応じて浜が求

める新たな対策の検討を行うなど、厳しい状況

を乗り切るためしっかりと取り組んでまいりま

す。

令和3年海面漁業・養殖業生産量（概数）に
ついて。

農林水産省は、去る5月27日に、令和3年の海
面漁業・養殖業生産量の概数を公表いたしまし

た。

本県の海面漁業・養殖業生産量は、26万5,000
トンで、前年から1万4,000トン（6％）増加し、
全国における生産量の順位は、昨年同様、北海

道、茨城県に次ぐ第3位となっております。
海面漁業の生産量は、24万3,000トンで、前

年から1万5,000トン（6％）増加しております。
マイワシの生産量が9,000トン（34％）減少し
たものの、サバ類が1万6,000トン（29％）、ウ
ルメイワシが8,000トン（93％）増加したこと
が主な要因であります。なお、生産量が全国1
位の魚種は、クロマグロ、カタクチイワシ、ア

ジ類、タイ類、イサキ、サザエなどとなってお

ります。

海面養殖業の生産量は、2万2,000トンで、前
年から600トン（3％）減少しており、主要魚種
では、ブリ類、フグ類が減少した一方で、クロ

マグロは1,500トン（28％）増加しております。

なお、生産量が全国1位の魚種は、フグ類、ク
ロマグロ、真珠となっております。

令和3年のクロマグロ養殖について。
水産庁は、去る3月31日に「令和3年における
国内のクロマグロ養殖実績（速報値）」を公表

しました。本県のクロマグロ出荷量は7,129トン
で、コロナ禍により出荷が低迷した前年と比較

し1,573トン増加し、全国シェアは33％を占め8
年連続で日本一となっております。

出荷量の増加は、秋ごろから年末にかけて首

都圏の飲食業の営業が復調したことや、海外産

マグロ類の輸入量が減少したことで国内産クロ

マグロの需要が増えたことが一因であると考え

ております。

今後も、関係団体と連携し、本県クロマグロ

養殖の生産性、収益性の向上に取り組んでまい

ります。

令和3年度の水産物輸出実績について。
本県水産物の輸出については、これまで同様、

県と関係団体が連携し、東アジアや北米を中心

に積極的な取組を進めております。

中国向けには、現地でのニーズが高い大型の

養殖マグロや季節に応じた旬の天然魚、米国向

けには養殖ブリフィーレや大型の養殖マアジを

輸出するなど、輸出先のニーズに応じた魚づく

りや、安定供給のための出荷体制づくり等を通

じて、水産物の輸出拡大に努めてまいりました。

令和3年度の輸出実績については、中国向け
の生鮮水産物の輸出の回復や、米国向け養殖ブ

リの輸出の回復及び価格相場の上昇等により、

輸出金額としては前年度から13億円以上増加
し、約42億円となっております。
今後も、安全・安心で高品質な本県水産物の

輸出を促進し、適正な魚価の形成による生産者

の所得の向上に取り組んでまいります。
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松浦魚市場のＥＵＨＡＣＣＰの取得について。

地方卸売市場松浦魚市場は、令和4年3月に、
農林水産省から全国で3例目、西日本では初と
なる魚市場のＥＵ向けＨＡＣＣＰ施設認定を受

けました。また、同時に、併設した日本遠洋旋

網漁業協同組合松浦第一製氷冷凍工場も加工施

設としてのＥＵ向けＨＡＣＣＰ施設認定を受け、

冷凍アジ・サバ製品をＥＵ向けに輸出する環境

が整ったところであります。

今後は、今回の施設認定を機に、松浦からＥ

Ｕを含めた多様な国・地域への輸出拡大が図ら

れるよう、輸出商材の市場性調査や、バイヤー

の産地招聘、商品改良など輸出にチャレンジす

るための様々な取組を支援し、輸出拡大に努め

てまいります。

総合水産試験場における取組成果について。

総合水産試験場では、魚類養殖業の経営の安

定化を目指し、短期間で成長する、あるいは温

暖化に対応するなど、優れた性質が期待できる

新しい魚種として、令和3年度からウスバハギ
とサバ類の種苗生産技術の開発に取り組んでい

ます。ウスバハギ、マサバともに約3,000尾の種
苗生産に成功し、現在、今年度の産卵親魚とす

るための飼育試験を継続しております。特に、

ウスバハギでは、約4か月の陸上飼育試験で、1
ｋｇを超える高成長を示すこともわかりました。

今後とも関係機関等と連携し、種苗生産から養

殖まで一貫した技術開発を推進してまいります。

また、有明海のタイラギ資源回復に向けて、

福岡、佐賀、熊本の関係県及び国と連携し、人

工種苗の生産と移植技術の開発に取り組んでお

ります。令和3年度は4万個の生産に成功し、現
在、今年度の移植に向けて60ｍｍサイズまで成
長した種苗約4,000個を中間育成しております。
引き続き、種苗の量産、中間育成、諫早湾への

移植等の技術向上に取り組んでまいります。

今後とも関係機関と連携しながら、漁業・養

殖業・水産加工業の所得向上につながる調査研

究や技術開発に取り組み、研究成果が県内漁業

者等の利益として還元されるよう努めてまいり

ます。

以上をもちまして、水産部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【山下委員長】次に、提出のありました政策等

決定過程の透明性等の確保などに関する資料及

び政府施策に関する提案・要望について、説明

を求めます。

【佐古漁政課長】 それでは、「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会議員との協議等の

拡充に関する決議」に基づきまして、本委員会

に提出いたしました水産部関係の資料について

ご説明をいたします。

お手元にお配りしております「農水経済委員

会提出資料」をご覧ください。

まず、補助金内示一覧表につきまして、令和

4年3月から令和4年5月の直接補助金の実績は、
1ページから9ページに記載のとおり、ひとが創
る持続可能な漁村推進事業費補助金など計82
件となっております。間接補助金の実績は、10
ページから11ページに記載のとおり、経営構造
改善事業費補助金など10件となっております。
次に、1,000万円以上の契約状況につきまして、

令和4年3月から5月までの実績は、12ページか
ら93ページまでに記載のとおり、建設工事が46
件、94ページから98ページに記載のとおり、建
設工事にかかる委託が計8件、99ページから102
ページに記載のとおり、建設工事以外が計6件
となっております。このうち、入札に付しまし
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たものは入札結果一覧表をそれぞれ添付してお

ります。

次に、陳情・要望に対する対応状況につきま

して、知事及び部局長に対する陳情要望のうち、

県議会議長宛てにも同様の陳情・要望が行われ

ましたものは、資料の103ページから125ページ
にかけて記載のとおり、海運・船員の政策諸課

題に関する申し入れなど計3件となっておりま
す。

最後に、附属機関等会議結果報告につきまし

ては、令和4年3月から5月までの実績は、126
ページから129ページに記載のとおり、長崎県
栽培漁業資源管理型漁業推進協議会など計3件
となっております。

以上でございます。

引き続きまして、令和5年度の政府施策要望
に関する実施結果につきまして、お手元の右肩

に「資料2」と記載をしております令和4年度農
水経済委員会補足説明資料をご覧ください。

去る6月上旬に実施をいたしました令和5年
度政府施策に関する提案・要望について、水産

部関係の要望結果をご説明いたします。

水産部におきましては、新型コロナウイルス

感染症対策について、水産基盤整備等の促進に

ついてなど8項目の重点項目、それから、新規
漁業就業者の確保・育成並びに収益性と生産性

の向上のための水産業のスマート化の推進等に

ついて、持続可能な水産業の確立についてなど

5項目の一般項目につきまして要望を行いまし
た。

要望実績といたしましては、要望先が農林水

産省、水産庁など4省庁であり、金子農林水産
大臣、水産庁長官のほか73名に対し要望書の配
付を行ったところです。

また、これに加えまして7月下旬に、上京し

ての要望活動を予定しております。今後も、政

府施策に関する提案・要望内容の実現に向け、

引き続き、国への働きかけ等に取り組んでまい

ります。

以上でご報告を終わります。

【山下委員長】以上で説明が終わりましたので、

次に陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。審査対象の陳情番号は17、19、22、25
であります。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

【溝口委員】平戸市沖周辺から佐賀県沖周辺に

おける洋上風力発電の建設反対について、22番
です。

このことについては水産部長も、反対の表明

に来た時に立ち会ったと思うんですけれども、

この海域は、ものすごく広範囲に使用されるよ

うな形で計画をされておりまして、魚の道とい

うか、回遊魚がたくさん種類がくる漁場でござ

いますので、その辺について、県北の漁業協同

組合長とか会長とか、そして平戸市水産振興協

議会の会長、山脇さんが陳情に来たと思うんで

す。漁業者としては、ここに洋上風力発電を建

設されたら、本当に死活問題になってくると思

うんです。

だから、このことについて、水産部としてど

のような対応をとっていこうとしているのか、

お尋ねしたいと思います。

【佐古漁政課長】私ども水産部といたしまして

も、この佐賀県沖の海域につきましては、地元

の漁業者の皆様にとって非常に重要な海域だと

いうように考えております。実際にその海域で、

たこつぼとか刺し網とか、漁業を営んでいる方

もいらっしゃいますし、県北方面での魚の回遊



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２１日）

- 84 -

の重要な魚道になっているというふうに考えて

いるところです。

ですから、水産部としては、地元の漁業者が

反対していらっしゃる状況の中では、この計画

が進んでいくのは適当ではないと思っています

ので、こういった考え方につきましては、昨年

10月にも佐賀県の担当課の方がこちらに来ら
れましたので、私ども水産部の方からもしっか

りお伝えをしたところです。

また、県の産業労働部とも認識をしっかり共

有させながら、このまま漁業者が反対している

状況の中で計画が進んでいかないように対応し

てまいりたいというふうに考えております。

【溝口委員】 わかりました。

私たちというか漁業者の皆さん方も、このこ

とについてはしっかりと捉えて、反対運動を本

格的にやっていかないと、何も言わなかったら

進んでいくのじゃないかという懸念があるわけ

です。

それで、水産部に佐賀県の担当課から来たと

いうことですけれども、ここで仕事をしようと

している事業者からの説明は、水産部の方に何

かあっているんですか。

【佐古漁政課長】この海域で計画をされている

事業者の方から水産部が説明を受けたという状

況は、今のところございません。

【溝口委員】 わかりました。

漁業者の方々が、本当にこれを理解して、い

いという結果が出るまではですね。今のところ、

その結果は出ないと思うんですよね。ここにし

てもらったら困ると、絶対反対の表明がされて

おりますので、水産部の中だけで判断すること

なく、漁業者の意見をよく聞いて判断をしてい

ただきたいと思いますし、産業労働部にもその

ように、水産部とよく話し合って決定していっ

てくださいということを言っておりますので、

今のところ絶対反対ということで伝えていただ

きたいと思います。よろしくお願いします。

【山下委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようでございますの

で、次に、政府施策に関する提案・要望につい

て、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、次に、

所管事務一般について質問はありませんか。

【麻生委員】所管事項に載っていない事項でお

尋ねしたいんですよね。長崎のある事業者を訪

ねた時に、長崎魚市もそうですけれども、荷役

をする時に、いままでは地元のおばちゃんたち

が朝から出てきてくれて、選別をして荷揚げし

ていたと。だけど、今はもうはっきり言って、

そういう労働力がなかなか確保できない。船が

いつ入るかわからない、朝早いということで、

なかなか人が集まらないと、労働力不足という

ことがあって、ある企業が、選別機械を開発し

ておられました。これはおもしろい機械だなと。

どういうあれがあるんですかと聞いたら、特許

を取られて、今は開発中だと、引き合いもきて

いますという話があって、ぜひ進めていただき

たいという話をしたところだったんです。

現状として、船の荷分けをする時に、そうい



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２１日）

- 85 -

う人がいなければ、沖合で船が待機しなくちゃ

いけない状況もあると聞いています。そういっ

たことについて県としては、補助事業だとか、

そういう事業者に対して、どういう。

今日は一部、補助事業を含めていろいろ検討

しましたけれども、そういう現場の荷分け作業

だとか、合理化とか省力化について、現状をど

う把握されているのかなと。併せて、いろいろ

な補助事業も含めてやっておられるのかどうか、

その点をちょっとお尋ねしたいんです、わかる

方がおられたら。

【渡邉水産加工流通課長】魚市場の荷捌きの問

題だと思います。委員ご指摘のように魚市場で

は、まき網等の魚があると選別機械を使って魚

を選別、分けております。サイズとか大きさと

か、そういうものをですね。

その点について、確かに松浦等で若干、機械

化して選別するような機械を入れて進めている

という話はございます。

ただ、長崎のまき網、大型まき網、大中まき

網で魚を水揚げした時に、非常に混獲、いろん

なものが入っているということで、その部分を

細かく分けていくのは、これから機械を入れて

もいろいろと調整していくことが必要だという

ふうに私たちは聞いております。そういう意味

も含めて、まだ現時点で完全的な実用化までは

至っていないと。

長崎魚市場でも、そういうことを含めてでき

ないかという相談は受けております。ただ、先

ほど言ったような問題があって、なかなかでき

ないねと。

現状の選別の仕方は、たくさんの人を使って、

人が魚を取って選別するという形式をとってお

ります。長崎魚市場は朝の5時、まき網につい
ては夜中の12時ぐらいから始めて昼までかか

るという作業になりますので、その部分でなか

なか人を集めることが難しいと、そういうとこ

ろで困っているということで、先ほどの政府施

策要望でもありましたけれども、外国人を雇用

できないかという議論があっております。そう

いう外国人についても要望する理由があるよう

に、なかなか選別だけで外国人を雇うことがで

きない、来て研修を受けていただくことができ

ない状況なので、その部分を何とか国に要望し

て、そういうところの制度を運用できないかと

いう話をしているところです。そういうことが

できれば、人の問題は解決するかもしれません。

ただ、このままずっと続けても、外国人が来

るのを待っていてもだめなので、業者としては、

先ほど言った機械を入れてやりたいとか、人件

費を上げて人を呼びたいとか、そういうふうな

ことをいろいろ工夫しながら、何とか乗り切れ

ないかということで進めているところです。私

たちも一緒になって、そういうところは進めて

いきたいと思っております。

ちなみに、長崎魚市場の選別機械については、

国と県で整備させていただいて、西棟にそうい

う選別機械が置かれているところです。松浦魚

市も同様に、国の補助金を入れて選別機械を入

れたという状況でございます。

【麻生委員】わかりました。いろいろ雑種が入

っているから、なかなか分けることが大変だと

いうことで。

ただ、産業労働部でもＡＩ、ロボット化とい

う話を一生懸命言っているわけですよ。まさに

知恵は現場にありという話があっていて。言わ

れたように人間の労働力に、人間のセンサーだ

とか目視にかなうものはないと思いますよ。そ

して、いろいろな形で条件も簡単にできるし、

そこに行けばできるわけですから、機械設置も
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されている。

ただ、時間的に朝が早いとか、夜中からとい

うのではなかなか人も集まらないし、外国人労

働者に頼るといっても、なかなかそういうハー

ドルがあってできんやろうと。

そういう垣根を超えて、今、ロボット化だと

かＡＩだとか、一生懸命にやって予算をつけて

いこうとしているのに、片方ではまだまだ、そ

ういうことをやらんばいかんとかという感じも

あるから、ここはやっぱり縦割りの壁を横串じ

ゃないけど、やっていただいて、こういったと

ころに予算をつけてくれよという形の連携をぜ

ひしてもらうと、地元の事業者も一生懸命やっ

て、前までなかったところを連携してやれるん

じゃないかと思っているところです。

だから、私が言うまでもなく皆さんご存じだ

と思いますけれども、そういう事業者のところ

に行って、連携しながら予算をつけてあげると、

開発を後押しすることが大事じゃないかと思っ

ているんです。

そこら辺のことについて、ぜひご検討いただ

きたいと思いますけれども、お考えはどうでし

ょうか。

【渡邉水産加工流通課長】当然このことについ

ては、地元の方々、業者の方々としっかりとお

話をしながら進めていかなければならないんだ

と思っています。特に、選別機械について言え

ば、まだまだ技術的に開発して改良していく余

地があります。そういうところも含めて、どう

いうふうなものがいいのかというのをよく協議

して、企業なども入れて話を進めていきたいし、

使えるような制度的なものも勉強させていただ

いて、対応していきたいと考えております。

【麻生委員】わかりました。この点については

よろしくお願いします。

離島も含めて、漂着ごみといいますか、海洋

ごみを含めてプラスチック関係が言われている

んです。対馬でも壱岐でも、漁民の方に出てい

ただいて回収をしていただき、これが漁民の一

部の収入にもなっているということです。機械

化ができない、そういう意味での人海作戦をや

っていらっしゃるんです。マイクロプラスチッ

クの問題も出ているので、放置はできないだろ

うということで、これに対して水産部として、

漁民の皆さんと連携をとってやっていらっしゃ

るとは思いますけれども、今後、魚の問題、品

質だとか、いろいろ関わってくるので、その除

去を漁協と連携してやるのか。

荷揚げしたプラスチックは、塩分を含んでい

るから燃やせないので、まとめて島外に出して

いるわけですよね。そういった余分な負担もあ

ると。

この前、対馬に行って、発泡スチロールは減

容してやるという設備を一部、市としてとって

おられました。しかしそれは、10分の1とか5分
の1、4分の1も処理できなかったと思っていま
すけれども、結構出ているんです。

だから、連携しながら漁場を守ると。さっき

磯焼けの問題もありましたけれども、いろいろ

考えると、プラスチックの漂着ごみとか、海を

守っていく形については大事だと思うんです。

これについて、水産部としての取組、また環境

部との連携はどういう形で行っておられるのか、

お尋ねをしたいと思います。

【太田漁港漁場課企画監】委員が言われました

のは漁業者の取組だと思うんですけど、県の方

では水産多面という事業で、漁業者が漁場を保

全する活動ということで取組を行っております。

また、コロナ対策事業でも漁業者の取組とい

うことで７地区ほど実施しております。
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それと有明海クリーンアップ事業というもの

がありまして、それも橘湾、有明海周辺の漁業

者がごみを回収したりということに対して助成

を行っております。

【麻生委員】 対馬で、含めて今、環境で5億円
近く予算が出ているんですよ。それはご存じだ

と思いますけれども、後で調べてください。

私が言いたいのは、漁民がやっているんだけ

ど、もちろん入り江があるから、なかなか入り

づらいところも行ってらっしゃるんですよ。だ

けど、何というかな、生産性に合わないような

ね。労働対価はあるかもしれんけど、ごみがな

かなかそんなに集まらないと。だから、もっと

効率的にね、船を造るぐらいしてやる、海を守

るという観点からできないのかなという感じで

すよ。

これは、今日は提案だけしますので、ご検討

いただきたいと思うんです。漁民の皆さんがプ

ラスチックの取組をされています。それは収入

になっているから、それがだめだという話では

ないんだけど、生産性も悪いし、昔ながらの網

か何かですくっていくような形ですよ。もっと

きちっとした形で、生産性が上がるきちっとし

た船舶を造るとか、そういったごみから海を守

っていくような形ができないのかなと。

海岸清掃の部分については、ちゃんとした一

部の皆さんがボランティアとか学校の関係を含

めてやっている。この前、対馬では松本さんな

んか、ボランティアを一生懸命やったんでしょ

う。そういう形で話をしてくださいよ。よくわ

かっているでしょう。そういう取組をやるべき

だと思っているんです。松本さん、取組をされ

たと思いますので、ボランティアを含めてどう

いう形でやっておられたのか、合理的なことな

のか、状況をちょっと教えてもらえませんか。

【松本漁港漁場課長】 私は対馬にいましたが、

ごみは、きりがないぐらい毎年発生しています

ので、それを漁民の皆さんとか関係者の皆さん

で、まず集めていただいて、それを今度は環境

部の予算とか、多面的とか、様々な事業予算を

使って処理まで持っていきます。

また、処理についても市町との調整があるん

ですけど、市町が一般廃棄物として処理してく

れる分は市町にやる、そうじゃないところは基

本的に産業廃棄物で出すとか、やっぱり市町村

との連携も含めながら調整するところは出てく

るとは思います。

ただ、結局はありとある海岸に着くので、や

っぱり人海戦術というところがですね。もうそ

れしかないのかなという思いはしていました。

処理の方法として、何か新たな機械とかでき

た時に、どこが買うかというのはあると思うん

ですけど、そういう処理の方法も出てくるんじ

ゃないのかなという思いはしているところです。

【麻生委員】 私は、環境は関係なくて、海を守

るという観点からどうしていくかということを

ね。マイクロプラスチックの問題もあって、そ

ういうことも言われてくるでしょうから、安

心・安全な魚を捕ってもらうという観点から、

何らかの形の対策をぜひお願いしたいと思って

います。以上です。

【山下委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時３４分 休憩 ―

― 午後 ２時３４分 再開 ―

【山下委員長】 再開いたします。

ここで、換気のため休憩をします。再開を14
時45分としたいと思います。

― 午後 ２時３５分 休憩 ―
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― 午後 ２時４５分 再開 ―

【山下委員長】それでは、委員会を再開いたし

ます。

ほかに質問はありませんか。

【中山委員】それでは、漁業所得向上対策につ

いて。水産部が行う事業全てが、これに直結し

ているんじゃないかと思いますし、ある面、水

産部の成績というか、部としての事業効果とい

うか、そういうこともこれではかれるのかなと

いう感じもするわけであります。

まず、その一つとして、説明資料にあるスマ

ート漁業等推進会議と経営指導サポートセンタ

ーが連携して、経営計画策定指導や漁労機器の

整備等、収益性の高いモデル経営体に取り組ん

できたということで、平成27年度から7年間で
692経営体の経営計画を策定したということで
ございました。

今後、692経営体をどの程度まで拡大してい
こうと考えているのか、まず基本的なことを教

えてくれますか。

【齋藤水産経営課長】所得向上対策につきまし

ては、委員がおっしゃったとおり、実績といた

しましては平成27年から令和2年までで592件、
それから令和3年から令和5年で、少し予定も入
りますけれども、プラス100件で692件の経営指
導をしてきた、または予定の数字でございます。

最終的な目標に関しましては、この692件が、
令和5年度までの経営指導の実績なり予定とい
う形になるかと思っております。

その中で、やはり所得の向上を目指していか

なければいけないというところで、令和元年度

に経営計画を策定した方につきましては、今の

ところ6割の方が所得の向上が出ている状況に
ございます。

令和2年度に経営計画を策定した方は、今現
在、5割が所得の向上に至っているところで、
やはり少しコロナウイルスの影響もあって、な

かなか厳しい状況で、本来であれば皆さん所得

向上していただきたいところであったんですけ

れども、今現在はそういう状況にございます。

今後につきましては、もう少し所得を上げて

いただきたいところもございますので、フォロ

ーアップを中心にやっていきたいというふうに

思っているところでございます。

【中山委員】実績等について、令和元年度に経

営計画を出した人の6割程度が所得向上したと
いう話もありましたので、一定効果は出ている

んだろうと思います。

そこで、この692経営体の従事者数がどの程
度いるのかと、併せて生産高というか売上高と

いうのか、この692経営体を総合して、どの程
度のものになっているのか、お尋ねしたいと思

います。

【齋藤水産経営課長】 この692件には、1人乗
りの船の方もいらっしゃいますし、雇用をされ

て操業している方もいらっしゃいますので、現

在、その方々全員に関して、どれぐらいの方が

雇用されて操業されているというところのデー

タがないので、お答えできかねるところでござ

います。申し訳ございません。

所得の最終的な目標ということであれば、こ

れまで経営指導をしてきた中でずっと伸びてき

ているということで、例えば県北地区の船びき

網で3割ほど所得率が上がっているという実績
もございますし、五島地区の一本釣りで所得率

が4割上がっている実績もございます。そうい
った優良事例を最終の到達点というような目標

で、そういった方々を見習いながら、ほかの方々

にも追随していただきたいというようなところ
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で取り組んでまいりたいと思っております。

【中山委員】私がなぜ聞いたかというと、優良

経営体692団体に頑張っていただいて、全体の
水産業の生産を上げることによって、関係する

漁民が1万人ぐらいおったかな、そこを上げて
ほしいと、その中核がこれじゃないのかなとい

う認識のもとに質問したわけでありましてね。

ここにどれだけの従事者、経営者がおるのか

を把握するとともに、この中でどれだけの生産

高が上がっているのか、どういう推移できてい

るのか、この辺をまずもって明確に捉えていく

必要があるのではないかと思いますので、ぜひ

ひとつ、今後、把握に努めていただきたいと思

います。

そこで、次に具体的に。3つの事業をやるよ
うになっていますね。次世代型漁業を目指して、

漁業技術ベースアップ講座、パソコンを用いた

漁業経営管理ＩＣＴ講座の開催とかあります。

講座を開催することはいいと思いますけど、

692経営体の中でどの程度受講されたのか、そ
して、どのような成果が考えられたのか、まず

そこをお尋ねしたいと思います。

【齋藤水産経営課長】スマートの関係の事業に

つきましては、漁業者の奥様方も対象にして、

まずは税金の申告関係で青色申告に移っていた

だくところも目指しながら開催している部分で

あるとか、スマート漁業の最先端の機器がどの

ように経営の改善に役立つのかといったところ

で最新の機器を紹介するとか、そういった中で

ずっと取り組んできているところでございます。

それで、具体的にどれくらいの方々が受けた

かということでございますが、すみません、ち

ょっとお時間を。

【山下委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時５３分 休憩 ―

― 午後 ２時５３分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開します。

【齋藤水産経営課長】漁業技術ベースアップ講

座につきましては、令和3年度の実績で、例え
ば最先端の漁労機器、養殖のスマート化といっ

た中で、県の漁業士連絡協議会の方々を対象に

県庁で開催をして、参加が31名、そのほか諫早
市の諫早湾漁協であるとか、小値賀町、五島市、

新上五島町、壱岐市、西海市、対馬市、佐世保

市で様々な講座を開催して、令和3年度につき
ましては171名の方が受講された実績が出てい
るところでございます。

【中山委員】 171名、これが多いのか、少ない
のか、なかなか難しい判断でありますけれども、

171名が受講した中で、その効果について、聞
き取り調査とかアンケート調査とか、やってい

ますか。

【齋藤水産経営課長】来られた方々の中に機器

に興味を持つ方もいらっしゃいまして、アンケ

ートを取ったところ、中で説明した機器を購入

したいという要望が出てきているとか、講義が

終わった後に講師の方と名刺交換をされて、そ

の後、多分、個人的に連絡をとられているんだ

と思います。そういった方々もいらっしゃった

ことで、効果が出てきているのではないかなと

いうふうに思っております。

【中山委員】効果については一部理解しないで

はないですけれども、これは経営をよくしよう

という事業の一つですよね。そうなると、具体

的に692経営体があって171名が参加したそう
でございますが、これが経営に何かブラスの影

響が出てきているんですか。経営体の経営に、

この事業効果があったのか。
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【齋藤水産経営課長】 先ほどの692経営体と今
回の171名が全くイコールということではござ
いません。この171名は、将来的にそういった
機器を購入したいとか、そういったところに興

味がある方が参加されていますが、そこが全く

一致しているかというと、一致はしていないと

ころでございます。

ただ、聞かれている方々の中には、青色申告

の導入をされたり、経費の負担を低減している

と、そういったところで経費削減による所得の

向上が図られている方もいらっしゃるというこ

とでございます。

【中山委員】優良経営体を育成する目的ですか

ら、事業で講座をした効果について、その機器

を欲しい人がおったかもしれんけれども、実質

的にどういう効果があるかについては、もう少

し県民にわかるような説明の仕方が、まだ工夫

が要るんじゃないかなと思うんです。ぜひ、そ

の辺をちょっと工夫してほしいと申し上げてお

きます。

先ほどの説明資料の中で、「今後とも漁業者

の所得向上を進めてまいります」と、こういう

形で締めている。その前には、あなたが言うた

ように「フォローアップ活動を強化し」と書い

ている。

そうなると、ちょっと意地悪かもしれんけれ

ども、今までにどのような効果があって、今後、

所得向上に向けてどう期待できるのか。先ほど、

令和元年度で6割程度ということでありました
が、この692経営体の中身について、所得向上
の内容について、もう少し詳しく説明していた

だけますか。

【山下委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時５９分 休憩 ―

― 午後 ３時 ３分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開します。

【齋藤水産経営課長】地域別で少し分析をして

おりまして、売上高とか所得の増加、減少した

という数字を押さえているところでございます。

その中で少し選抜をして、対象者200名に調査
をかけているところでございまして、まず県央

地域の17名の方を対象にして調査をしたとこ
ろ、維持または売上が増加になっている方が15
名、所得が維持・増加になっている方は11名と
いう結果が出ているところでございます。

県南地域におきましては、対象者16名の中で
売上が維持・増加が13、所得の維持・増加が12
という数字が出ております。

県北地域は50名で、売上の維持・増加が28名、
所得の方が29名、下五島の29名を対象にして22
名が売上の維持・増加、所得で18名が増という
ふうになっております。

上五島では、13名対象で8名が売上の維持・
増加、5名が所得の維持・増加となっています。
壱岐では39名で、14名が売上の維持・増加、

所得の方では13名。
対馬では36名を調査いたしまして、18名が売
上の維持・増加、所得の方は16名が維持・増加
ということで、合計いたしますと、200名中、
売上が維持・増加になっているのが118名、そ
して所得が上がっている方が104名という分析
の結果が出ているところでございます。時間が

かかりまして申し訳ございませんでした。

【中山委員】 200名についてはわかりましたけ
れども、できれば、また追加して692名につい
て可能な限り調査してほしいと思います。

その節に地域別、長崎県南とか言いましたけ

ど、地域別に優良経営体が幾らいるのかという
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のを、そこの全体がわからんもんやから理解し

にくかとばってんが、そこも含めて資料提出を

よろしくお願いしておきたいと思います。

最後にあと一つ、漁業者一人当たりの県民所

得が直近でどうなっているのか。ここを上げて

ほしいし、皆さん方の効果でこれが上がってき

ているのかどうか、これを聞きたいがために今

まで質問したわけでございますので、漁業者一

人当たりの県民所得の推移と現状、どれだけに

なっているのか、教えてくれますか。

【佐古漁政課長】漁業者一人当たりの平均所得

額というものを水産部で把握しておりますのが、

国の浜の活力再生プランという事業がございま

して、漁業集落全体で漁業者の方、漁協、市町、

県で連携をして所得向上を目指すという事業で

す。ここの中で、私どもが把握しております平

均の所得額、直近で令和2年の数字ですけれど
も、県全体の平均で257万3,000円です。地域別
に見ますと、県北地域が高い状況で、それから

離島地域も若干高いと、県央・県南地域が低い

という地域別のバランスになっております。

ちなみに、令和2年の257万3,000円は、その
前年と比べますと21％の増、令和元年が212万
4,000円でございましたので、約2割の増という
ことでございます。

ただ、さらに過去をさかのぼりますと、やは

り資源の動向等の影響もございますので、年に

よって上がったり下がったりを繰り返しながら、

直近の数字が今申し上げたとおりでございます。

水産部としまして、水産業振興基本計画の中

で令和7年には、今申し上げた数字を県全体の
平均として272万9,000円まで引き上げると、考
え方としましては、毎年2％ずつ向上させると
いう目標を掲げて取り組んでおります。

ただ、今申し上げましたのはあくまでも集落

全体の数字でございますので、先ほどから議論

の、いわゆる優良経営体といいますか、ばりば

り漁業をやられている方以外も含んだ数字です

ので、そういうふうにご理解いただければと思

います。

【中山委員】 今の漁政課長の話を聞けば、257
万円で、前年度からすれば上がっているという

ことであるので、短期的に見れば効果があって

いるのかなという感じがするけれども、長期的

に見らんばいかんなという部分もあるので何と

も言えません。

いずれにしても、平均が257万円というのは
低いですよね、全体的にね。それをどう上げて

いくかということについて、今までも頑張って

きたと思いますけれども、先ほど言うたように、

優良経営体を中核としながら、さらなるレベル

アップ、272万円という話もありましたけれど
も、ぜひこれを早く達成して、上げていかんこ

とにはなかなか、はっきり言うて飯が食えぬ以

上は後継者も出てこないわけでありますから、

漁業者も高齢化していますので、難しいとは思

いますが、所得向上にさらなる努力をしていた

だきますように要望をしておきます。

【山下委員長】 ほかにありませんか。

【中村(泰)委員】私からは、価格高騰に関して、
2つお尋ねいたします。
まずはスケソウダラの価格高騰についてでご

ざいます。かまぼこを製造されている水産加工

業の方々と話をすると、これまでロシアから入

ってきたスケソウダラが、やはり今の状況下、

価格がかなり上がってきているというお声をい

ただいております。

そこで、県内加工事業者の皆さんの価格高騰

に関する状況についての県の認識を、まずはお

伺いします。
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【桑原水産加工流通課企画監】委員おっしゃる

とおり、かまぼこ業者、あるいは県内ですり身

をつくっている業者からの話で、スケソウダラ

の魚価が高騰して、スケソウダラすり身の価格

が、昨年度も既に3割高とかになっておりまし
て、今年度は通常から比べると5割以上高い値
段になっていると聞いております。

それがなかなか、かまぼこの価格に転嫁でき

ないので、非常に苦慮しているという話は聞い

ております。

【中村(泰)委員】 まさにその話で、5割といっ
た数字、非常に驚いたところです。なかなか値

段を上げられないといったお悩みをいただいた

ところです。

非常に難しいとは思うんですけれども、今回、

農業支援で飼料補助が農業の方ではございます。

なかなかここの支援は難しいのかなと思いなが

ら、今回、プロペラの清掃とか、価格高騰に関

する支援がございましたが、水産加工業の方に

対する直接的な支援は、ちょっと難しいとは思

うんですけれども、現在どのように考えておら

れるのか、ご答弁をお願いできないでしょうか。

【桑原水産加工流通課企画監】すり身自体は中

間素材になるんですけれども、当然それは魚か

らつくる加工品でもありまして、なかなか現状

では補助は難しいというのが我々の判断でござ

います。

【中村(泰)委員】 なかなかですね、ご支援がで
きればというところで、私も、お話をその事業

者の方からお伺いしながら、苦慮をしたところ

なんです。

国ではどんなことをやってといるのかなと思

って見ますと、水産加工原材料調達円滑化緊急

対策事業というのがあって、ただこれも、直接

支援をするわけじゃなくて、調達先を変える方

に関して、それに関わる費用を助成するといっ

たような内容だったんです。現状は、私として

はこういったところしか気づきはなかったんで

す。今、直接的には難しいとおっしゃっていま

したけれども、引き続き、事業者の方の支援策

を検討いただければと思います。

次の質問ですけれども、鋼材の価格について、

漁港漁場課にお尋ねいたします。

今回の繰越事業の中に、全国的な鋼材需要の

高まりにより資材の納入遅れが出てきていると、

これは特に土木関係に関して言われるような内

容かなと思います。

先ほど5割のスケソウダラの価格高騰という
話がございましたけど、鋼材も結構上がってき

ていると聞いております。私もあまり勉強して

いないんですけど、スライド条項とか、こうい

ったものが発動して契約価格の変動はないのか

なと危惧するところです。現在の状況について、

お伺いできないでしょうか。

【松本漁港漁場課長】燃油とか鋼材の資材価格

の高騰によって、1％までは業者で負担という
のがあるんですけど、それ以上に増えた時は、

契約書の中でスライド条項とうたっていますの

で、それに基づいて対応する形になっておりま

す。

私は対馬に去年いたんですけど、やっぱり鋼

材が高騰していたので、スライド条項を適用し

て、その分の費用を見たことはあります。ただ、

全体契約額に対しての何パーセント以上という

ところなので、なかなか出ないんですけど、そ

ういう場合があれば確実に、業者からの申請に

基づいて確認して、契約に基づいて事業費を上

げる、工事費を上げる対応はとっているところ

です。

【中村(泰)委員】 そういった状況にあるという



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２１日）

- 93 -

ことで認識をしたところであります。以上です。

【山下委員長】 ほかに質問はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】ほかに質問がないようですので、

水産部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時１６分 休憩 ―

― 午後 ３時１６分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、水産部関係の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、6月23日は午
前10時から委員会を再開し、農林部関係の審査
を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時１７分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和４年６月２３日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時２６分

於  委 員 会 室 ４

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山下 博史 君

副委員長(副会長) 坂口 慎一 君

委 員 八江 利春 君

〃 中山  功 君

〃 溝口芙美雄 君

〃 浅田ますみ 君

〃 深堀ひろし 君

〃 山本 由夫 君

〃 麻生  隆 君

〃 宮島 大典 君

〃 中村 泰輔 君

〃 清川 久義 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

農 林 部 長 綾香 直芳 君

農 林 部 次 長 吉田 弘毅 君

農 林 部 次 長 渋谷 隆秀 君

農林 部参事 監
（農村整備事業・諫早湾干拓担当）

鈴木 豊志 君

農 政 課 長 苑田 弘継 君

農政 課企画 監
（スマート農業･技術普及担当）

一丸 禎樹 君

団体検査指導室長 村岡 彰信 君

農山村振興課長 村木 満宏 君

農業 経営課 長 溝口  聖 君

農産 園芸課 長 清水 治弥 君

農産加工流通課長 長門  潤 君

畜 産 課 長 富永 祥弘 君

農村 整備課 長 野口 和弘 君

諫早湾干拓課長 安達 有生 君

林 政 課 長 永田 明広 君

森林 整備室 長 髙橋 祐一 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山下委員長】それでは、委員会及び分科会を

再開いたします。

これより、農林部関係の審査を行います。

分科会に入ります前に、理事者側から、今回

の委員会から新たに出席することとなった幹部

職員の紹介を受けることにいたします。

【綾香農林部長】おはようございます。農林部

長の綾香でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

本日、新たに出席しております農林部関係の

幹部職員を紹介させていただきます。

〔幹部職員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【山下委員長】 ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【山下分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び報告議案を議題といたします。

農林部長より、予算議案及び報告議案の説明

を求めます。

【綾香農林部長】農林部関係の議案等について
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ご説明をいたします。

予算決算委員会農水経済分科会関係議案説明

資料及び予算決算委員会農水経済分科会関係議

案説明資料（追加1）をご用意ください。
まず、説明資料（追加1）の方をお開きくださ

い。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第69号議案「令和4年度長崎県一般会計補正予
算（第3号）」のうち関係部分、第85号議案「令
和4年度長崎県一般会計補正予算（第5号）」の
うち関係部分、報告第4号 知事専決事項報告

「令和3年度長崎県一般会計補正予算（第23号）」
のうち関係部分、報告第6号 知事専決事項報告
「令和3年度長崎県農業改良資金特別会計補正
予算（第2号）」、報告第7号 知事専決事項報告
「令和3年度長崎県林業改善資金特別会計補正
予算（第2号）」、報告第8号 知事専決事項報告
「令和3年度長崎県県営林特別会計補正予算
（第3号）」であります。
次に、説明資料の1ページをお開きいただき、

下段をご覧ください。

初めに、第69号議案「令和4年度長崎県一般会
計補正予算（第3号）」のうち関係部分について、
ご説明いたします。

令和4年度当初予算は、知事選挙と予算編成
時期の関係により骨格予算であったため、今回

の補正予算においては、新しい長崎県づくりの

実現に向け、必要な経費を計上しており、歳入

総額は38億8,153万3,000円の増となっており
ます。

2ページをお開きください。歳出総額は68億
9,766万6,000円の増となっております。
補正予算の主な事業については、後ほど関係

課長から補足説明をさせていただきますので、

割愛させていただきます。

次に、6ページをお開きいただき、下段をご覧
ください。

（債務負担行為について）

「農業近代化資金利子補給費」は、令和4年度
中における総額19億7,000万円の範囲内で承認
予定の融資に対し、令和5年度以降に要する利
子補給について、令和4年度中における融資の
範囲を総額30億円以内に変更するものであり
ます。

再度、説明資料（追加1）の1ページをお開き
いただき、下段をご覧ください。

次に、第85号議案「令和4年度長崎県一般会計
補正予算（第5号）」のうち関係部分についてご
説明いたします。

この補正予算は、国において決定された「コ

ロナ禍における原油価格・物価高騰等総合緊急

対策」等に適切に対処するため、必要な予算を

追加しようとするものであり、歳出総額は5億
1,587万円の増となっております。
補正予算の内容については、こちらも後ほど

関係課長から補足説明をさせていただきますの

で、割愛させていただきます。

再度、説明資料に戻っていただき、6ページの
下段をご覧ください。

次に、先の3月定例会の予算決算委員会にお
いて、専決処分により措置することについてあ

らかじめご了承をいただき、令和4年3月31日付
けをもって専決処分させていただきました事項

についてご報告いたします。

はじめに、報告第4号 知事専決事項報告「令
和3年度長崎県一般会計補正予算（第23号）」の
うち関係部分につきましては、歳入面で国庫支

出金等が最終的に確定したこと及び歳出面で年

間執行額が確定したことなどに伴うものであり、

歳入総額は1億5,017万5,000円の増、歳出総額



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２３日）

- 96 -

は11億9,230万9,000円の減となっております。
8ページをお開きください。
次に、報告第6号 知事専決事項報告「令和3

年度長崎県農業改良資金特別会計補正予算（第

2号）」につきましては、事業の決定に伴うもの
であり、歳入、歳出それぞれ122万3,000円を減
額いたしております。

次に、報告第7号 知事専決事項報告「令和3年
度長崎県林業改善資金特別会計補正予算（第2
号）」につきましては、事業の決定に伴うもの

であり、歳入、歳出それぞれ70万1,000円を減額
いたしております。

次に、報告第8号 知事専決事項報告「令和3年
度長崎県県営林特別会計補正予算（第3号）」に
つきましては、事業の決定に伴うものであり、

歳入、歳出それぞれ926万7,000円を増額いたし
ております。

次に、「令和3年度長崎県一般会計歳出予算繰
越明許費繰越計算書報告」の関係部分、また、

9ページから10ページにかけての「令和3年度長
崎県一般会計歳出予算事故繰越し繰越計算書報

告」の関係部分、「令和3年度長崎県県営林特別
会計歳出予算繰越明許費繰越計算書報告」及び

「令和3年度長崎県県営林特別会計歳出予算事
故繰越し繰越計算書報告」につきましては、そ

れぞれ記載のとおりであり、後ほど関係課長か

ら補足説明をさせていただきますので、割愛さ

せていただきます。

以上をもちまして、農林部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。

【山下分科会長】 次に、補足説明を求めます。

【苑田農政課長】私の方から、補正予算につき

まして、補足してご説明をさせていただきます。

なお、追加提案をさせていただいております

補正追加予算案につきましては、後ほど農産園

芸課長及び畜産課長からご説明をさせていただ

きます。

お配りしております補足説明資料のうち、中

央部の括弧書きに、「6月補正予算 計上事業一
覧」と記載のある資料と、もう一点、「6月補正
予算 主な計上事業」という記載のある資料の2
点をお願いいたします。

補正予算の全事業につきましては、「計上事

業一覧」と記載のあります資料に表形式でお付

けいたしているところでございますが、このう

ち、主な計上事業につきまして、もう一つの資

料の「主な計上事業」と記載のあります資料に

基づいてご説明をさせていただきたいと思いま

す。

1ページをお願いいたします。
次世代農業女子発見・育成事業費でございま

す。ポンチ絵がついている資料になります。

こちらは、当初予算に計上いたしました農業

経営に参画意向のある女性農業者と、既に地域

で活躍されている女性農業者との交流等により

ます意識醸成の取組に加えまして、今回新たに、

地域農業を牽引する農業女性リーダーを育成す

るためのスキルアップ研修会の開催などに要す

る経費としまして、102万2,000円を計上してい
るところでございます。

2ページをお願いいたします。
グリーン農業産地化チャレンジ事業費でござ

います。

環境負荷低減など人や地域に優しいグリーン

農業への転換を推進するための県ビジョンの策

定や、栽培技術の開発・実証、九州・長崎ＩＲ

などへの地元農畜産物の供給等を見据え、産地

づくりに向けた先進事例調査などを実施するた

めの経費として、2,888万4,000円を計上いたし
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ております。

3ページをお願いいたします。
稼ぐ農山村チャレンジ支援事業費としまして、

農山村地域の稼ぐ仕組みづくりを推進するため、

その拠点となり得る農産物直売所の人材育成や

体制強化に係る支援のほか、農泊の推進に向け

た受入体制整備や誘客促進に係る取組の支援に

要する経費としまして、867万8,000円を計上い
たしております。

4ページをお願いいたします。
デジタル鳥獣対策サポート推進事業費としま

して、スマートフォンの捕獲アプリを活用しま

して、捕獲従事者が捕獲位置などの情報を現場

で入力し、データを一元管理・見える化するこ

とで事務負担の軽減だけではなく、捕獲情報に

基づき、被害が出る前に防護柵を効果的に設置

するなど、迅速な被害防止対策を可能にするシ

ステム構築のための経費として、951万3,000円
を計上いたしております。

続きまして、5ページと6ページは新規就農者
への支援策でございます。

まず、5ページですが、新規就農者の初期投資
の負担軽減のために、ＪＡが中古ハウス等のリ

ース事業を行う場合、その取得に係る経費の一

部の支援等を行う経費として、824万3,000円を
計上いたしております。

次に、6ページをお願いいたします。農業次世
代人材投資事業費でございます。認定新規就農

者が機械等を導入する際、国2分の1、県4分の1
の割合で補助する経営発展支援事業並びに地域

における研修農場の整備への支援事業が国にお

いて新たに創設されましたことから、それらの

実施に係る経費として、2億6,500万円を計上い
たしております。

7ページをお願いいたします。

野菜産地力アップチャレンジ事業費としまし

て、実需者ニーズを踏まえて本県野菜の付加価

値向上等に取り組む産地に対しまして、ロード

マップの策定や新たな生産方式の実証等を支援

するための経費として、760万6,000円を計上い
たしております。

8ページをお願いいたします。
デジタル園芸・デジタル畜産サポート推進事

業費でございます。

これからの本県の農業振興に必要なスマート

農業の普及拡大を図るための栽培管理や飼養管

理に係るマニュアルを作成するため、若手農家

を中心に長崎型統合環境制御機器や、ＩＣＴ機

器を導入し、データの収集・解析等を行うため

の経費としまして、合計で1億9,047万9,000円
を計上いたしております。

9ページをお願いいたします。
ながさき農産物輸出促進事業費として、農産

物の輸出拡大を図るため、県内の流通事業者等

と連携し、検疫等の輸出障壁が低いシンガポー

ルやマレーシア向けの新たな輸出ルートの開拓

や、アメリカへの青果物等の輸出拡大に向けた

市場ニーズ等の調査などに要する経費として、

675万6,000円を計上いたしております。
10ページと11ページは畜産関係の新規事業
でございます。

まず、10ページの肉用牛につきましては、新
規就農者の確保・定着を図るため、農協等が実

施する新規就農者の導入牛の預託受入れ施設整

備等への支援のほか、肉用牛改良センターにお

ける肥育部門でのＩＣＴ技術の実証やコスト縮

減等に向けた放牧場の整備を支援するための経

費として、1,985万3,000円を計上いたしており
ます。

次に、11ページをお願いいたします。
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養豚の生産性向上のための高能力母豚への更

新や、豚舎の補改修等の支援に係る経費として、

1,295万3,000円を計上しております。
最後に、12ページをお願いいたします。
森林のめぐみ効果拡大事業費でございます。

特用林産物の振興を図るため、対馬しいたけ

の販売・流通促進等に向けた取組の支援や、五

島ツバキの実の効率的な収穫に資する研究等を

実施するための経費として、153万9,000円を計
上いたしております。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【清水農産園芸課長】 おはようございます。

農産園芸課の補正予算につきまして、補足説

明をさせていただきます。

補足説明資料、令和4年度6月補正予算（追加
1）計上事業一覧の1ページをお開きください。
農業資材価格高騰対策緊急支援事業費としま

して、4億761万1,000円を計上しております。
事業の具体的な内容につきましては、2ペー

ジをご覧ください。本事業は、コロナ禍におき

まして、燃油・肥料の価格が高騰し、農林業の

生産コストが上昇する中、価格高騰の影響を受

けにくい生産体制を整備するため、燃油及び肥

料の使用量低減に資する資機材の導入を支援す

るものです。

具体的には、燃油価格高騰対策としまして、

燃油の使用量の削減が期待できるヒートポンプ

や二重カーテン、環境制御装置などの導入を支

援することとしております。

また、肥料価格高騰対策としまして、肥料の

施用量を削減できる側条施肥田植機や側条施肥

機、うね内部分施肥機などの導入を支援するこ

ととしております。これらの支援を通じて、資

材高騰の長期化に備えるとともに、県内の農業

者の皆様が将来も安心して営農を継続できるよ

う、関係機関と連携し、しっかりと対応してま

いりたいと考えております。

以上で補足説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【富永畜産課長】畜産課関係の補正予算につい

て、補足説明をさせていただきます。

説明資料、令和4年度6月補正予算（追加1）計
上事業一覧の3ページをお開きください。
今回、畜産課の補正予算として計上しており

ますのは、飼料価格高騰緊急対策事業費1件で、
1億825万9,000円となっております。
事業の具体的内容につきましては、4ページ
をご覧ください。本事業につきましては、コロ

ナ禍において、飼料価格高騰により経営が圧迫

されている畜産農家に対して緊急的な支援を行

うため、配合飼料価格安定制度、生産者積立金

の一部支援及び単体飼料購入農家に対する飼料

購入費の一部支援として、いずれもトン当たり

200円を支援するもので、1億825万9,000円を計
上いたしております。これらの支援を通じて、

今後とも県内の畜産農家の皆様が将来も安心し

て営農を継続できるよう、関係機関と連携し、

しっかり対応してまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【苑田農政課長】 引き続き、失礼いたします。

繰越額について補足説明をさせていただきます。

お手元にお配りしております、補足説明資料

の「繰越事業理由別調書」と記載のある資料を

お願いいたします。A4縦の表形式になった資料
でございます。
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1ページをお願いいたします。
繰越額につきましては、9月定例会、11月定例

会、1月臨時会及び3月定例会においてご承認を
いただいたところですが、その後の事業の進捗

に伴い繰越額が確定したことから、改めてご説

明をさせていただきます。

1ページの資料の中段の表をご覧ください。
農林部の繰越額の合計につきましては、左から

5番目になりますけれども、件数として1,011件、
金額で144億6,343万9,000円でございます。そ
のうち、経済対策が71件、67億9,045万1,000円、
災害復旧分が794件、23億920万5,000円であり
まして、経済対策分が全体の46.9％、災害復旧
分が全体の16％を占めております。
また、繰越理由の主なものでございますが、

上段の表の左側の欄をご覧ください。繰越理由

としましては、①事業決定の遅れによるものが

一番多く、こちらも左から5番目にございます
ように、件数で882件、102億2,944万6,000円と
なっておりまして、件数としては全体の87.2％、
金額で70.7％を占めております。
その他の繰越理由としましては、②の計画設

計及び工法の変更による遅れによるものが35
件、25億775万2,000円でございます。
主なものとしては、農業大学校施設整備費に

おきまして、ウッドショックの影響により、木

材の確保が困難な状況が生じたため、当初設計

から一部使用部材の見直しや見積り徴取業者の

変更等により入札時期が遅れ、年度内で工期を

確保できなくなったものなどがございます。

なお、課別の繰越額の内訳につきましては、

中段の表に記載しているとおりでございます。

2ページをお願いいたします。こちらは9月定
例会から3月定例会において繰越のご承認をい
ただいた繰越額及び課別の内訳を記載している

表でございます。

3ページから6ページには、事業ごとに実繰越
額の件数及び金額を記載いたしております。

恐れ入りますが、1ページにお戻りいただき
たいと存じます。1ページの一番下の四角囲み
をご覧ください。

前年度の繰越額と比較しますと、件数で210
件の増、金額としましては8億3,786万4,000円
の減となっております。増減の主な理由でござ

いますが、経済対策分では件数が14件、金額が
4億1,918万4,000円減少し、災害復旧費では件
数が215件、金額が5億7,859万9,000円の増とな
っております。また、経済対策と災害復旧費以

外で件数が9件の増、金額としては9億9,727万
9,000円の減となっております。
続きまして、事故繰越についてご説明させて

いただきます。

同じく説明資料の1ページでございますが、
上段の表の左側にあります事故繰越の欄をご覧

ください。こちらは令和2年度から令和3年度へ
繰り越した予算につきまして、令和3年度中の
完了が間に合わなかったことから、やむを得ず

令和4年度へ繰り越すものでございます。
農林部の事故繰越の額の合計は、中ほどの計

の欄のとおり、22件、8億7,159万7,000円でござ
います。

繰越理由としましては、②の計画設計及び工

法の変更による遅れが6件、3億2,069万1,000円、
③の地元との調整に日時を要したものが2件、
8,044万3,000円、⑤のその他が14件、4億7,046
万3,000円となっております。

7ページ以降に、各事業の事故繰越の理由を
記載しておりますが、今回、事故繰越が増加し

た主な要因といたしましては、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響等により、資材や機器の
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調達が遅延したことや、労務者の確保が困難と

なったこと、また、災害復旧工事の着手後に大

雨による新たな被害等が発生したことにより、

工法の検討等に不測の日数を要したものなどで

ございます。

なお、事故繰越となりました事業については、

全て福岡財務支局とは協議済みでございまして、

事故繰越の承認をいただいているところでござ

います。今後は、残る事業の早期完了に向けて

最大限努力してまいります。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【山下分科会長】 次に、提出がありました「政

策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業の計上状況）」について説

明を求めます。

【苑田農政課長】 続きまして、「政策等決定過

程の透明性等の確保及び県議会・議員との協議

等の拡充に関する決議」に基づく提出資料につ

いてでございます。

政策的新規事業の計上事業のうち、農林部関

係についてご説明させていただきます。

お配りしております資料の農水経済委員会資

料、産業労働部・水産部・農林部、中ほどに「政

策的新規事業の計上状況」と記載された資料を

ご覧いただきたいと思います。

1ページの下段からお願いいたします。A4横
の表がついている資料でございます。下段の3
つと2ページが農林部関係でございます。
こちらにつきましては、政策的新規事業に係

る予算要求内容についての査定結果を提出する

ものでございまして、農林部には、10事業の計
上状況を記載しているところでございます。

要求額と計上額に一部差が出ておりますが、

こちらは、予算編成過程において事業内容や事

務費等を精査したことなどによるものでござい

ます。

なお、この10事業は、先ほど補足説明させて
いただきました事業の中に全て含まれていると

ころでございます。

以上をもちまして説明を終わります。

よろしくお願いいたします。

【山下分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより予算議案及び報告議案に対する質

疑を行います。質疑はありませんか。

【山本委員】 1事業だけ、質問をさせていただ
きます。補足説明資料追加1の2ページ、農産園
芸課の農業資材価格高騰対策緊急支援事業費に

ついてです。

この中で肥料価格高騰対策ということで予算

が9,900万円で、側条施肥田植機などの資機材
購入費の2分の1を補助するということになっ
ているようですけれども、ここに例示されてい

るような機材が、大体幾らぐらいするものなの

か、件数的に何件ぐらいを想定しているのかと

いうことを、まずお伺いします。

【清水農産園芸課長】この肥料の施用量の低減

等に資する機械についてのお尋ねであります。

まず、側条施肥田植機としまして、これは田

植の際に、稲の株元にだけ局所的に肥料を施用

することで、田んぼ全面に肥料を施用した場合

に比べて肥料を節減できる、という機械でござ

います。こちらにつきましては1台当たり300万
円で、積算上20台の導入を計上しております。
また、野菜に使ううね内部分施肥機、これも

野菜の苗を植える際に、その株元に局所的に肥

料を入れる機械ですけれども、こちらにつきま

しては1台当たり100万円で、積算上51台を計上
しております。
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【山本委員】ありがとうございました。この事

業自体は理解するものですけれども、他県にお

いては、今回の6月補正予算で、肥料価格高騰の
影響を受けた農業者に対する直接的な支援を行

っている。例えば福岡県では、今年6月から来年
3月までに購入、使用した肥料代について、今年
度と前年度の差額、上昇分の2分の1を補助する
ということで、22億3,000万円という予算を計
上してあるようです。それから、お隣の熊本県

でも、7月から11月の秋肥の価格高騰対策費に3
億6,000万円ということで計上して、化学肥料
削減に取り組む農業者に対して、肥料費の増加

額の一部を助成すると。

それから、さらに、前回委員会で福井市がと

いうことを私がご紹介したかと思うんですけど、

今度は福井県の方でも、結局、県内の市町でも

肥料購入額の1割補助などの支援を行った上に、
県としても、作物に応じて10アール当たり
2,000円から1万1,000円というふうな補助を行
っていて、価格高騰分の半額程度を補助するよ

うな計算になるんじゃないかというふうな記事

といいますか、書類を見ました。ここは特に、

ハウスのビニール張替えによる資材高騰分につ

いても補助しようとしています。

そこで本県では、こうした農業者に対する直

接的な補助が今回なぜできなかったのかという

ことをお尋ねします。

それから併せて、これはお隣の佐賀県ですけ

れども、佐賀県は6月補正では上げていないよ
うですけれども、知事の記者会見の中で、状況

を見て9月に対応したいというふうなことを言
われている。ですから、本県についてもこうい

った9月補正、今後、直接的な支援ということも
ぜひやっていただきたいと思うんですけれども、

この点についてご答弁をお願いします。

【清水農産園芸課長】今回、補正予算で計上し

たのは、肥料なり燃油の使用量を節減するため

の機器、資機材の導入に対する支援ということ

で、これは今後も、燃油とか肥料が高止まりし

た際にもしっかり耐えられるように、先を見て、

燃油や肥料の高騰に耐えられるような生産体制

を整備するための事業です。

今、委員からご指摘のありました、短期的な、

目の前で肥料の価格が上がっているということ

に対する支援ですけれども、他県でそのような

動きがあることは承知しておりますが、他方で、

これまで、国のセーフティネット事業につきま

しては、燃油はあり、肥料はなかったんですけ

れども、先般の政府の物価・賃金・生活総合対

策本部におきまして、政府においても、この肥

料価格高騰対策、短期的な直接的な肥料費の高

騰対策としまして、化学肥料使用量の低減等に

取り組む農業者に対し、価格上昇による生産コ

ストへの影響を緩和する、新しい支援金の仕組

みを創設し実施するということで、総理からも

指示があったというふうに承知をしております。

ということで、今後、国の新たな直接的な支

援策というのをしっかり注視した上で、県とし

て、どのような対応が必要かというのをしっか

り検討してまいりたいと思います。

【山本委員】 ありがとうございました。今、課

長の答弁がありましたとおり、先般、岸田総理

自体が、秋肥の価格高騰対策に手を打つという

ことで、生産コストを最大1割程度引き下げる
というようなことをおっしゃっています。今後

の方向としても、今ご説明されたような形で、

肥料の急激な価格高騰に対する影響緩和対策の

仕組みを創設するという方向性は、一応、国の

方であるんだろうというふうに理解をしていま

す。
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根本的に国のみどりの食料システムであると

か、肥料コスト低減体系緊急転換事業というん

ですかね、こちらの方向性というのは当然理解

をしております。また、ウクライナの情勢を受

けて、国が肥料原料の安定調達に向けて、他国

に安定調達のための要請をされているというこ

とも大変重要なことだというふうに思うんです。

ただ、足元の肥料価格の高騰というのは、こ

れはもうある意味、非常事態だろうというふう

に思います。こうした中長期的な方向転換とい

うのは当然進めていかないといけないんですけ

れども、これと切り離して、やっぱり緊急的な

農業者に対する直接的な支援が必要だろうとい

うふうに思います。

現に、福岡県の記事等を拝見していると、国

が今後やりそうなんだけれども、まだそこの方

向性が見えないので、まず県でやりましたとい

うふうな感じなんです。ですから、前回委員会

の質疑の中で、燃料費に比べて、農家の経営コ

ストに占める肥料費の割合は1割弱というふう
なご答弁があって、低いというご答弁がありま

して、ただ、これは作物によって違うので、1割
を超えるようなものもあるだろうし、そもそも

今回の高騰、今後の高騰によってそれが倍にな

るというふうな話になってくれば、当然比率も

15％とか20％とか、そういうふうな話になって
くるんだろうなと思います。

何よりも、燃料費もですけど、肥料とか資機

材とかになると、関与する農業者の数が全然多

い。やっぱりその影響が大きいし、恩恵も大き

い、そういう政策をとることによって恩恵も大

きいんだろうなと思うんです。

ですから、こうした中長期的なことと緊急的

なこと、短期的なことというのを組み合わせて

いただいて、緊急的な肥料価格高騰対策につい

ても、ぜひ、国の制度を待つだけではなくて、

県としても取り組んでいただきたいというふう

に思うんですけれども、最後に農林部長からよ

ろしいでしょうか。

【綾香農林部長】今、委員からご指摘があって

いる肥料にとどまらず、今般、燃油とか餌とか、

ハウスの資材等、様々な農業用の資材が値上が

りをしております。それに当たりまして、今般、

6月10日の政府施策要望でも、肥料も餌も含め
まして緊急的に対策を講じてほしいという要望

をさせていただいているところでございます。

国の方でも、特にセーフティネットの制度が

なかった分について支援金制度を検討するとい

う方針を明らかにされたことから、県としても、

その動向はしっかり見据えつつ、農家の皆さん

が、先が見えずに大変お困りなところも数多く

団体の方からも聞いておりますので、しっかり

と農家の方が継続できるように、国の対策、さ

らに県としても、今後必要な対策が、打つべき

対策がないか等も含めて検討を重ねて、継続し

てまいりたいと思います。

今回は、まず恒久的な、将来にわたって資材

を、肥料費を軽減できる機器類の導入というこ

とで、まず第1段階として始めさせていただけ
ればと思います。

【山本委員】 ありがとうございました。

20年ぐらい前でしょうか、私がその資料を探
しきれなかったんですけれども、やっぱり同じ

ような形で、価格高騰の7割相当ぐらいを補助
したというふうなことがあったと聞いておりま

す。

それはそれで、いろいろと事務的な問題とか

もあったというふうには聞いているんですけれ

ども、そういった国の対策も期待したいと思い

ますし、また、時代も変わっていますから、積
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立方式も含めたような、いわゆる燃料価格みた

いなものとか、野菜価格であったり、そういっ

たセーフティネット的なところも検討されるの

かなというふうには思っているんですけれども、

そういった動きを注視していただきたい。

それから、農家とお話ししていると、20年ぐ
らい前のときに、肥料を盗まれたとかというふ

うな話を聞いて、「今回、かぎば買わんばいか

んかな」みたいな話をされているんです。そう

いった、高級じゃないですけど、高い商品にな

ってくるということで、変な方向も出はしない

かと懸念をしているところもありますので、そ

こも含めて、どうぞよろしくお願いいたします。

【山下分科会長】 ほかにありませんか。

【清川委員】 私の方からは、新規事業で、飼料

価格高騰緊急対策費、畜産課事業で、予算額1億
825万9,000円について質疑させていただきま
す。

コロナ禍に加えて、ロシアによるウクライナ

侵攻等々の国際状況悪化に伴う影響により、飼

料価格が高騰を続けている状況でございます。

県内の畜産農家は苦しい状況が続いていると思

いますが、県としては、飼料価格高騰に伴い、

生産者積立金の200円を緊急的に支援すること
としているが、この状態が今後ますます続いて

いくとなると、県としてはどのようなお考えを

持っているのか、お尋ねいたします。

【富永畜産課長】今後の飼料高騰による対策に

つきましては、畜産関係では、この対策をパッ

ケージとして中長期的に取り組む必要があるの

ではないかと考えております。各種の関係事業

を最大限に利用して、生産現場と連携して実施

をしたいと思っております。

まずは、当面の飼料価格の高騰の緊急対策と

しては、配合飼料価格安定制度によりまして、

畜産経営の飼料価格に及ぼす影響を少しでも緩

和するよう実施します。

次に、これらの影響により経営が悪化してい

る農家、生産者に対しては、資金対策として、

日本政策金融公庫から農林業セーフティネット

資金が、無利子無担保の融資が新たに創設され

ましたので、この資金をしっかりと周知をして

まいりたいと思っています。

次に、畜産経営の経営安定対策といたしまし

て、生産費が販売額を上回った場合に、その差

額の9割を補填する安定対策となるセーフティ
ネットがあります。こういったものを活用しな

がら、経営の安定化を図っていただきたいと考

えております。

また、技術対策といたしまして、現在飼養し

ている生産性の低い家畜の淘汰促進、能力の高

い優良家畜への導入転換により畜産経営の安定

化の支援を行いたいと思います。

さらに、飼料コスト縮減のために放牧の推進

とか、飼料作物、飼料米の増産、ＩＣＴ等を利

用した節約型の餌寄せロボットとか、そういっ

たものを可能な限り積極的に導入して、コスト

縮減に努めていきたいと考えております。

これらを一体的に組み合わせた対策を行うと

ともに、長期的には自給率向上のための新たな

施策もしっかり検討しないといけないと思って

おります。

【清川委員】ありがとうございました。課長も

ご承知のとおり、五島市におかれましては、こ

こ数年、若い方々、20代から30代の方々が、非
常に畜産に意欲を持ちながら、クラスター事業

によって50頭飼い、あるいは100頭飼いとか、
そういった生産者が急に増えてきているわけな

んです。

ずっと高値で子牛も取引されてきたんですけ
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ど、先般の競りで約10万円ぐらいだったですか
ね、ちょっと落ちて、今後の見通しが少し不安

というようなところがあり、非常に生産者の

方々も、今、危機を感じていると。さらには、

こういった飼料が高騰するに当たり、経営を非

常に圧迫している、そういう話を聞くわけなん

です。

そういうことで、やはり農業振興、畜産振興

に向けて、県もしっかりとそういったところを、

お互いが情報交換をしながら、生産者に向き合

った対応でしていただければというふうに要望

いたします。

【富永畜産課長】今回の影響は本当に先の見え

ない、非常に不安も多いかと思います。特に若

い畜産経営者は、肉用牛の子牛の価格の低落時

を知らないものですから、我々といたしまして

も、しっかりと経営面をサポートして、経営継

続のための指導を、生産者に寄り添った形でや

っていきたいと思っております。

【清川委員】本当に、よろしくお願いいたしま

す。20代から30代の、さっき申したように、畜
産舎だけではなく、それに伴う機材関係ですよ

ね、トラクターとか、餌の巻き込み機械とか、

購入すると約数億円の借入れをしてやっている

わけなんです。

だから、しっかりとその辺をもう一度、お願

いしたいと思います。農林部長のお気持ちも少

し聞かせていただければと思います。

【綾香農林部長】今般のこの餌の高騰、それに

子牛価格も、コロナの影響等もございまして、

若干今、60万円台に低下している状況にあって、
先行き、当初大きな投資をされた畜産農家、特

に肉用牛の農家のことを委員がお話しされてい

ますけれども、先が見えずに大変不安な中で、

それでも希望を持って、今、一生懸命に頑張っ

ておられると思いますので、県としても、国に

対して、足らざる対策の構築、改善、制度の改

善をしっかり申し入れるとともに、県として支

援をすべきところは、県議会にもお諮りしなが

ら予算、それから、先ほどの技術経営対策等も

含めてしっかりサポートをして、肉用牛経営農

家をはじめとした畜産農家が経営をしっかり継

続できますよう、今後も頑張っていきたいと思

います。

【山下分科会長】 ほかにございませんか。

【麻生委員】 おはようございます。私も、飼料

価格高騰関係についてお尋ねいたします。何人

か言われましたので、角度を変えて話をしたい

と思います。

長崎県内の家畜概要をいただきました。肉用

牛が結構、2,400戸があって、多いのは事実であ
りますけれども、牛乳、牛、豚、それと鶏卵関

係、採卵関係ということで、いろいろ業種はあ

っておりますけれども、あくまでも、畜産が県

内において大きな産業を占めているということ

は間違いないなと。

そこで聞こえてくるのは、皆さん、やっぱり

今回の飼料高騰があって、安定化基金はあるか

もしれんけど、極端に言いますと、養鶏、鶏卵

関係でいきますと、卵は安定化基金があります

よね。しかし、それまでコストがだんだん上が

ってきているわけです。卵の安定化基金があっ

て、それに見合わなければ、卵は基金を出しま

すと言っているけど、もともとこの利益幅がぐ

っと圧縮されているわけです。そういう中で、

今回の、配合飼料関係のトン当たり200円とい
うことがあるんですけれども、中には養豚を含

めて自家配もあっているところもおられるんで

す。

そういった中で、長崎県は200円ですけれど
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も、雲仙市は別に200円出るんですよ。思ってい
るのは、地元においての危機感が相当あるんだ

ろうなと思っているんです。

それで、特に採卵関係については、卵関係の

養鶏農家は、全国の規模として考えると小規模

農家が結構多いんだろうと。この前から何回か、

農林水産省の畜産関係、鶏卵担当も長崎に来ら

れましたし、こっちも行かせてもらって話をし

たんですけれども、国の考え方はやっぱり、全

国の卵の供給量をしっかりと安定供給させる、

そして、なおかつ、オーバーすると、空舎して

調整すればいいじゃないかと、補助金を出しま

しょうというような仕組みをやっているんです。

大手は100万羽近く飼っているところも結構
あります。だけど、長崎は中小の零細、現在は

55戸とかなっていますし、やめているところも
多くなってきています。だから私は、今回、国

とは別に、もっと手当てをきちっと見ていかな

いと、今後、採卵農家を含めて、畜産が大変厳

しくなってくるだろうなということをちょっと

感じるんですよ。

今言いました、卵は特にそう考えているんで

すけど、できれば、牛とか豚とか、置かれてい

る立場は全部違います。豚は、今言ったように、

豚の枝肉は高いですよね、高止まりしています。

だから、採算はある程度あるかもしれんけど、

やっぱりコストがずっと上がってきているので、

相当きいてくるだろうなと。電力も上がってき

て、いろいろやっていますよね。

だから、総体的に今お願いしたいのは、牛と

か豚とか養鶏について、どのように県としては

見ておられるのか。そして、この関係について

どう判断をされて、200円だけでいいんじゃな
いかということを言われているし、単体でやっ

ているところの200円についても出されており

ますけれども、ここについての考え方を説明し

てもらえませんか。

【富永畜産課長】卵のセーフティネットといた

しましては、国が実施しております卵価安定制

度がございます。この制度の内容につきまして

は、基準価格が181円を下回った場合に、その分
を9割補填するという制度でございます。生産
者の積立金に加え、県といたしましては、キロ

グラム当たり26銭を、生産者の積立金の補助と
して支援をしております。

先ほど言いました、今181円ということだっ
たんですけれども、現在、卵価が、4月が207円
50銭、5月に至っては215円と価格は上がってお
ります。ただ、先ほど委員がおっしゃいました

ように、中小家畜経営の方々の対策といいます

か、中小家畜経営の方々が、この卵価の制度、

空舎延長事業とかそういったものに入りやすい

ように、国は今後、令和5年、この事業を見直し
て、中小家畜経営の方々が入りやすい制度を目

指すというふうなことを、今、聞いております。

そういった状況をこちらもしっかり受け止めま

して、検討していきたいと思っております。

それから、卵の自給は国内で97％ありまして、
少しの増産により、価格が低落するというとこ

ろもありますので、この補填制度は非常に重要

なことと考えておりますので、この情報がわか

れば、すぐ生産者等に周知していきたいと思っ

ております。

【麻生委員】あと、豚に対する対応はどうなん

ですか。

【富永畜産課長】 豚につきましても、現在、枝

肉価格653円という非常に高値で推移しており
ます。2015年4月以降、豚価のセーフティの資
金は出ておりません。豚価の上昇で経営は非常

によかったのではないかと思います。
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ただし、委員おっしゃるように、養豚経営で

は60％配合飼料を使いますので、餌高が経営を
かなり圧迫してまいりますので、こういったも

のに備えて、先ほど言いましたように豚価、養

豚価格安定制度もございます。そういったもの

を活用しながら、しっかり所得確保をしていた

だくとか、それから優良母豚への転換とかを図

って生産性を上げたり、所得向上につながるよ

うな働きかけもしてまいりたいと思っておりま

す。

【麻生委員】鶏に関しては、さっき言われたよ

うに、今までの制度が、40万羽とか100万羽と
か、結構ラインがありまして、大手の関係でさ

れたと。それを国が見直しをするということで

すよね。もうちょっと、今は1万羽とか、10万羽
以下とかという形での線引きをしながら、対象

をやるということについては、今から検討され

るんでしょうから、それは強く要望しておきた

いと思います。

長崎県内でいうと平均3万羽近くでしょうか
ら、小さい養鶏農家が多いと。それと併せて、

長崎はカステラ産業あたりもしっかり支えても

らっていますから、養鶏はしっかりまた皆さん

お願いしたいなと。ただ、コストがあるとどう

しても、廃業されるところが多くなる。平成31
年から令和2年にかけて、約10件近く減ってい
るわけです。もう採算が合わないということも

あってやっているんです。

あと一つ問題点があるのは、これは餌の供給

の問題ですけれども、要するに鶏糞の処理とか

畜産汚泥の処理が結構かかってきているんです

よ。これは議案に関係ないんだけど、経営全体

を見るときに、そういったものについてもしっ

かり対策をとってやる。また今、肥料が上がっ

てきているわけですから、片方でグリーン化と

いうのが今は言われています。そういったこと

に絡めて、循環型社会にどう対応していくのか

とか、そういったところにも予算を振り向けて

いかないといけないと思うんですけど、予算と

はちょっと違うんですけど、関連してあるので、

それについてのお考えはどうなのか、お尋ねし

たいと思います。

【富永畜産課長】昨今の肥料高、肥料高騰の状

況下で、農業新聞あたりにも最近はよく載って

いますけれども、鶏糞を活用する動きが非常に

高まっております。鶏糞につきましては、窒素、

リン酸、カリウムをバランスよく多く含んでお

りまして、即効性も高くて、基肥とか追肥にも

利用されます。

県では、平成3年度から堆肥の有効活用のた
めに、島原地域におきまして、鶏糞、牛糞、豚

糞をブレンドした堆肥を、ばれいしょとかレタ

スとか、作物で活用試験を実施しておりまして、

その結果に基づいて広く普及していきたいと思

っておりますし、発酵させた鶏糞が肥料の代替

として、それが養鶏農家の所得の向上になるの

であれば、それも非常にいいと考えております。

【清水農産園芸課長】畜産の豚糞、鶏糞等を利

用した耕種農業側の取組について、補足させて

いただきます。

環境保全型農業、環境への負荷を低減する農

業の展開に当たりまして、今、環境負荷低減と

省力化を両立できる技術体系、栽培体系を確立

しようということで、グリーン栽培体系への転

換サポート事業というものに取り組んでおりま

す。

その中で、本年度から行っている計画の中で

も、例えば豚糞ペレットを活用したカボチャの

栽培体系とか、あるいはお茶で豚糞堆肥の活用

なども、今、まさに現場で実施をし、それが環
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境負荷低減と省力性を両立できるものかという

ことをしっかり確認して、その後、普及に移し

てまいりたいというふうに思っております。

【麻生委員】 再度ですね。今、基金の問題があ

って、200円積み増しがありました。これはこれ
でありがたいと思っています。

ただ、島根県とか、鳥取県だったかな、上が

った分の3分の1を補助しようということで特
別に、あそこは多分牛だと思うんですけれども、

そういう家畜関係についての飼料代の補填があ

っているんですよ。1億800万円が高い、安いと
いうものじゃなくて、他県に比べると、長崎県

の補助金メニューが低いなという感じはしてい

るところなんですけれども。これはつけてもら

うことはありがたいのはありがたいです。だか

ら、市町でもまた別につけているんです。

今回、単体の飼料購入に対する支援について

の考え方についても、再度確認したいんですけ

ど、今、トウモロコシ関係が1トン、1年前で2万
5,000円とか3万円を切っていたわけです。今、
5万円を超えていますよね。
これがまた、今回の10月以降、先物と言われ

る中で、世界情勢は、私たちが言うわけではな

いんですけど、新聞をよく見ますと、ブラジル

産が天候不順と併せて、中国の爆買いが始まっ

てきているということもありますと。アメリカ

は、逆に、今は、高値を見越してなかなか市場

に回さないという状況があってきているんじゃ

ないかと。トウモロコシは飼料に使うから大豆

の方にきているということもあって、今後、ト

ウモロコシの関係が結構高値になるのではない

かという話がきているんです。

その中で、長崎県内も結構、コストを抑える

ために配合飼料じゃなくて、単体でやっている

ところもあるわけです。私は、200円というのは

1桁違うんじゃないかということも話している
んです。ただ、配合飼料メーカーと、ユーザー

と、単体でやっていてコストを自分で落とそう

という人たちの、要はバランスの問題だと思う

んですけれども、そこについての県の考え方、

また、こういうことについて、今後、高止まり

していくであろう、また値上がりしていくだろ

うということについて、今回は6月補正でしょ
うから、また今後、国の動きもあるでしょうし、

それについての考え方、2点お尋ねしたいんで
すけど。

【富永畜産課長】委員お尋ねの今回の支援額の

200円ですけれども、こちらにつきましては、今
年4月に、生産者の負担金が400円から600円に
上がりまして、200円、そこで生産者の負担が新
たに増えたということ。なおかつ、この200円に
つきましては、九州各県、福岡県は除いて、各

県同じく200円の補助をしております。
それと、利用高に応じて、その200円が生産者
の支援になるわけですので、試算をいたします

と、肉用鶏、ブロイラーの農家で17万羽飼って
いるところは、年間に大体4,250トンの配合飼
料を使いますので、そこで換算しますと大体85
万円の支援金になるかと思います。そういった

200円でありますけれども、これが生産者の意
欲の向上なり経営継続につながっていただけれ

ばという思いで、制度設計をいたしました。

単体、自家配合飼料農家につきましても、や

はり同じく輸入飼料、海外からの輸入の影響を

受けておりますので、これも等しく、同じ生産

者ですので、遜色なく200円を支援しておりま
す。

それから、トウモロコシの件ですけれども、

これまでトウモロコシに頼ってきて、肉生産に

はトウモロコシは欠かせないものでしたけれど
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も、今後、長期的に見た場合に、トウモロコシ

の代替になるものが国内でできないのかとか、

そういったものも含めて検討していきたいとい

うふうに考えております。

【麻生委員】 今回、長崎県の畜産業は1次産業
で、農林関係の生産高には大きなウエートを占

めていますので、ぜひ、現場をよく見ていただ

いて、どういう補助ができるのか考えていただ

きたいと思っているんです。

さっき、養鶏については、特に私、いろいろ

話をしましたけれども、現場を見ると大変困っ

てらっしゃいますし、豚だって、そういう厳し

い状況もあってきている。エコフィードにとい

うことで、大分私も展開しましたけれども、集

まってくるものもないので、なかなか難しいだ

ろうなと。そうすると、今までの畜産関係で、

さっき話が出ていましたように、トウモロコシ

をどうやるのか、代替をどうするのか、それと

あと、今後の経営が本当に成り立つかどうかと

いうこともあろうかと思うんです。

それで、最後に部長、お願いしたいのは、今

後、国がいろいろやっていくんでしょうけど、

県として、もっと深掘りした形で予算の関係も

考えてやって、経営の状況をぜひお願いしたい

と思っているんです。対策を細かくされている

と思いますけれども、今回の補正予算では私は

足らないと思っているところですけど、今後の

対応だとかその対策を、部長として、今後どう

いう形をお考えなのか、最後にお尋ねしたいと

思います。

【綾香農林部長】委員ご指摘のとおり、養鶏の

みならず、養豚、酪農、肉用牛、畜産全般、輸

入の飼料を、餌を使っているものについては、

今回の価格高騰の影響が非常に大きいものと認

識しております。畜種によっては3割から7割、

経費の中で餌代が占めるという中で、この餌代

の値上がりがダイレクトに経営に影響、将来へ

の不安を抱いておられるということで、私も、

団体それから農家の方から直接、数多くの方か

ら窮状、それからご要望をいただいております。

県といたしましては、まず、これはうちの県

でも農家は大変お困りなんですけど、全国の農

家がお困りのことですので、まずは国に対して、

今回の政府施策要望でもしっかりと、餌代の高

騰に対する対策をとっていただきたいという要

望を強くしていきたいと思っております。

あと、県としても、今回はトン当たり200円と
いう支援を、配合飼料価格安定制度200円の支
援を打っておりますけれども、これは、九州各

県と足並みをそろえた対策でございまして、畜

産県である鹿児島、宮崎もトン当たり200円と
いうことで頑張っておられますので、うちの県

も一緒に、協議をしているところでございます。

今後また、この価格が高止まりする懸念もご

ざいますので、その辺をこの配合飼料価格安定

制度で対応できるものなのか、できないようで

あれば、改善を国に働きかけると同時に、県と

しても、今後の餌の将来が見えない中で、先ほ

ど委員がおっしゃった、トウモロコシの代替飼

料となる飼料用米とかを含めた自給飼料、国産

飼料への切り替えも含めて、今、対策の検討を

始めたところでございますので、今後、状況を

見て、必要な予算については検討してまいりた

いと考えております。

【山下分科会長】換気のためしばらく休憩いた

します。

再開を11時15分とさせていただきます。

― 午前 １１時 ４分 休憩 ―

― 午前 １１時１５分 再開 ―
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【山下分科会長】 それでは、再開いたします。

ほかに質疑はございませんか。

【深堀委員】 1点だけ、新規事業のグリーン農
業産地化チャレンジ事業費についてお尋ねした

いと思います。

先ほど、補足説明資料の中でも説明がありま

したが、その資料の中では触れてないんですが、

部長説明資料の中で、直接説明はありませんで

したが、グリーン農業の推進についてというこ

とで、国の「みどりの食料システム戦略」に基

づいてという表現が部長説明の中にあります。

今回、補足説明資料の中に書かれている事業

の概要ですが、4つの事業の項目が載っており
ますけれども、これはそれぞれが国のみどりの

食料システム戦略に基づいた形でこれを策定し

ていくことになるのかということをまずお尋ね

したいと思います。

【一丸農政課企画監】今、委員からのご質問で

すけれども、4つの事業についての国の関連性
については、国がみどりの食料システム戦略と

して、昨年5月に策定しております。これに基づ
き、国がこの7月にみどりの食料システム法と
いう法を施行することになっております。

その後、9月までに国の方が、この基本方針を
示すことになっておりまして、この方針を参考

にしながら、今後、実情に合ったグリーン農業

の将来像、推進方針の方向性、あるいは目標等

を組み込んだビジョンをまず策定いたしまして、

それに基づき、実行するための試験・研究の経

費を計上させていただいております。

それとともに、今後、みどりの食料システム

戦略をベースに、このグリーン化を進めていく

中で、もうかる産地が必要になってまいります

ので、この農業のグリーン化を各産地に進めて

いく上で農業者の所得の確保を考えております。

一方、この産地化を進めるに当たっては、令

和9年秋の開業に向けたＩＲの動きもあります
ので、このＩＲについては大きな市場ができる

ものというふうに考えておりまして、この現状

も鑑みながら、新しい産地をみどりの戦略とし

て産地づくりを進めていくという中で、この事

業を行っていきたいと考えております。

【深堀委員】ちょっとＩＲ云々という話まであ

りましたけれども、そことの関連性が国のみど

りの食料システム戦略とどう関係するのかとい

うのは、私にはちょっとまだ理解ができないん

ですが、今の答弁でいけば、9月までに国が方針
を示す。それを受けて、その方針に基づいて、

長崎県の状況に応じたビジョンを策定すると。

ということは、補足説明資料でいうビジョン

計画の策定というのは、9月以降、令和4年度中
までに策定を済ませる。そして、その計画に基

づいたいろんな技術開発や先進事例の調査も並

行してやっていくということで、どれくらいの

スパンで考えているのかというのをまずお尋ね

したいと思います。

【一丸農政課企画監】今、委員のご質問にあり

ましたとおり、県のビジョンにつきましては、

今年度中の策定を目指して実行することにして

おります。その後、そのビジョンに基づきまし

て各施策を行っていくという予定にしておりま

す。

【深堀委員】 わかりました。今回、2,888万
4,000円という予算計上ですけれども、その中
身はどういった配分になっているんですか。

【一丸農政課企画監】 4つの施策についての予
算配分につきましては、まず1番のビジョンの
計画策定につきましては746万1,000円、それか
ら、技術開発につきましては400万6,000円、Ｉ
Ｒに対応したグリーン農業等産地づくりにつき
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ましては741万7,000円、市町が取り組む農業ビ
ジョン計画策定支援につきましては、1,000万
円の予定でございます。

【深堀委員】 ありがとうございました。当然、

技術開発とかいうのは、単年度ではなくて、恐

らく継続していくことになるんだろうなと思い

ますけれども、そもそもまず、みどりの食料シ

ステム戦略の概要を農林水産省のホームページ

で確認すると、項目が7項目ほど、2050年まで
に目指す姿として7つの指標が提示をされてい
ます。

気になっているところは、化学農薬の使用量

をリスク換算で50％低減するということ、そし
て、化学肥料の使用量を30％低減するというこ
と。そして、耕地面積に占める有機農業の取組

面積を25％、これは日本全体で100万ヘクター
ルに拡大することというような項目がそれぞれ

具体的な数値目標として掲げてあります。

ちょっと疎くて申し訳ないんですが、これが

どれだけハードルが高いことなのかということ

をちょっと私自身も理解していないんですけれ

ども、本県の現状から考えて、これは2050年ま
でに目指す姿ですけれども、このあたり、長崎

の今の実情と、今私が言った3つの指標の達成
可能性についての率直な見解を求めたいと思い

ます。

【清水農産園芸課長】委員からご指摘ありまし

たみどりの食料システム戦略の2050年目標は、
非常に高い意欲的な目標だと考えております。

そのため、このみどりの食料システム戦略自体、

今ある技術だけでなくて、今後、技術開発、イ

ノベーションを起こして、それを現場に普及・

定着させることで実現をするという道筋を描い

ております。

なお、今、お話のありました化学農薬の削減

あるいは化学肥料の削減、そして、有機農業の

面積拡大でありますけれども、現状、今ある技

術で取り組んでどれだけ下げられるかという観

点から、実は国の方も、先般、2050年の手前の
2030年目標というのを策定しております。例え
ば、化学農薬であれば10％低減とか、化学肥料
であれば20％低減、有機農業については100万
ヘクタールの手前で6.3万ヘクタールというよ
うな目標を立てております。

まずは、この2030年目標に向けて、しっかり
と先ほど申し上げた生産性を下げずに、生産性

と環境負荷低減を両立できるような栽培体系の

確立等を通じて、この2030年目標の達成に向け
て取り組んでまいりたいと考えております。

【深堀委員】わかりました。2050年の目標値が
かなり意欲的なハードルの高い目標であって、

その手前である2030年というところをターゲ
ットに一つ捉えて、そこで、現実的な今の基準

でいけばどこまで達成できるかというところま

で示しているということですね。

中身を少し聞きますけれども、例えば、化学

農薬の使用量というのが、長崎県下の農家さん

の中で、じゃ、どれくらいのウエートを占めて

いるのかとか、化学肥料、これはほとんどでは

ないのかなというふうに思うんですけれども、

そのあたりがどうなのかとか、あと、耕地面積

に占める有機農業の今の本県の取組面積が何パ

ーセントぐらいなのか、現時点の実績を教えて

もらえませんか。

【清水農産園芸課長】まず、有機農業につきま

しては、直近の実績としまして、令和2年度は
195ヘクタールという状況であります。令和7年
度目標としては、有機農業230ヘクタールとい
うことで、本県では、第3期ながさき農林業・農
山村活性化計画の中で位置づけて取り組んでい
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るところですが、まだ195ヘクタールにとどま
っています。

有機農業だけでなくて、化学農薬あるいは化

学肥料を5割低減した特別栽培といわれる環境
保全型農業の取組につきましては、令和2年度
の実績で1,652ヘクタールというような状況で
す。これも令和7年目標、活性化計画の中では、
1,870ヘクタールを目指して取り組んでおりま
すが、まだ1,652ヘクタールにとどまっている
ということですので、まず令和7年度目標に向
けて、しっかり有機農業、それから特別栽培と

もに伸ばしていきたいと考えております。

【深堀委員】 例えば、有機農業が195ヘクター
ルと言われましたけれども、これが全耕地面積

に占めるパーセンテージがどれだけになるのか

ということと、化学農薬の使用量を削減すると

いうことが、どれくらい今使っているものなの

か、そういうふうにわかるように説明してほし

いんですけど。

【清水農産園芸課長】まず、本県の経営耕地面

積に占める割合ですけれども、有機農業につき

ましては、今、0.7％という状況であります。
現時点で使っている化学肥料の量あるいは化

学農薬の量というのは、実は正確に捉えること

は難しいんですけれども、基本的には、本県の

農業はしっかり生産性を高める、収量を上げる

ということで品質と収量を向上するということ

で取り組んでまいりました。その中で、各地域

で品目ごとに栽培暦をつくり、化学肥料なり化

学農薬を活用しながらこれまで取り組んできた

経緯があります。

そのような中で、今回、生産性を維持しなが

ら、化学肥料あるいは化学農薬の使用量を低減

していくということになっているので、先ほど

の、実際、どういう栽培体系で取り組めば生産

性を落とさずに環境負荷低減を図れるのかとい

う観点から、栽培体系の検証、実証化を進めて

いるという段階であります。

【深堀委員】わかりました。非常に理解が難し

いやり取りになってきているので。ただ、今後

またいろいろ資料とかをいただいて確認します

けれども、非常にハードルが高いことは伝わっ

てきましたし、有機農業の面積についても、

2050年25％と言うけど、今現在0.7％ですから、
いかに高いハードルなのかというのは理解がで

きました。

ただ、国が示したみどりの食料システム戦略、

これはやっぱり今からの国際社会の枠組みの中

でも必要なことでしょうし、それは達成しなけ

ればならない国の目標ですから、それが着実に

本県においても実行できるような、現実的で、

かつ実効性のある計画になるように、引き続き

お願いしたいと思います。

【山下分科会長】 ほかにございませんか。

【中山委員】新規就農者リユースハウス活用支

援事業についてでございますけれども、これは

新規就農者の初期投資の負担軽減のために中古

農業用ハウス等のリース事業を支援ということ

でありますけれども、この中古農業用ハウス等

の対象物の物件が、どの程度、どういうところ

にあるのか、ちょっと教えてくれますか。

【溝口農業経営課長】新規事業の件でございま

すけれども、中古農業用ハウスにつきましては、

県下全域で出てきているというような状況でご

ざいます。

特に、現在のところにおきましては、農業が

盛んな地域につきましては、地域の段階で相対

で流動化しているというような状況でございま

すけれども、例えば離島部としましては、若干

遊休化しているということでございます。
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私ども、現在、認定農業者等もデータベース

化をしながら追跡等調査をしておりますけれど

も、現在、認定農業者が全部で5,300経営体ござ
いますけれども、その中の1割の農業経営体の
方につきましては、450ぐらいですけれども、65
歳以上で後継者がいない、かつ施設等を持って

おられるというようなことがあっておりますの

で、こういう方が今後、遊休農地としてハウス

として出てくるというようなことも想定しまし

て、今後流動化をさせていきたいということで

しているところでございます。

【中山委員】ちょっと漠然としていてつかみ切

らないんですけれども、県下全域にある認定農

業者のうちの1割程度で、450戸あるのか知らな
いけれども、ある程度少し的を絞っていただい

て、ハウスが1棟含めて、数でどの程度あって、
出そうなところ、特に、県央地区とか島原地区

とか離島地区でどの程度見込まれているのか、

その辺を少し明確にできませんか。

【溝口農業経営課長】今、各地域の数値という

のは手元に残っておりませんので、少し休憩さ

せていただければと思っております。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午前 １１時３１分 休憩 ―

― 午前 １１時３２分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開します。

【溝口農業経営課長】 すみません、今、手元に

ございませんので、資料を整理させていただい

て、後ほど報告させていただきたいと思ってお

ります。

【中山委員】少し残念ですね。やはり基本的に

は、議案を出す以上は、ある程度ハウスはどの

くらいということをつかんでおく必要があると

思います。まあ、後でもいいですけれども。

そうすると、聞きたかったのは、それに併せ

て関連してきますけれども、新規就農者の需要

をどの程度つかんでいるのか、わかりますか。

【溝口農業経営課長】新規就農者につきまして

は、私ども、技術習得研修等を行っております。

その中でアンケート等をとりながらしていると

ころでございますけれども、昨年度30名おりま
したけれども、新規でハウス等を要望される方

の中で半分ぐらいの方は中古の機械リースを要

望されているというようなことが出てきており

ますので、今後、中古のハウス、実際、今も一

部でございますけれども、新規就農でハウスを

されておりますので、要望があっていると見て

いるところでございます。

【中山委員】 15人程度が新規で中古のハウス
を求めたいというような希望があったというこ

とでありますけれども、これは新規農業者に限

らず、これをどういうような形で県下の農業者

に、また、今後農業を目指すような人に対して

広報活動というか、それについてはどのように

考えていますか。

【溝口農業経営課長】今、新規就農者につきま

しては、まず、いわゆる技術の習得研修を行っ

ております。まず、この技術の習得研修の方に、

こういう事業の取組等を含めて啓発事業の取組

を進めていただく。また、ＪＡあたりにも研修

をしていただくので、そういう説明をしていき

たいと思っています。

一方、受け手の方がございますので、これは

産地の中で担い手の育成計画、産地がそれぞれ

の中でつくっていただいております。この中で

いわゆる中古物件等が出てきて利活用できると

いうようなことを押さえていただきながらして

いきたいということで、両方併せまして事業を

推進して、ＪＡの方が、今研修を受けていただ
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く方がスムーズにいけるように取り組んでいき

たいと思っております。

【中山委員】 今後、新規就農者は年に313人と
か決めて取り組んでいるわけだから、今後の可

能性を含めて、やはりこういう新規事業につい

ては、まとめるぐらいして発信していく必要が

あろうと思います。その辺の工夫をひとつ考え

てほしいなと思っています。

それと、「中古農業用ハウスの売買に不可欠

な価格査定システムを導入」とありますけれど

も、このシステムの中身と、どこが運営してい

くのか、運営主体についてお尋ねしたいと思い

ます。

【溝口農業経営課長】このシステムにつきまし

ては、現在、宮崎県の方で、いわゆる第三者継

承の協議会の中で、東京の業者さんと取組の中

でスマホのアプリで作成をされたというふうに

聞いております。

現在、私どもはこのスマホ業者と確認しなが

ら、システムそのものはそのまま使えるという

ことでございますけれども、仕様を管理、使わ

せていただく。そして、私どもの持っているデ

ータ等も提供しながら、長崎県に合った金額の

査定ということができるようにしていきたいと

考えております。

【中山委員】それでは、主体がまだはっきりし

てないような感じがするんですが、この価格査

定システムを導入するのに予算は幾ら計上して

いるんですか。

【溝口農業経営課長】 一応、改修経費で100万
円ということで予算を考えております。

【中山委員】それは使えないんじゃなかったか

な。使える予算ですか、100万円というのは。100
万円の根拠はあるんですか。

【溝口農業経営課長】今、業者の方とやり取り

し、見積りを取りながら、業者の中で改修して

いける金額ということでお聞きしているところ

でございます。

【中山委員】中古農業用のハウスも、価格をき

ちんとしないことには、利用する人も、なかな

か二の足を踏む可能性があるので、このシステ

ムの充実について、宮崎県の例もあるんでしょ

うけれども、ひとつきちんと取り組んでほしい

なと思います。

併せて、「中古農業用ハウスの取得に係る経

費の一部を支援」と書いていますけれども、こ

の中身を教えてくれますか。

【溝口農業経営課長】事業につきましては、Ｊ

Ａが事業主体になって取り組んでいただこうと

いうことで考えております。

園芸ハウスにつきましては、過去のデータ等

を含めまして、私どもの中で標準ということで

113万円程度、それから、畜舎につきましては
284万円というようなことで、標準的なことを
含めまして取り組んでいまして、6棟分ぐらい
の予算で考えているということで、支援対象が

100万円余で、600万円程度の予算を考えている
ところでございます。

【中山委員】それは、定額で支給するわけです

ね。

【溝口農業経営課長】これにつきましては、Ｊ

Ａに対しては2分の1の助成を考えております。
【中山委員】できれば、こういう説明書の中に、

一部支援じゃなくて、きちんと2分の1なら2分
の1支援というふうに明確にしておけば、質問
する必要ないんだよ。ぜひ、そういう工夫をち

ゃんとしなくちゃいかんのですよ。

それともう一つ、ハウスに、当然、農地が付

き物ですね。農地も付いて今の価格になるんで

すか。農地の借料はどうなるんですか。
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【溝口農業経営課長】今のは施設だけでござい

ます。農地につきましては、農地の持ち主と借

り主の関係がございますので、その中のいわゆ

る農業委員会等が出しているような金額で、そ

れで相対での契約をしていただくということに

なろうかと思いますので、それに対する助成と

いうことではございません。

【中山委員】私の質問が悪かったかもしれない

けど、ハウスがあるでしょう。ハウスの下の農

地ですよ。ハウスが建っているところの農地で

す。それはハウスに付いてくるんですか。ハウ

スはハウス、農地は農地、別ですか。

【溝口農業経営課長】別でございます。農地は

農地としての貸付契約ということになるかと思

っております。

【中山委員】これは、できるだけ一元化して取

り組む必要があると思うので、ＪＡとよくよく

話をして、ハウスを貸す以上は土地もきちんと

お世話するというのが礼儀だと思うんです。ぜ

ひ、そういう形で一元化した取組ができないの

かどうか、再度お尋ねいたします。

【溝口農業経営課長】今、契約は別と言いまし

たけれども、農地につきましては、当然農地法

の手続なり、または中間管理事業というような

ものを法的にやらないといけないというのがご

ざいますので、契約は分けたということでござ

います。当然話をする場合は、土地付きのハウ

スを貸し付ける場合はセットで検討していくこ

とになると思いますし、ご指摘のとおり、そう

いうふうに進めていきたいと思っております。

【中山委員】新規ですから、これからもありま

しょうけど、スムーズに活用できますように、

そのことが新規就農者の安定・定着につながっ

ていただければ大変ありがたいと思いますので、

ぜひひとつ努力方をよろしくお願いいたします。

それとあと一点、新規でデジタル鳥獣対策サ

ポート推進事業について少しだけお尋ねします。

この事業概要の中で、モデル市町でのアプリ

実装支援とありますけれども、対象は人数かス

マートフォンの数でいくのかわかりませんけれ

ども、どの程度予定しておりましょうか。

【村木農山村振興課長】このアプリの取組、モ

デルの市町の数ですけれども、昨年度、県内20
市町におきまして、このアプリの実証を行いま

した。その成果を踏まえまして、今後、市町に

おいて全面的にこのアプリを導入していきたい

というふうな希望がありました7市町におきま
して、今回実装を行う予定となっております。

対象者につきましては、この7市町におきま
して捕獲従事者の方が670名いらっしゃいます。
その中でこのアプリを使っていただく上では、

ある一定規模、10頭以上の方が使うことで、そ
の実感をしていただくということで考えており

まして、捕獲従事者が670名ということで、対象
者につきましては290名ということになります。
【中山委員】 対象者が290名ということであり
ますので、一定、事務の負担が減るというふう

に考えていますので、これはいいことではない

かなと思っています。

そこで、もう一つの狙いである「捕獲情報シ

ステムの実用化に向けて」とあるんですけれど

も、ここに青囲みで「捕獲柵情報、被害情報と

一元管理し、戦略的3対策を推進」という形で、
被害場所、捕獲場所、そして防護柵と、こうい

うふうになっているわけでございますけれども、

そこで捕獲場所については、非常に有利性があ

ると思いますけれども、これについては非常に

明確になってくるのではないかと思いますが、

被害場所について、これは農産物被害箇所だと

いうふうに考えているんですけれども、生活環
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境被害は、今回、対象から外れているんですか。

【村木農山村振興課長】今回の捕獲システムに

つきましては、農作物の被害軽減対策というこ

とで活用を考えております｡

ただ、一方で、生活環境被害につきましても、

どこまでイノシシが出没しているのか、あるい

は、近隣に防護柵の対策をしているのかという

ふうなところも活用できる場面も出てくるかと

思いますが、まずは農作物の被害の軽減のため

にこのアプリを活用してまいりたいと考えてお

ります。

【中山委員】 あと一点、戦略的3対策というこ
とでありますから、防護柵、捕獲、被害場所が

把握できたとなると、このすみ分けをどういう

形で整理するかということになる可能性が出て

くるので、そのすみ分けについては、森林環境

保全事業でやるのか、すみ分け事業でやるのか、

その辺を含めてどうなんですか。

【村木農山村振興課長】まずは、この捕獲アプ

リを活用して、その集落の方々でお話し合いを

していただきますけれども、その農地周辺の環

境条件がどうなのかといったところで、圃場周

辺の草刈り、藪の草払いとか、そういったとこ

ろを農家レベルでやれる場合、あるいは近隣に

里山等があった場合には、森林整備室の里山整

備の事業の活用も随時検討しながら、その集落

の状況に応じた対策を進めてまいりたいと考え

ております。

【中山委員】この前も話したように、里山が藪

化してしまっているんですよね。それで、少々

の手入れではなかなかやっていけないので、や

はり併せて農家による草刈りとか、それも否定

しないけれども、やはり森林環境税を使って、

大胆にやっていく方法もあろうと思いますので、

その組み合わせを含めて、ぜひ、有効性のある

ような取組になることを要望しておきたいと思

います。以上です。

【山下分科会長】それでは、午前中の会議はこ

れにてとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、13時30分から委員会を再開いたしま
す。

― 午前１１時４６分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山下分科会長】 分科会を再開いたします。

冒頭、先ほど中山委員からの質問で、リース

ハウスの活用のところで、後継者のいない経営

体についてのご質問の中での内訳が提出されま

したので、この資料に基づいて説明を求めます。

【溝口農業経営課長】先ほど中山委員からご質

問がございました、施設の中古のハウスのリー

スハウス事業の件でございます。

その中で、今後出てくる地域の中で、私の方

から、450認定農業者の経営体の中からそうい
う農家の方が、後継者がいない65歳以上の施設
があっているということでご説明申しましたけ

ど、地域別が十分説明できてないということで

ございましたので、一応、今、お手元の資料に

まとめておりますので、報告をさせていただき

ます。

長崎西彼地区が、右側を見ていただいたとお

り63経営体、県央が73経営体、島原が102、県
北が124、五島が27、壱岐が47、対馬が12、計
448、おおむね450経営体ということで、このよ
うな方々が、今後出てくる施設等については、

貸出しの可能性が高いということでございます。

【中山委員】 これは448経営体ということにな
っているでしょうけれども、そこで、この人た

ちが持っている、ハウスの中古として新規就農

者に渡すに当たって、ある程度、5年以内とか、
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10年以内とか、もう20年～30年以上使ったもの
はなかなか難しいと思うんですが、中古として

使えるような規模というかな、ハウスをつくっ

てから経年というか、そういうのを含めて、こ

れは10年以内のハウスはどのくらいあります
か。

【溝口農業経営課長】 このデータベースでは、

そこまで精度をとっておりませんので、実態は

わからないんでございますけれども、今おっし

ゃるように、使えるハウス、使えないハウスが

ございます。その中で出てくるハウスにつきま

しては、一応修繕できるものはＪＡの方で修繕

をして貸し出すという取組は、今回の仕組みで

しておりますので、修繕にかかる経費が、新し

いハウスであればそう高くはありませんけれど

も、古いハウスについては若干修繕、その辺は、

今後事業の中で見極めながら貸し付けていくよ

うにしてまいりたいと考えております。

【中山委員】 もう一つ、今、年齢100歳時代に
おいて65歳というのは、農家は青年ですよ。だ
から、ここは65歳以上じゃなくて、やっぱり後
継者がいないとなると、少なくとも75歳以上の
場合、どうなりますか、この施設の数は。

【溝口農業経営課長】一定、認定農業者の方に

つきましては、今後、世代の交代を含めまして、

実はお願いしております。市町が認定をいたし

ますので、65歳以上の方で後継者がいないとい
う方につきましては、今後出てくるのではとい

うことで含めて、今回しているところでござい

まして、今後、そのように中身を精査しながら

進めていきたいと思っておりますし、年齢等も

地域の中で、このような協議の中でと考えてお

ります。

【中山委員】今の課長答弁を了といたしますけ

れども、農業の場合、特に生涯現役ですよ、基

本的にね。その辺を含めて、やっぱり100年時代
を目指して、やはり農業のあり方というか、も

っともっと、逆に言えば、こういう人たちに気

張ってもらわんばいかんわけですから、その辺

を含めて頑張ってもらうことと併せて、できる

だけ新規農業者の方に対応できるような、その

2つをかみ合わせて農業の振興に努めていただ
くことを要望しておきたいと思います。

【山下分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【中村(泰)委員】 お疲れさまです。デジタル鳥
獣対策サポート推進事業について、お尋ねいた

します。午前中最後に、こちらは議論ございま

したけれども、踏まえて確認させていただきま

す。

見える化によって迅速な対応が可能というこ

とで記載がございます。これは、具体的にどう

いう意味で「迅速な対策が可能」とおっしゃっ

ておられるのか、お尋ねします。

【村木農山村振興課長】まず、このアプリの機

能について、ご説明いたします。

捕獲従事者の方が捕獲地点でこのアプリを活

用して、捕獲した個体を写真撮影・入力します

と、いつ、どこで、誰が、どのような個体を捕

獲したのか、これらの個々の捕獲情報が地図上

に色の濃淡で表示されることになります。それ

はタイムリーにデータベースにも保存されまし

て、同時に地図化によって見える化ができるよ

うになります。

それをもとに、午前中答弁いたしましたけれ

ども、集落の方でその地図を見ながら現状を確

認しながら、いかに対策につなげていくかとい

うふうなところを、見える化した捕獲情報をも

とにつなげていくというふうなアプリの機能に

なっております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。ちょ
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っと確認なんですけど、色がつくとおっしゃら

れました。それはどういう色ということですか。

私が何を希望して求めるところとしては、要

は、ここに防護柵を設置するとか、このあたり

が危険とか、そういったものがアプリで知らさ

れれば迅速な対策が可能だろうなというふうに

これを読んだんですけど、そういうことですか。

【村木農山村振興課長】色の濃淡につきまして

は、捕獲地点において捕獲数が増えれば、そこ

が重点的に捕獲ができているということで、色

が濃く表示されます。併せて、圃場を見たとき

に、捕獲の空白地点というのも出てきます。で

すから、近隣に農作物を栽培している圃場があ

った場合に、そういった空白地帯を防ぐために

も、捕獲のわなを、やはりここにも移動しない

といけないということになります。あるいは、

捕獲傾向がつかめますので、もっとここに重点

的に捕獲をすべきであるというふうなところが

捕獲の重点化になります。

防護柵については、昨年の被害の状況が、今

までイノシシがいなくて、それで新たにイノシ

シが侵入してきたために、防護柵を張っていな

かったということで被害の増加が認められてお

りますので、そういったところに対応するため

にも、防護柵は計画的に事業導入しないといけ

ませんけれども、そういう計画的な整備につな

がるものということで考えております。

【中村(泰)委員】ありがとうございます。要は、
ＡＩというほど高度なものなのかよくわからな

いんですけれども、いろんな地点情報があって、

その情報から、要は狩りをされる方、また、地

域の方に、要は常にうまい形で助言がされると

いうか、その情報を見ることで、すぐにここに

何かが足りないということで動けるということ

でよろしいですね。

【村木農山村振興課長】今、委員がおっしゃっ

たように、即対応できるということで、そうい

った意味での迅速な対応につながるということ

で考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございました。よ
くわかりました。すごくいいシステムだなとい

うふうに感じたんですけれども、ただ、先ほど

の午前中の質疑の中で、20市町でやったと。た
だ、7市町しか、次、これで取り組まれないとい
ったところ、そこは残念だなというふうに感じ

たんですけれども、改めて昨年度の取組の成果

と、なぜ半分以下しか残らなかったのか、その

あたりについてお尋ねいたします。

【村木農山村振興課長】まず、昨年度の取組の

成果でございますが、一定の捕獲者をリストア

ップしていただいて触っていただいたんですけ

れども、非常に操作が簡便で便利であるという

ふうなご意見もいただいております。

今回、7市町で実装を行いますけれども、今後
の市町の予算措置等も必要になってまいります

ので、そういったところも含めて、ほかの市町

については、今回の7市町の成果についてもし
っかりとご説明しながら、ほかの市町にも広げ

てまいりたいということで考えております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。操作
が容易であったということは、すごくよかった

と思うんですけど、7市町しか残らなかったの
は、これは予算の関係で7つしか選べなかった
ということですか。

【村木農山村振興課長】今回、市町の予算のご

負担はございませんけれども、去年実証された

方々のご意見を反映されて7市町の方で、やは
り捕獲従事者の方がいかに興味を持っていただ

くかということが重要でございますので、この

7市町で実証された方々が、ぜひ今年もやって
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みたいというふうな意向もあって、こういった

取組になっております。

【中村(泰)委員】 わかりました。13市町の方が
なぜされなかったのかが、はっきり理解ができ

てないんですけれども、多分、より操作が得意

な方がおられたのかなといったところで理解し

ました。

こういう情報というのは、すごく大事だと思

いますので、ぜひとも全市町でこういった取組

をしていただくのとともに、私は今、自治会長

をしていて、毎月のようにイノシシが出た、イ

ノシシが出たということで、自治会員の皆さん

からご意見をいただくので、なんていうのか、

ほんと幅広くこういった情報が見えるようにな

ればいいなというふうに思いましたので、何か

ご検討いただければ、大変ありがたく思います。

続きまして、農業次世代人材投資事業費につ

きまして、お尋ねいたします。

新規就農者の経営確立ということですけれど

も、2億6,500万円と大きな予算がついておりま
す。何名を目標としているのか、お尋ねいたし

ます。

【溝口農業経営課長】農業次世代投資事業につ

きましては、総計55人分の予算ということで要
求をさせていただいております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。55名
ということですか、わかりました。

これはもう単純に、この予算額を55名で割っ
た額が1人当たりの予算だというふうに思うん
ですけれども、それはこの機械の費用とかから

出てきているものでしょうか。

【溝口農業経営課長】 実は、この事業は国庫、

国の方の事業でございまして、国が2分の1つき
まして、残りの4分の1を県がつけるという形で
国の方の制度はなっております。

これにつきましては、事業の経営開始、いわ

ゆる最大750万円まで出るというのがあります
けれども、2つパターンがございまして、1つは、
ほかの投資、いわゆる給付型の事業もございま

して、それを使わない場合は750万円、使う場合
は500万円の事業費になるというようなことで、
375万円が上限になるということで、一応、使う
方が46人、使わない方が9人ということで、その
分で375万円と750万円の人数を掛けて足した
分がその金額になるということでございます。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。承知
いたしました。

最後の質問でございます。先ほどから飼料価

格の高騰と、肥料も含めて午前中議論がされて

おりますけれども、肥料、飼料ともに直近のウ

クライナ情勢、またロシアの動きを踏まえて、

急にまた値段が上がってきているという背景が

ございます。

一方、数年前ぐらいから価格が上がってきた

と、農業新聞とか読んでもそういうふうにござ

います。対策の中身については、午前中議論が

十分なされたと思っておりますけれども、過去

にのぼって、特に今年の1月と比べて肥料、飼料
ともにどれぐらい価格が上がってきて、まずは、

どのように価格が推移しているのか、お尋ねい

たします。

【清水農産園芸課長】まず、肥料についてお答

えいたします。

肥料は半期ごとといいますか、7月と12月に
全農から、各ＪＡへの売り渡し価格が改定され

ます。

この肥料についての値上がりは、1年半前か
ら起きまして、令和2年の12月期から次の令和3
年の7月期にかけて12％アップ、令和3年7月期
から令和3年12月期にかけて8％アップ、そして、
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直近の令和3年12月期から今年の令和4年7月期
にかけてが52％アップというような形で、そう
いう意味では、穀物相場の上昇によりまして肥

料の需要が高まって、1年半ほど前から1割程度
ずつ値上がりをしていたところですが、今回の

改定におきまして、一気に5割程度値上がりを
していると、そういう状況です。

【富永畜産課長】飼料の価格について、お答え

いたします。飼料が値上がりする前の価格と比

較してよろしいでしょうか。

配合飼料価格、全畜種の加重平均では、価格

安定制度が発動する前の令和2年第３四半期で
は、トン当たり6万6,986円でした。これが直近
の令和4年1月から3月期までは8万3,302円と値
上がりをしております。

【中村(泰)委員】 ありがとうございます。肥料
の上がり幅が、令和2年12月を起点として、12％、
8％、52％というふうに上がってきたというふ
うに考えると、令和2年12月と今を比べると、こ
れを計算していったら、多分6割から7割とか上
がってきているのかなというふうに思って、こ

んなに上がっているのかというところで、わか

りました。

改めてお尋ねですけれども、相当肥料が上が

ってきている中、なかなか直接的な支援という

のが難しい状況で、これはそういう状況である

というのはもう承知はするところですけれども、

相当上がってきています。改めて現場の声とい

うか、それをどのよう捉えておられるのか、お

尋ねいたします。

【清水農産園芸課長】 先ほど申し上げた肥料、

肥料は実はたくさん銘柄がありまして、先ほど

は代表的な複合肥料の銘柄の値上げ幅を申し上

げました。

先ほどお答えしたように、昨年の冬から比べ

て今回の7月期での値上がり幅が非常に大きい
ということで、これまでは政府も、4月の物価高
騰対策では、調達先国、例えば中国やロシアか

らの肥料原料の鉱物の輸出が大分滞っていると

いうことで、調達先国を変える、モロッコとか

カナダに変えるような場合に、肥料メーカー、

全農等の肥料原料を輸入する業者に対して、国

も100億円の支援を行ったところですが、ただ、
それをもってしても、今回、この7月期で5割程
度値上がりしているということで、そういう意

味では、緊急度といいますか、農業経営の影響

の度合いの大きさが非常に懸念されるという状

況だと受け止めています。

このために、まず、今回の補正予算で、今後

もこのトレンド、なかなか値上がりしたものが

すぐに下がるとは考えづらい状況にありますの

で、これから価格が高止まりした場合でも、経

営への影響を緩和できるように、肥料の使用量

を削減できる機器の導入への支援を行うことと

しておりますし、直接的な支援としましては、

これも先ほど申し上げました、国の方でセーフ

ティネット対策を検討されておりますので、そ

れを見て、しっかり対応してまいりたいと思い

ます。

【中村(泰)委員】 農業従事者の皆様から悲痛な
声というのは、日に日に大きくなってきている

と思いますので、また、国と連携しながらご対

応いただきたく、よろしくお願いします。

以上です。

【山下分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【坂口副会長】 資料の3ページですけれど、稼
ぐ農山村チャレンジ支援事業について伺います。

2つ項目がありまして、一つ目の人材育成・生
産体制強化支援の中に2つまたありますけれど
も、このうち地域貢献に取り組む直売所のステ
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ップアップに向けた取組を支援するとあります

けれども、これについて詳細をお願いします。

【村木農山村振興課長】地域貢献に取り組む直

売所の具体的内容でございますけれども、例え

ば直売所に出されていた高齢者の方々が、もう

直売所まで持っていけなくなったというふうな

方々、あるいは、そういった行動ができないと

いう方々に対して、例えば高齢者の方々が作っ

た農産物を直売所が集荷する方法、あるいは日

用品とかも含めて買い物支援、そういった地域

貢献に試行的に取り組んでいただく、そういっ

た直売所に対しまして補助をする事業となって

おります。

【坂口副会長】わかりました。一般質問でも取

り上げましたけれども、福祉の方で地域包括ケ

アシステムという制度の中で生活支援を、買い

物販売であったり、移動販売であったり、目的

自体は同じようなことに取り組んでおられます

ので、それが、対象が多分、農山村における住

民さんという違いだけだと思いますので、その

辺はしっかり連携して、一緒になって取り組ん

でいただきたいと思っておりますので、よろし

くお願いいたします。

もう一点、9ページの農産物輸出促進事業費
ですけれども、ここに概要が書いてありますが、

もう少し具体的に、例えば政府の戦略において

も品目を特定したマーケットイン型の輸出戦略

とかそういったことが掲げてありますけれども、

ここをもう少し具体的に、県としての戦略を教

えていただければと思います。

【長門農産加工流通課長】 県といたしまして、

これまで平成26年に長崎県輸出協議会という
ものを設立いたしまして、これは関係機関と一

緒になって取り組む機関でございますけれども、

こういった方々と一緒になってバイヤーの招聘

とか、海外におけるフェアの開催支援とか、あ

と、輸出に向けた意識醸成という形でセミナー

の開催等を行ってきたところでございます。

現状、令和3年度の輸出額は約6億2,000万円
という状況でございますけれども、この輸出の

約7割が香港に偏重されているという状況でご
ざいます。

そのため、さらなる輸出拡大を図るためには、

新たな輸出先国、そのルートをしっかりと確保

していく必要があり、今回、新たなルートで輸

出するための補正の予算ということで、シンガ

ポール・マレーシアの新たなルートの開拓と、

アメリカの方の輸出可能性調査、こういったも

のに取り組んでまいりたいと考えているところ

でございます。

【坂口副会長】ご答弁いただきましたけれども、

後半は、ここに書いてあることと同じでしたの

で、少し詳しく伺いたいんですが、ここに、隣

に、例えばいちごの写真が載っていますけど、

先ほどの質問の繰り返しになりますけれども、

特定の品目など何か想定があって事業化された

のかどうか、そのあたりを伺います。

【長門農産加工流通課長】本県の主な農産物で

出荷されている品目といたしましては、いちご、

びわ、みかん、あと牛肉、トマト等がございま

す。

こういった本県が誇る主要な農産物、国の方

でも重要品目にも上がっていますけれども、こ

ういったいちご、びわ、みかん、トマト、牛肉

等、こういった品目をしっかり輸出してまいり

たいと考えているところでございます。

【坂口副会長】 今のは青果なんですけれども、

加工品の輸出なんかも、この事業に入るのかど

うか、その点、伺います。

【長門農産加工流通課長】 目的としましては、
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農産物ということで、青果物が主体となってお

りますが、一部お茶等も加工品に含まれますし、

あと、農産物の加工品、「長崎四季畑」という

長崎の農産物を活用した加工品がございますけ

れども、事業者の中でそういったものの輸出に

取り組まれる方々についても、しっかりと輸出

の支援をしてまいりたいと考えているところで

ございます。

【坂口副会長】ありがとうございます。例えば

青果物であれば、グローバルＧＡＰ（ギャップ）

とかＪＧＡＰとか、加工品であればＨＡＣＣＰ

（ハサップ）ですかね、この辺の県下の取得の

状況、あるいは県としての取組の状況を教えて

いただければと思います。

【清水農産園芸課長】今お尋ねがありましたグ

ローバルＧＡＰ等の取得状況ですけれども、外

部認証を受けた件数といたしまして、グローバ

ルＧＡＰ、ＡＳＩＡＧＡＰ、ＪＧＡＰを含めて、

今、18件というような状況です。
【坂口副会長】 ＨＡＣＣＰはいかがですか。

【長門農産加工流通課長】ＨＡＣＣＰの施設に

ついては、私どもも把握はしていませんけれど

も、事業の方で先般導入されました施設等が2
か所ほどございますけれども、県下全体に何か

所のＨＡＣＣＰの加工施設があるのかというの

は、把握してない状況でございます。

【坂口副会長】このＧＡＰとＨＡＣＣＰについ

て輸出に占める役割というか、県としてどのよ

うにそのあたりは認識されているのか、伺いた

いと思います。

【長門農産加工流通課長】加工品につきましは、

例えばＨＡＣＣＰを取得した施設等を活用した

輸出というのが、今後主流になってくるかと思

っています。

そういった意味では、国の方もＨＡＣＣＰの

施設等の導入の支援も行っておりますが、そう

いったものの事業の推進、これも私どもはやっ

てまいりたいと考えています。

今後、アメリカ等の輸出を見据えた場合には、

グローバルＧＡＰ、もしくは有機、そういった

ものの必要性も当然出てくるかと思っておりま

すので、そういったのも含めて、今回アメリカ

の可能性調査もやりながら、取組を進めてまい

りたいと考えているところでございます。

【坂口副会長】一個前の答弁で、ＨＡＣＣＰに

ついてはあまり把握をされていないというご答

弁だったと思うんですけれども、今ご答弁いた

だいた、今後、ＨＡＣＣＰの認証取得をしたと

ころの輸出というのが主流になると。すみませ

ん、答弁に何か整合性を欠くような気がするん

ですけれども、そのあたり県としては、今後ど

のように進めていくのか、伺ってよろしいでし

ょうか。

【山下分科会長】 暫時休憩します。

― 午後 １時５８分 休憩 ―

― 午後 １時５８分 再開 ―

【山下分科会】 分科会を再開します。

【長門農産加工流通課長】先ほど申しましたけ

れども、ＨＡＣＣＰ等の加工施設が主流になっ

てくるというのが現状だと思っております。

まずは、私ども農林部としましても青果物の

輸出、牛肉の輸出に、しっかり取り組んでいき

たいというふうに考えていますし、当然、青果

物を輸出する中で、一つの手段として、例えば

1次加工したペースト品、そういったものも輸
出の対象というふうに捉えてくる必要があると

考えています。

そういった意味で、そういう6次化なり、農商
工連携なり取り組むような事業者、こういった



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２３日）

- 122 -

方々も今後増えてまいると思いますので、しっ

かりと対応しながら、輸出に向けた事業者等の

育成も図ってまいりたいと考えているところで

ございます。

【坂口副会長】農水省の資料を見ていたら、長

崎県がＧＡＰ、ＨＡＣＣＰともに取組が、決し

て高くないというような記載がありましたので、

伺ってみたところでした。

よろしくお願いいたします。

【山下分科会長】 ほかに質疑はありませんか。

【八江委員】燃油・肥料の価格高騰への対策に

ついて、ここに記載してあります4億円余の予
算の問題の中で、支援資機材のヒートポンプ、

あるいは二重カーテン、環境制御装置など、今

まで農産園芸課としてはいろいろ進めてきてお

られたことでありますから、その実績も、これ

までも出ておりますので、これを一気に燃油対

策を進めていこうということですけれど、ヒー

トポンプの導入をするに当たって、経営体とし

てはどのくらの方に行き渡るぐらいの計画かと

いうことは想定した中での話だと思いますが、

どのようになっていますか。

【清水農産園芸課長】燃油の使用量を節減する

ヒートポンプでありますが、今回の対策の中で、

これは積算上ですけれども、花、野菜、そして

シイタケを対象としまして278台の導入を計上
しております。

【八江委員】 278台増やすということでありま
すので、これも長い間の地元からの要望も、そ

れぞれの経営体からの要望も強かったと思いま

すし、この機会に思い切ってやっていくことが

必要だと思いますので、ぜひひとつ、もう少し

増えてくるのかなと思います。

それから、二重カーテンというのは、二重カ

ーテンがあるのは、三重カーテンもあるし、ま

たいろいろ使う資材ですね、フィルムだったり

不織布だったり、あるいは装置だったりという

こともあるんですけれども、それは全部含めて、

二重カーテンの被覆資材も併せてということな

んですか、どうなんですか。

【清水農産園芸課長】この二重カーテンにつき

ましては、あくまでハウスの保温性を高めて、

それによって燃油の使用量を節減するという効

果を見込んでおります。

そういう意味でいえば、現状、二重カーテン

に取り組まれている方が、仮に三重にしてさら

に保温性を高めるという場合であれば、当然対

象にしたいと考えております。

【八江委員】二重カーテンも、今までのハウス

の形態から言えば、少し低ハウスというのが多

かった関係もあって、もう少し高いハウスをも

って効率のいいようなシステムというか、ハウ

スの構造というものを変えていかないと十分に

発揮できないんじゃないかと思います。

それと二重カーテン、三重カーテンというも

のに関する取組は、今後も必要じゃないかと思

うし、また、資材の内容についても、効率のい

いフィルム等も開発されておりますので、そう

いったことも一つの対象の品目には入っている

と思いますし、そうしたときに、今申し上げる

ように、腰高が高い方向に持っていかなければ

ならない、その改造とか、そういったものは、

今現在、該当しないわけですかね。

【清水農産園芸課長】今回の対策は、既存のハ

ウス、今あるハウスに追加的に導入をするとい

うものを対象として考えております。

もしハウス本体そのものを新たに建てる、あ

るいは改修をするとなりますと別事業になりま

して、県単独で言えば、ながさき型スマート産

地確立支援事業というのがありますし、あるい
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は構造改善加速化事業というのがありまして、

あと、国庫事業でも、産地生産基盤パワーアッ

プ事業等々、こういったものを活用して、ハウ

ス本体の新設・改修等は対応してまいりたいと

思います。

【八江委員】そういったヒートポンプ、二重カ

ーテン等が、燃油に対し大きくかかわってきま

すので、積極的に進めてほしいし、また、今後、

要望も高くなってくると思いますから、それは

十分対応できるように、対策を考えながら進め

ていただきたいということ。

それと、環境制御についても、燃油高騰を抑

えるためには、効率よく管理をしていくのが非

常に大事なことだと思いますので、そのことも

併せ持って進めていただきたいと要望しておき

たいと思います。

以上です。

【山下分科会長】ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】 ほかに質疑がないようです

ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了します。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第69号議案のうち関係部分、第85号議案の
うち関係部分、報告第4号のうち関係部分、報
告第6号ないし報告第8号は、原案のとおり、
可決・承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山下分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、それぞれ

可決・承認すべきものと決定されました。

【山下委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

まず、農林部長より総括説明を求めます。

【綾香農林部長】農林部関係の議案等について

ご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料農林部の1
ページ目をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第80号議案「和解及び損害賠償の額の決定につ
いて」でございます。

本議案につきましては、令和元年12月3日、長
崎市出島町の臨港道路上において、農林部の職

員が公用車を運転中、視認の遅れにより、横断

歩道を通行していた相手方に衝突し負傷させた

事案について、損害賠償金757万650円を支払う
ため、地方自治法第96条第1項第12号及び第13
号の規定により、和解し、損害賠償の額を決定

しようとするものであります。

続きまして、議案外の主な報告事項について、

ご説明いたします。

農水経済委員会関係議案説明資料農林部並び

に同資料の追加1及び追加2をご用意いただき
たいと思います。

今回、ご報告いたしますのは、金子農林水産

大臣の県内視察について、新規就農者の確保に

ついて、農業分野における特定技能外国人材の

受入について、農林産物輸出の取組について、

第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会へ向け
た取組について、現場後代検定歴代1位の種雄
牛「幸男」について、長崎県農業農村整備事業

推進大会について、諫早湾干拓事業の開門問題

等について、諫早湾干拓農地の利用権再設定等

について、「長崎県行財政運営プラン2025～挑
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戦する組織への変革とデジタル改革～」に基づ

く取組についてであります。

そのうち、主な事項についてご報告いたしま

す。

まず、農水経済委員会関係議案説明資料の2
ページ目をお開きください。

新規就農者の確保についてでございます。

新規就農者の確保につきましては、「第3期な
がさき農林業・農山村活性化計画」の目標とし

て毎年313名の確保を掲げ、取組を進めている
ところです。

令和3年度におきましては、長崎県新規就農
相談センターがながさき移住サポートセンター

等と連携した東京、大阪、福岡での就農相談会

やコロナ禍を踏まえたオンラインによる就農相

談を実施したほか、産地とＪＡが就農希望者を

受入れる「産地主導型就農ルート」において、

これまでに5ＪＡの研修機関が立ち上がり就農
希望者を受入れるなど、新規就農者の確保・育

成に取り組んだ結果、目標達成とはなりません

でしたが、昨年度を21名上回る過去最多の287
名を確保することができました。

今後も引き続き、「産地主導型就農ルート」

の県内各地域への拡大に努め、県内外からＵＩ

ターン者等の就農、就業を促進するほか、県内

農業高校や農業大学校等との連携による先進農

家研修や農業法人等への就農相談会等の実施に

より、学生の就農意欲を喚起するなど、新規就

農者や新規雇用就業者の確保・育成に努めてま

いります。

また、本年度から新たに、国が就農時の機械・

施設等の導入に対して、県とあわせて最大750
万円を助成する経営発展支援事業が創設される

とともに、県においてもＪＡが遊休化した農業

ハウス等を取得・修繕して新規就農者に貸し出

す取組を支援する事業を新たに創設することと

しております。これらの事業を積極的に活用、

推進することで、さらなる新規就農者の確保、

育成を図ってまいります。

次に、農業分野における特定技能外国人材の

受入についてでございます。

本県における農業分野での特定技能外国人材

の活用につきましては、令和元年12月から株式
会社「エヌ」が派遣業務を開始しましたが、令

和2年2月以降、新型コロナウイルス感染拡大に
伴う入国制限により新たな外国人材の確保が難

しい状況が続いておりましたが、国の入国制限

の見直しにより本年3月から外国人の新規入国
が認められることとなりました。このため株式

会社「エヌ」におきましては、カンボジア、イ

ンドネシアから新たに56名の外国人材を受入
れ、5月16日現在で合計113名を県内外の農業者、
漁業者等へ派遣しております。さらに、在留資

格取得済みの43名が入国を待機しており、引き
続き受入れを進めていくこととしております。

県としましては、今後も「エヌ」による外国

人材の確保、派遣が円滑に進むよう、関係機関

と連携して生活環境及び労働環境の改善や、本

県の農閑期に外国人材を長野県・北海道に派遣

する「リレー派遣」の取組を拡大することで、

本県農業者のニーズに即した労働力の確保を図

り、産地の維持拡大、農業者の規模拡大や所得

向上につなげてまいります。

次に、4ページ目をお開きください。
第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会へ向

けた取組についてでございます。

第12回全国和牛能力共進会が10月に鹿児島
県で開催されます。5年前に宮城県で開催され
た第11回大会では、出品全9区のうち6つの区で
優等賞を獲得し、特に第7区総合評価群の肉牛
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群では、特別賞となる「交雑脂肪の形状賞」を

受賞するなど優秀な成績を収めました。

今回の鹿児島大会においても、出品する全8
区での優等賞獲得と第10回長崎大会で獲得し
た日本一の奪還を目指し、出品候補牛の確保対

策を順調に進めているところです。

「種牛の部」では、4月から5月にかけて県内
4地区で代表牛の選考を行い、それぞれ選抜さ
れた候補牛を7月7日に平戸口中央家畜市場に
おいて、県代表牛14頭が決定されることとなっ
ております。

「肉牛の部」では、昨年4月に優れた技術をも
つ肥育農家へ引き渡された候補牛60頭につい
て、農家ごとの飼養管理マニュアルや超音波画

像診断装置による脂肪交雑等の肉質診断に基づ

く飼養管理を毎月の巡回により確認していると

ころであり、去る5月の1次選抜で26頭に絞り込
みを行い、8月には「肉牛の部」の県代表牛とな
る7頭が決定される予定です。
今後とも、生産者、関係団体、市町と一体と

なって、鹿児島大会での日本一奪還に向けて全

力で取り組んでまいります。

最後に、農水経済委員会関係議案説明資料追

加1の1ページ目をお開きください。
現場後代検定歴代1位の種雄牛「幸男」につい

てでございます。

県肉用牛改良センターで飼養する気高系の種

雄牛「幸男」が、遺伝的能力を調査する現場後

代検定において、肉質で最も重要視される脂肪

交雑が11.0と、これまで本県歴代1位であった
父「勝乃幸」の10.3を大きく上回る成績となり
ました。

このほか枝肉重量の556.5㎏、ロース芯面積
81.5c㎡、歩留基準値76.5、さらに5等級率100％
と、肉質の評価につながるほとんどの形質にお

いても本県歴代1位を記録する好成績でありま
した。

今回、全国トプクラスの種雄牛が誕生したこ

とにより、本県の基幹種雄牛である「勝乃幸」

や「金太郎3」など気高系種雄牛のラインナップ
がさらに強化され、これからの本県肉用牛改良

に大きく貢献することが期待されます。

今後とも、肉用牛の改良の促進と「長崎和牛」

の更なる品質向上に努めてまいります。

その他の事項の内容につきましては、記載の

とおりであります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山下委員長】以上で説明が終わりましたので、

これより、議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】議案に対する質疑はないようで

すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、議案に対する討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第80号議案は、原案のとおり、可決すること
にご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

次に、提出のありました「政策等決定過程の

透明性等の確保などに関する資料」及び「政府

施策に関する提案・要望について」、説明を求
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めます 。

【苑田農政課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した農林部関係の資料について、ご説明いたし

ます。

農水経済委員会提出資料農林部という資料を

お願いいたします。

まず、資料の1ページをお願いいたします。
補助金の内示状況につきまして、整理をいた

しております。こちらは、令和4年3月から令和
4年5月までの実績についてご説明していると
ころです。

直接補助金につきましては、1ページから31
ページにございますが、長崎県多面的機能支払

交付金など308件でございます。また、間接補助
金につきましては、32ページから41ページに記
載しておりまして、ながさき鳥獣被害防止総合

対策事業費補助金など97件でございます。直接
補助金と間接補助金の合計は405件となってお
ります。

次に、資料の42ページをお願いいたします。
1,000万円以上の契約状況につきまして、令

和4年3月から令和4年5月までの実績について、
ご説明いたします。

委託につきましては、42ページに記載してお
ります17件であり、43ページから60ページまで
に、その入札結果一覧表を添付いたしておりま

す。

続きまして、61ページをお願いいたします。
工事につきましては、61ページから62ページ

に記載しております39件でございまして、63ペ
ージから125ページに、その入札結果一覧表を
添付しております。全体の合計は56件となって
おります。

最後に、126ページをお願いいたします。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長に対する陳情要望のうち、令和

4年3月から令和4年5月までの間に県議会議長
宛てにも同様の要望が行われたものに関しまし

て、126ページから142ページに県の対応を記載
しております。

なお、別紙といたしまして、営繕課で実施し

ております集中契約のうち農林部関係で1,000
万円以上の契約案件について、参考資料として

配付をいたしております。

続きまして、去る6月上旬に実施いたしまし
た、令和5年度政府施策に関する要望・提案につ
いて、農林部関係の要望結果をご説明させてい

ただきます。

こちらは、農水経済委員会補足説明資料の「令

和5年度政府施策に関する提案・要望について」
農林部という資料をお願いいたします。

1枚おめくりいただきまして、農林部関係に
おきましては、国営諫早湾干拓事業について、

農林水産物の国際貿易交渉への適切な対応と体

質強化対策について、農業生産基盤整備の促進

についてなど5項目の重点項目及びみどりの食
料システム戦略の実現に向けた農林業のスマー

ト化・グリーン化の推進について、安定した農

業経営継続に必要な対策の充実について、鳥獣

被害防止対策の強化についてなどの11項目の
一般項目について要望を行いました。

要望実績といたしましては、要望先が農林水

産省、環境省などであり、金子農林水産大臣ほ

か100名に対し要望書の配付を実施いたしまし
た。

また、これに加えまして、7月上旬に上京して
の要望活動も予定いたしております。現時点に

おきましては、新型コロナウイルス感染症の影
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響が不透明ではございますが、今回の政府施策

に関する提案・要望の実現に向けまして、引き

続き取組を行ってまいります。

報告は、以上でございます。

よろしくお願いいたします。

【山下委員長】以上で説明が終わりましたので、

次に、陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書の一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。

審査対象の陳情番号は、17番、19番、20番で
あります。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくことといたします。

ここで換気のため、暫時休憩いたします。

再開は、14時30分とさせていただきます。

― 午後 ２時２０分 休憩 ―

― 午後 ２時２９分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

次に、所管事務一般に対する質問を行うこと

といたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、次に、

「政府施策に関する提案・要望について」、質

問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】質問がないようですので、次に、

所管事務一般について、質問はありませんか。

【中山委員】それでは、先ほどの農水経済委員

会の農林部の方で質問していた、イノシシ被害

ゼロを目指す取組をしてほしいということで、

この理由としては、長崎市内全域にわたってイ

ノシシの農産物被害、生活環境被害が蔓延して

おりまして、できれば、一番南の方の樺島をモ

デル地区に指定してほしいという発言をいたし

まして、6月定例会までにその課題について整
理をして、今後の取組についても考えてほしい

と投げておったわけでありますが、そのとき課

題の一つに、地元の協力がどうだろうかという

お話がありましたものですから、4月15日に、野
母崎連合自治会は野母と高浜と脇岬と樺島と4
つの連合自治会がありますけれども、ここに、

また野母崎のセンター長も入れて、ちょっと時

間を取ってほしいということで1時間半程度、
イノシシ被害ゼロについての私の考え方と、そ

して意見交換をやらせていただきました。

その折、樺島の方から、議員さん、もう一回

樺島の役員の皆様方に説明していただけないだ

ろうかということでありましたので、5月22日
に樺島町内の役員さん約35～36名に集まって
いただいて、私の考え方と意見交換会を約2時
間程度やらせていただいたところでございます。

併せて、そのとき情報が一つありまして、野

母地区にお寺があって墓があるんですけど、そ

こに参るときに被害が出ているということがあ

って、野母地区で約400メートルぐらい囲い込
みをしているという話がありました。そして、

何と最大40人ぐらいが参加したということも
ありましたので、その現地調査をさせていただ

いたところでございます。

それを受けて、ぜひ、この事業化を進めてほ

しいというふうに考えておりますので、どうか

農山村振興課長におかれましては、今までの経

過と今後の取組について、ひとつお答えいただ
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きたいと思います。

【村木農山村振興課長】 今、中山委員から、イ

ノシシ被害のゼロを目指した取組ができないか

ということで、3月の議会の委員会においても、
委員からご提案があったところでございます。

その検討状況でございますけれども、国、あ

るいは国の研究員にも伺いましたところ、佐賀

県の一市町におきましてイノシシによる被害ゼ

ロを実現し、現在でも被害ゼロが維持されてい

る優良事例がありまして、この取組について、

県内でモデル的にできないか、そういったとこ

ろを具体的に、現在検討している状況でござい

ます。

【中山委員】それでは、まず、第一段階として、

イノシシによる農作物・生活被害ゼロを目指し

て、佐賀県の事例をもって取り組むという形で

ありますので、一応了といたします。

それでは、今後、佐賀県の鳥獣対策アドバイ

ザーの人たちと調整するというふうに思います

けれども、これを受けて、現実的に長崎市を含

めてモデル地区についてどういう形で取り組も

うとしているのか、その考え方をお尋ねしたい

と思います。

【村木農山村振興課長】先ほどの佐賀県での取

組につきまして、この指導をされました、国の

鳥獣被害対策アドバイザーでもあります、佐賀

県在住のイノシシ専門家から、具体的な手法に

ついてお聞きしております。この手法につきま

して、先般、市町の担当者会議がございました

ので、その中でも講義をしていただいたところ

でございます。

今後の進め方につきましては、本議会が終わ

り次第、できるだけ早く佐賀県の専門家にお会

いいたしまして、モデル地区を設定する場合の

要件、それと、本県で実証に取り組むに当たっ

ての指導につきまして、正式に了解をとった上

で、市町へもモデル地区の候補地も挙げてもら

って、併せて、専門家のご意見もいただきなが

ら、市町及びモデル地区を選定して、この取組

を積極的に進めてまいりたいということで考え

ております。

【中山委員】 明確に答弁いただきましたので、

大変ありがたいなというふうに思いますし、そ

の姿勢については評価したいなと思います。

そこで、今後の取り組む内容についてのポイ

ントとして、私はイノシシの実態調査をまずや

ってほしいということと、それと、捕獲体制を

どういうふうに強化していくのか。地元の協力

等も要るだろうと思いますので、その辺を含め

て、ひとつ今後の検討材料の中に入れていただ

いて、そして、併せて、市町の方に公募を募っ

て、そして自主的に決めていただいて実施して

いくというふうに取り組んでいただければ大変

ありがたいなと考えておりますが、その考え方

でよろしいでしょうか。

【村木農山村振興課長】その具体的な取組を若

干説明いたしますけれども、先ほどのイノシシ

のアドバイザーの方は、まず、農作物を加害す

る個体、あるいは市街地に出没する個体をセン

サーカメラなどを活用して実態調査を行った上

で個体を特定し、この特定した個体を集中的に

捕獲をしたこと。併せて、住民の方々によりま

す環境整備、あるいは捕獲技術の習得などの人

材育成によって被害ゼロを実現したと。こうい

った取組を、専門家にアドバイスをいただきな

がら進めていきたいということで考えておりま

す。

【中山委員】大方は了といたしますので、ぜひ

モデル地区を選定して、具体的に取組を実施す

るよう、要望しておきたいと思います。
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次に、あと一点お尋ねいたしますが、新規就

農者の確保について、先ほど私も若干質問いた

しましたけれども、令和3年度は、先ほど部長の
話では、前年度を上回る287名を確保すること
ができたということでありましたので、一定評

価していいんじゃないかと思います。

そこで、287名の前歴というか、職歴というか、
Ｕターン者とか学生とか、いろいろ職種という

かあると思いますが、これはどういう分析をし

ていますでしょうか。

【溝口農業経営課長】 287名の中身でございま
すけれども、まず、出身別・ルート別に関しま

しては、Ｉターン、いわゆるよそから来られた

方が12名でございます。これはいろんな業種の
方がおられるということでございます。次に、

Ｕターンの方が23名、これは県内におられた方
が戻ってこられたというような方でございます。

それからあと、学卒の方、いわゆる農業大学校、

農業高校の方が26名でございます。それから、
あと残りの大部分が、県内におられます他産業

から従事と、これも数が非常に多くございまし

て、いろんな産業の方から農業へ戻ってこられ

たということでございます。

ちなみに、出身別で分析しますと、約170名ぐ
らいが、6割が農家の出身、非農家の方が110名、
4割程度が非農家の出身ということでなってい
るということでございます。

【中山委員】よくわかりました。ありがとうご

ざいました。

そこで、先ほど話があった、農業高校、そし

て農業大学で25名という話があったような感
じがしたんですが、この農業高校と大学、25名
の内訳はどうなっていますか。

【溝口農業経営課長】 26名いますけれども、半
分が農業大学校でございます。

農業高校については非常に少ない、1桁台の
少ない数字になっております。

あと、それ以外の方が、国の方の農業、県外

の農業の専門、いわゆる国の試験場ですね、興

津であるとか久留米とか、そういう学校があり

ますので、そういう方が行っておられた学校の

出身ということになっております。

【中山委員】諫早農業高校と島原と西彼杵にあ

ったと思いますが、実質的に何人ですか、県内

農業高校から農業に就業した人は。

【山下委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ２時４１分 休憩 ―

― 午後 ２時４１分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開します。

【溝口農業経営課長】 農業高校につきましは、

昨年度3名ということで報告を受けております。
【中山委員】驚いているんですがね。それじゃ、

農業高校は3校ありますかな、幾らあるのか。
【溝口農業経営課長】 農業系としましては5校
ございます。

農業高校は諫早、島原、西彼、北松、そして

大村に大村城南高校ということでございます。

【中山委員】ここをやはり強化せんばいかんな

というふうに思って質問したんですけれども、

そうすると、農業高校5校で、生徒の定数、そし
て生徒数は把握していますか。

【溝口農業経営課長】定数ということではあり

ませんけれども、卒業生につきましては、昨年

度で5校全部で535名ということで報告を受け
ていまして、農業関係に就農された、先ほど言

った即就農という方は非常に少ないんですけれ

ども、進学等が26名程度おられるというふうに
お聞きしております。それからあと、農業法人

とかそういうところにも一部、これも1桁台で



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２３日）

- 130 -

就職されておりまして、将来も見据えまして30
名程度が、そういう農業の方に就農していくよ

うなルートの方に行かれたというふうに把握し

ております。

【中山委員】 この傾向というのは、535名で、
この数も年々減ってきているんじゃないかと思

うんですけれども、10年前ぐらいの卒業生と、
5年前でもよかけども、この推移と、新規も含め
て30名程度ということであったけれども、この
辺の推移と比例するのかどうか、わかれば教え

てくれますか。

【溝口農業経営課長】 卒業生は、実は過去4年
ぐらいの数値がございまして、過去4年のとき
の数値が、卒業生が、先ほど535名と申しました
けれども、4年前は666名ということで、当然、
今ご指摘のとおり、卒業生数は減っているとい

うことでございます。

先ほど農業のルートの方に行かれた人数につ

きましても、34名ということで報告しましたけ
れども、66名ということでしたので、比率的に
も下がっているというような状況でございます。

【中山委員】農業高校を出て、これからいくと、

6％か7％だね。だから、農業関係に就職できな
いということについては、非常にびっくりして

いるし、ここに対して、定数も含めて、今まで

どういう対策をとってきたんですか。

【溝口農業経営課長】今のご指摘でございます

けれども、農業高校につきましては、最近、非

農家も比率も多くなってきています。いわゆる

食品の産業であるとか、それからあと、農業技

術であれば農業土木とか、いろいろございます

ので、一概に農業だけということではないとい

うふうに感じております。

ただ、そうは言いましても、人数はかなり減

ってきておりますので、そこにつきましては、

実は連携の会議を、人材育成検討会という会議

を私どもが主催させていただきまして、農業高

校の校長先生や教頭先生などと意見交換の場を

設けております。その中で、特に農業大学校へ

の進学ということにつきましても、ぜひお願い

をしているような状況で、できるだけ就農とい

うふうにしていくような形で進めていきたいと。

その場で、農業高校に対しましても、例えば農

業高校の学生さんが、先進の農家の研修を受け

るというような機会もつくっております。

また、農業高校が中学校の学生さんを研修等

で集めますが、そのときのためにも、例えば基

金の方からバスの借り上げに使ったりというよ

うなことで、中・高を含めて農業系統の方に進

んでいただくような取組を進めているところで

ございます。

【中山委員】やはり農業高校の魅力をどう伝え

ていくのか、その辺を含めて、これはゆゆしき

事態ですよ。本県に県立の農業高校があって、

その卒業生が1割も満たない、農業系に就職で
きないということについては、部長、これにつ

いては、今まで対策はいろいろやっていると思

うんだけれども、一回抜本的に見直しをして、

やはり少なくとも数値目標を決めて、とりあえ

ず1割なら1割程度をどうするとか、やはりある
程度数値目標を決めて、この辺は重点的に取り

組んでいかんことには、農業高校の生徒がこの

程度では、なかなか、本県農業をさらに発展さ

せていくためには、非常に心もとないんですよ

ね。

それを含めて、農業高校のあり方も含めて、

これは教育委員会との問題も出てきましょうけ

れども、卒業生をできるだけ農家に就職させて、

そして、できれば県内にと、こうなってくると

思いますので、ぜひその辺について、ひとつこ
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の質疑を機会に、何とかこのパワーアップに取

り組んでほしいなと思うんですが、いかがでご

ざいましょうか。

【綾香農林部長】先ほど農業経営課長からご答

弁をさせていただきましたが、卒業生の数の中

には、生活関係を学ばれたり、食品関係とか、

あと、農業土木等を専攻されて土木建設会社に

勤める方とか、そういう将来をある程度見据え

て入ってこられた方もおられて、その中で、先

ほどの数の中で、将来農業に就農を前提とした

科の数を、そこもしっかりとまず押さえたいと

思います。

そうした上で、比率が何％になるかというの

をもう一度洗い直して、それでも比率がそこま

で皆様に堂々とお話しできるぐらいの数字まで

は上がらないと思いますので、農業高校と農業

大学校、それから就農に至るまでを、例えばス

マート農業を、農業高校、農業大学校、そして

就農直後、一貫して学べるようなシステムを、

農業高校と県と一緒になってつくり出すとか、

魅力ある農業高校になるように、私どもも農林

部の立場で教育長ともしっかりお話をして、そ

して、農業高校へ希望される方、そしてその中

で、将来就農を前提に農業高校を希望される方

が増えていくような魅力ある高校になるように、

そして、その就農のシステムを我々もしっかり、

就農後のアフターもしっかりやってまいりたい

と考えております。

【中山委員】今、部長から言われたことについ

ては、理解します。

そこで、やはりもう一回、卒業生が農業中心

にどういうところに就職しているのか、それの

分析をひとつ出していただきたいと思いますし、

併せてそのときに、県内就職率がどの程度ある

のかという問題とを含めて。

それと併せて、子どもの数が減ってきますの

で、必然的に農業就業者が減ってくるというこ

とは考えられますけれども、やはりどこかで歯

止めをかけて、それからＶ字回復できるために

はどうすればいいのか、もう一回、この機会に

教育委員会とも相談しながら、ひとつ取り組ん

でいただきますことを要望しておきたいと思い

ます。

【山下委員長】 ほかに質問はありませんか。

【麻生委員】森林関係について、お尋ねしたい

と思います。

Ｊ-クレジットが順調に伸びてきていますと
いうことも書いてありますけど、県としてＪ-ク
レジットは大体どのくらい上がっているのかと

いうのを、まず1点お尋ねしたい。
あと、森林環境税を使って、いろいろ事業も

展開されていると思うんですけれども、川上、

川中、川下ということでいろいろ展開を図ろう

とされているんですけれども、長崎県の森林も

20万立米を目指してやるということが書かれ
ておるんですけれども、ウッドショックで、結

構いい値段、上がってきていると思うんですけ

れども、この前、三菱地所が、国産材の住宅関

係で、九州木材を使ってのＣＬＴだとか、要は

木材の平屋を含めてつくるようなシステムを構

築されているということもあっていますけれど

も、こういう新しい流れができている中で、長

崎県としても、今、独自の取組をされていると

思いますけれども、今後の戦略といいますか、

取組といいますか、どういう形でお考えなのか、

ちょっと教えていただきたいと思います。

【永田林政課長】 まず、Ｊ-クレジットのご質
問でございます。

今、Ｊ-クレジットに取り組んでいるのは、林
業公社が中心に取り組んでおるところでござい
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ます。

林業公社においては、平成28年3月に間伐実
施地770ヘクタールを登録させていただいてお
ります。それでクレジットを売っていっている

ということと、ある程度売れてきたので、平成

31年3月に770ヘクタールで炭素吸収量が4,029
トン、ＣＯ２トンになるんですけれども、認証を

受けて、さらに平成31年に1万2,479トン、合わ
せて1万6,508トンの認証を受けているという
ことで、これにつきましても、平成30年、令和
元年、令和2年で577トン、507トン、1万602ト
ンという販売をしているということで、森林の

中での新たな収入源という形で取り組んでいる

ところでございます。

これにつきましても、県営林についても、試

行的にＪ-クレジットの認証を受けるような手
続を今しているところでございます。

それと、木材の利用、県産材、国産材の利用

ということで、どういう形で戦略的に進めるの

かということですけれども、これまで公共建築

物を中心に木材を使っていっていただこうとい

う形で、県の施設であったりとか、市町が建設

する施設などの建築の予定などを事前に聞いて、

そういうところにアタックして働きかけて、な

るべく木造化、木質化をお願いしてきたという

ところがございます。

そういう状況の中で、昨年10月に新たな公共
建築物の法令が、国の方が変わりました。それ

を受けまして、県の方としましても、今度は民

間の建築物、特に非住宅、商業施設であったり

とか、そういったものについて木造・木質化を

進めていくと。

そういった中で、木造・木質化ができる設計

士がなかなかいないということで、それをアド

バイザーという形で養成をしているということ。

それと、アドバイザーがいろんな施主さんのと

ころに行って、木造化・木質化するのにこうい

うメリットがあるんだよとか、そういうのをお

知らせするための手引書を、現在作成中でござ

います。まだ印刷が済んでいませんけれども、

そういったものを使いながら、民間施設で多く

の木造・木質化を進めていく。企業の方もいろ

んな意識が変わってきていまして、ＳＤＧsとか
カーボンニュートラル、いわゆる企業としての

イメージという中で木材を使っていくという動

きもございますので、そういった追い風に乗り

ながら、しっかりと県産材を使う、国産材を使

うという形の建築物の取組を進めてまいりたい

と考えております。

【麻生委員】お話を聞くと、立派な流れができ

ているなと聞いているんだけど、現実はなかな

かうまく回ってないのが実情じゃないかなと心

配しているんですよ。

というのは、建築事務所協会で、今回、建築

一般をやっている人たちに木造住宅関係、木造

を使うと、木質化を使うということで寄ってい

ただいているんでしょうけれども、一つは、部

数が少なくて、所定のところはあるかもしれん

けど、全体に回っているのかということがまず

一点です。

あと一点、建築の設計はできているけれども、

実際、実物にまだまだ、全然至ってないと。も

ちろん、木造でつくると3割近く値段が高いと
いうことで、なかなかそこはあるんでしょうけ

れども、お願いしたいのは、できたら長崎県産

材でつくって、公募になるんでしょうけれども、

単年度じゃなくて2～3年公募をかけて、しっか
りと補助金も入れて、実際のものをつくっても

らったらどうなんだろうかなと。設計図面だけ

でいいですよと言っても、先には進まないだろ
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うし、そういったことについて、国の補助も含

めた形でできないかなと思っておりますし、い

ろいろ構造物の状況はあるから、全てそろうわ

けではありませんけれども、3階建ての図面を
見せてもらって、立派な図面ができているけど、

これどうなのと話したら、やっぱり値段が相当

するので、公募をかけてもなかなか来ないとい

う話をされていましたけれども、そういった現

状についての私が認識している分と、県として

認識されて、今後、対策をどうとろうと考えて

いるのか、お尋ねしたいと思います。

【永田林政課長】委員ご指摘のとおり、いろん

な建築士の育成であるとか、設計に、ＲＣとか

Ｓの鉄骨で設計するときと木造で設計するとき

の掛かり増しの経費とか、そういったものにつ

きましては、今年度から県の方でも支援をいた

すようにしております。

ただ、委員ご指摘のとおり、それで物が今で

きていっているかといえば、なかなかそこまで

は行き着いてないということでございます。

前回もお話をさせていただいたと思いますけ

れども、そういった条件整備みたいなのは、県

の方でしっかりとやっていきたいと考えており

ます。物自体を建てるときに、特に個人住宅じ

ゃなくて、非住宅の、例えば商業施設とかにな

ったら、やっぱり億単位のものになりますので、

県の方の補助というよりは、以前、国の方の補

助金でも、公共建築物等という形で、例えば幼

稚園であるとか、保育園であるとか、福祉施設

であるとか、そういったものをつくるときに2
分の1の補助があって、それがあった時点はか
なりの件数もやってきたということがございま

す。

国の方も、公共建築物だけじゃなくて民間の

方もという形で法令も改正しているところでご

ざいますので、今回の政府施策要望の中でも、

国の方にしっかりと、そういったものを後押し

するような補助をお願いしたいということで考

えているところでございます。

繰り返しになりますけれども、なかなか現実

のものとして、まだまだいってないというのが

現状ですので、国の方にしっかりと働きかけて

まいりたいと考えております。

【麻生委員】目標は高いほどいいかもしれんけ

ど、実際、やっぱり一つひとつ形にしていくこ

とが大事かなと。今、国立競技場が、隈研吾さ

んの関係で、木造建築の関係が見直されて、構

造物としてもできると。特に高層化といいます

かね、そういったものも一つの大きな形になっ

てきていて、大手を含めて動いていく。これが

長崎でどうかというのは、なかなか難しい面も

あるかもしれませんけれども、そういう中でや

っぱり関心を持っていくということで、皆さん

方はある程度森林を使ってもらうという仕組み

づくりを、仕掛けをぜひお願いしたいなと。

ただ、今、普及については、設計関係につい

ては、さっき言ったアドバイザーも含めて育成

していこうとされているんでしょうけれども、

しっかりと予算もつけてあげて、そういう普及

ということと併せて優位性というものをぜひＰ

Ｒしながら、施主に対して説得できるような材

料と、有利な補助金、財源があるかどうかわか

りませんけれども、そういったものも活用しな

がら取組を進めてもらいたいなと。

やっぱり一歩前に進まないと、踏み出さない

となかなかできないですよね。誰もが自分でば

ばを取ろうと思いません。やっぱりリスクはあ

るかもしれんけど、そういったものはしっかり

と県も後押ししてもらって、産業を育成すると

いうことが大事かなと思っていますので、そう



令和４年６月定例会・農水経済委員会・予算決算委員会（農水経済分科会）（６月２３日）

- 134 -

いうのをお願いしたいと思います。

あと一点、これは全然違うんですけど、今、

バイオマスのチップ関係については、結構値段

が上がってきたということで、相当になってい

ますよね。今後、こういうB材、C材ということ
についても、供給の関係も結構あろうかと思い

ますけれども、今後県として、もちろん今、一

極、長崎で加工処理するところがないから、今

は全部伊万里に持っていってるんでしょうけれ

ども、こういう流れというのは変わらないんで

しょうかね。そこは、お尋ねです。

今後は、やっぱり独自で県内で、バイオマス

の供給があるかどうかわかりませんけれども、

まだまだ全然ゼロだからね。今ないでしょうし、

チップが高くなってきましたから、そういうこ

とで、山から出したときに採算性が合うのかど

うか、そういうところについては、どうご認識

されているんでしょうか。

【永田林政課長】まず、木材の流通につきまし

てですが、委員ご指摘のとおり、ほぼ半分が県

外、伊万里市場を介して出ていっているという

状況でございます。

半分といいますのが、対馬の方が、対馬の中

で加工して出ていっている部分があるのでそう

いうことになりますけれども、本土の部分であ

ったらもうちょっと、多分高い比率で伊万里を

介して出ていっているということになります。

これについては、ご存じのとおり、県内に大型

の製材工場がない、チップも大村に常時動いて

いるのが一つしかないとい状況でございますの

で、この流れを変えるというのはなかなか難し

いのかなというふうに思っていますけれども、

ただ、県内にございますので、そこには積極的

に材を出していくということは必要かというふ

うに考えております。

それと、バイオマスのチップにつきまして、

需要が逼迫しているというお話は聞いています

けれども、価格が上がっているというところま

ではまだいってないというふうに認識しており

ます。

というのが、ウッドショックの関係で、外材

が入ってこないものに対して国産材がカバーし

ていっているという形で、いわゆる製材用材は

製材用材で高く売れている。Ｂ材の中でもＡ材

に近いものはかなり製材に回っているという形

で、上へ上へと少しずつずれていっているとい

った中で、出荷量が変わらなければ、結局、一

番最後のＣ材、いわゆるバイオマス材が少し逼

迫しているというお話は聞いております。

そういった中で、我々としては、山で生産す

る、いわゆる生産性を高めることで、売れる価

格は同じでも、費用を落とすことでしっかり出

せますので、施業を集約化する、高性能林業機

械を使う、そういったことをやりながら、しっ

かりとバイオマス材も含めて出荷し、出荷する

ことによって事業体にも利がある、森林所有者

にもお金が還元できるような取組を、今後もし

っかりと進めていきたいと考えております。

【麻生委員】 最後に、一つだけ。長崎のスギと

かヒノキが占める割合は、ヒノキ材が結構高い

ということで、今でも出るでしょうし、森のめ

ぐみさんも結構いいものを使われていましたの

で。

前、ご提案していたんですけど、韓国関係に

ついてはヒノキ材が結構高めで売れていました

ので、今、日韓の問題がいろいろあったのでう

まくいかなかったんでしょうけれども、今後は

ここが大きくなると。対馬を含めて、やっぱり

森のめぐみさんあたりを含めてしっかり加工し

て、そういう付加価値の高いものを展開したら
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どうかということで、前、佐藤課長がおられた

ときにも提案していたんですけれども、ぜひ、

対馬の産業を含めた展開ができることであれば、

ヒノキ材も結構需要が高いですから、そういう

こともぜひ検討していただいて、宮崎では一度

加工して、それをそのまま持っていってやると

いうこともやっていましたけれども、日韓関係

の問題があったから、なかなかできなかったん

でしょうけれども、隣国でありますから、今後

しっかりとその辺の対策をとりたいと思います

けれども、そういう研究についてはされていな

いのかどうか。それとあと、森のめぐみさんを

含めて供給が可能かどうか、お尋ねしたいんで

す。

【永田林政課長】 先ほど委員ご指摘のとおり、

日韓関係が悪化した関係で、一旦ストップした

ということがございます。

それと、対馬の方から韓国へはヒノキの丸太、

それも2.4メートルという、日本にしてみれば中
途半端な規格のものをかなりいい価格で取って

くれるということで、対馬の方から出していた

ということでございますけれども、韓国の需要

量自体は、もともとそんなに多くなかったとこ

ろに、先ほど言ったように、宮崎県であるとか、

ほかの県からも輸出していったという経緯もご

ざいまして、対馬の方から韓国に行く材がかな

り減ったということでございます。

その間、韓国に対して、我々県も含めて何を

していったかということになりますけれども、

「キョンヒャン ハウジングフェア」というもの

がございます。そういったものに、先ほど言い

ました森のめぐみさんの製材品とかいろんなも

のをこれまで出展してきて、ヒノキの板である

とかそういう内装材に使えるものをＰＲしてき

たということでございます。

ただし、現在のお話をしますと、ウッドショ

ックの関係で、国内の合板用の材料が非常に逼

迫しております。Ａ材である製材品は、品薄感

はかなり薄れてきたということですけれども、

ロシア材が、合板用のいわゆるフェース材とい

う一番外側の固くないといけないところが入っ

てこなくなったということで、それに替わる材

としてヒノキを使うというところが出てきてお

りまして、それに対して島根合板であるとかそ

ういうところに対馬の方からも、今、そちらの

の方をメインに出しております。韓国が、国際

情勢であるとかそういったものに左右されない

ところに今出しているというところが中心にな

っているということでございます。

ただし、我々としても、輸出というのは一つ

の大きなチャンネルだと思っていますし、委員

ご指摘のとおり、かなり近いという地の利もあ

りますので、しっかりと動向は確認をしながら、

今後どういう対策をとっていくかというのは検

討してまいりたいと考えております。

【山下委員長】 ほかにございませんか。

【八江委員】 米のことなんですけど、今、梅雨

に入って、長崎県の穀倉地帯の諫早平野は、ち

ょうど田植の真っ最中。随分もう進んでおりま

すけど、7～8割ぐらいは進んだかなと思います。
そういう中で、米余りということもあって、

本県も含めて、全国的に減反を強いられている

という感じであります。そういう中で長崎県で

もやっぱり、これまでの1％ないし3％ぐらいは
減反をしていかなきゃならないという話も聞い

ておりまして、その減反をしたものは何に転作

していくかという問題ももちろんあります。

飼料用米とするか、麦とか大豆とかというこ

ともありますけど、そういったことについて、

主食である長崎県産の、移入県である長崎県の
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主食米が減反を強いられていくということもあ

りますけど、その点、県としては、今後どのよ

うに、水田農業というか、米麦農業について進

めていこうと検討しておられるのか、お尋ねし

たいと思います。

【清水農産園芸課長】今お尋ねのありました水

田の活用、稲作を中心とした水田の農業の展開

方向ですが、まず、米の需給に関しましては、

委員からご指摘のありました、全国的には需要

量に対して生産が上回っているということで、

主食用米以外の品目への転換を図っているとこ

ろです。

本県につきましては、本県は需要量に対して

実は生産が下回っているような状況であります

ので、県内では、長崎県産米をもっと欲しいと

いう米卸からの声もあります。ですので、まず、

いいお米をしっかりと作っていく、主食用米を

しっかりと作っていくというのが一つございま

す。

その上で、今でも水田を活用して麦とか大豆、

あるいはＷＣＳ用稲、飼料作物等の生産を行っ

ているところです。

まずは、この水田という農地をフル活用して、

農家所得の確保をしていくことが重要と考えて

おりますし、そういった観点では、麦・大豆な

どに加えて、収益性の高い野菜などの品目も導

入できるところはしっかり産地づくりを進めて

いく、そういったことでしっかりと水田農業、

水田経営で農業所得を確保できるようにという

ことで取り組んでまいりたいと思います。

【八江委員】 長崎県は、米は移入県と、全体的

に言えばですね。大体どのくらい、県外から移

入しているものが何割ぐらい、長崎県の場合は

占めているんでしょうか。おおよそで結構です

けど。

【清水農産園芸課長】 おおよそでありますが、

県内での米の消費量、大体7万トン強ございま
す。そのうち本県内で生産されたもので対応で

きているのが5万トン強ということで、約2万ト
ンは県外から、県外産の米を消費しているとい

うような状況です。

【八江委員】 2万トン不足するというか、数字
的にはそうですけど、食味とか何とか、産地の

ブランドなどで、コシヒカリをはじめ、いろん

なものが入ってきているために、長崎県はそう

いったものに押されているという部分もあると

思います。

そういう中で、現在、「にこまる」をはじめ、

いろんなものを生産してもらって特Ａを確保し

ながらも、最近どうも九州管内の特Ａがだんだ

ん低下してきていると。東北あるいは北海道方

面のものが特Ａを占めるようになってきたとい

うこともあります。

品種については、今、推移はどのようにして

いるんですか。「にこまる」、あるいは「コシ

ヒカリ」、あるいは「なつほのか」ですか、こ

ういったものについてはどのように推移をして

いるんでしょうか。

【清水農産園芸課長】米の品種についてのお尋

ねであります。

今、委員からご指摘ありました「にこまる」、

あるいは最近、「なつほのか」という品種を県

としても推進しております。これらの品種は、

出穂後、稲の穂が出てから高温が続いた場合で

も収量や品質が落ちない、非常に収量性、ある

いは品質が高い品種であります。

現在のところですが、令和3年度の状況で言
いますと、水稲全体で1万800ヘクタールあるう
ち、一番多いのは「ヒノヒカリ」で5,198ヘクタ
ール、48％を占めておりますが、近年、「なつ
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ほのか」が1,805ヘクタール、16.7％、「にこま
る」が2,090ヘクタール、19.3％まで伸びてきて
いるような状況であります。

【八江委員】それで、長崎の1％ないし3％とい
う数字的なものは、農林水産省の発表で書いて

ありますけど、長崎県の減反といいますか、転

作をする面積、大分県は1万9,000トン余りを減
らすということになっておりますけど、9,000
ヘクタールですね、長崎県の場合は数字的にど

のようになるんですか。

【清水農産園芸課長】水田全体のことで申し上

げますと、本県の水田面積が約2万ヘクタール
ございます。そのうち食用米の作付けが1万800
ヘクタールで、それ以外の部分は、麦とか大豆、

飼料作物、ＷＣＳ用稲、あるいは野菜といった

ような作物を作付けしているような状況です。

【八江委員】それだけの面積が転作を強いられ

てくるし、そのために政策的なことから、これ

まで人・農地・産地プランなどを掲げて、後継

者不足のためにいろんな問題もあってはおりま

すけど、どのように進めていくかということで、

重点地区を構えながらやっておられるのを、も

う少し早く進めないと、私も心配しているのは、

水田地帯の平坦地、優良農地が荒廃地になって

しまうんじゃないかという心配がありますので、

そういったものをもう少し加速的にやっていか

ないと間に合わないんじゃないかと思ってです

ね。

高品質的な、高収入的な作物に切り替えをす

るといっても、一概にはいかないと思うんです。

全国各地がそういうことで競争しながら、転作

を図っていきます。長崎県も、ブロッコリーを

はじめ、いろんな作物に切り替えていただいて

おりますけど、全国各地が同じようなものに進

んでくると、先進地になるところがやっぱり優

先してくるということになりますから、その切

り替え等も含めて考えれば、今が一番大事な時

かなと。早く切り替えて、思い切ってやってい

く。そのためにはいろんな施策の展開をする、

これは助成事業を含めてやっていかなきゃなら

ないと思うんですけど、特に平坦地農業のあり

方については、非常に重要なものだと思ってお

ります。

ですから、そのことは、米麦の問題だけじゃ

なくて、農業の存続にも関わってくるんじゃな

いかと思いますので、そのことを強力に進めて

ほしいと思いますけど、いかがでしょうか。今

の計画といいますか、そういったものはどのよ

うに考えていますか。

【清水農産園芸課長】 今ご指摘がありました、

水田における収益性の高い品目の導入、県とし

ても進めているところです。

これまで、平成30年度からモデル地区を設置
いたしまして、県内14地区で人・農地・産地プ
ランを策定し、担い手の明確化、それから地図

上で作付品目をマップ化する、団地化するとい

ったような取組を進めております。

それに引き続きまして、モデル地区に続いて

重点推進地区ということで、昨年度11地区、新
たに選定をいたしまして、野菜等の高収益作物

の導入を進めているところであります。

引き続き、委員から以前ご指摘をいただきま

した諫早の川内地区も、今年新たに重点推進地

区として野菜等の導入に向けて、今、地元の集

落営農法人等とお話をしているような状況であ

ります。引き続き、諫早をはじめ、県内各地で

この重点推進地区の取組を広げてまいりたいと

いうふうに考えております。

【八江委員】 高収益化計画、産地づくりが、報

道によれば280産地がカボチャとかいちごとか
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キャベツとかタマネギ、あるいは、先ほどのブ

ロッコリー、アスパラというものが全国的に、

これは北は北海道から南も含めてやっていく、

産地間競争がますます激化してくる。そうする

と、やっぱり先進地ということになるためには、

1日も早くといいますか、そういうことにかじ
を切っておかなきゃならないけど、そのために

は、就農する後継者対策に、先ほどから後継者

育成の問題もありましたけど、そういったもの

を的確に、強力に進めていく必要があるんじゃ

ないかと認識をしておりますけど、そういうの

は全体的に農林の掲げることでありますから、

特に幹部としてはどのように進めていこうとし

ているのか、今後もいろいろなことを質問して

いきますけど、農林部長の現在の状況だけでも

報告なり、対応の方法を教えていただきたいと

思いますけど、いかがでしょうか。

【綾香農林部長】 水田地帯を有効に活用して、

そこで快適でもうかる農業を実現して、その後

を自分もそういう農業をやってみたいと若い人

が思うような農業を、そのモデル地区でぜひ実

現をしたい。そのためには、施設園芸であった

り、露地野菜でも果樹でもいいんですけれども、

水田をしっかり排水対策をして、そしてそこで

先行的に、県だけじゃなくて市も農協も一緒に

入って、地元の農家と一緒に、優良事例をしっ

かりつくり上げて、快適でもうかる姿を実現し

ていきたいと考えております。

そうすることで、先ほど委員がおっしゃった

ような、後継者がその地域に残ったり、新たに

入ってきたりして、その地域がまたにぎやかに

なっていくと。そういう水田農業の地域のあり

方を目指して、農林部一同、市町、農協とも連

携をしながら進めていきたいと考えております。

【八江委員】昨日の報道でもありました、五島

ではカボチャの産地をつくり上げていくという

ことで、ブランド化を進めているという話もあ

りますし、それぞれのところでは検討は進めて

おりますけど、それを一体化して、やっぱり県

が指導をしながら、農業団体と一緒になって強

力に進めていくと同時に、加工野菜等に対して

も、製作会社といいますか、そういったところ

との連携というのも、もう少し掘り下げて考え

ていかなきゃいかんかなという思いもあります。

それともう一つ、花の問題も今後あります。

頑張っていただいていると思いますけど、それ

ぞれの作物によって、奨励するためには、園芸

振興大会とか各地で盛んにやって、ムードを上

げていく、機運を高めるということも必要だと

思いますから、そういったことも応援しながら

機運醸成を図っていただきたいと、これは要望

して終わりたいと思います。

【山下委員長】 暫時休憩します。

― 午後 ３時２２分 休憩 ―

― 午後 ３時２２分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】ほかに質問がないようですので、

農林部関係の審査結果について整理したいと思

います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時２３分 休憩 ―

― 午後 ３時２３分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、農林部関係の審査を終了

いたします。
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引き続き、分科会長報告及び委員長報告の取

りまとめなどの委員間討議を行います。

理事者退出のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時２４分 休憩 ―

― 午後 ３時２４分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

農水経済分科会長報告及び農水経済委員長報

告について、正副委員長一任のもとでご報告を

させていただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議をし

たいと思いますので、しばらく休憩します。

― 午後 ３時２５分 休憩 ―

― 午後 ３時２５分 再開 ―

【山下委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について、何かご意見は

ありませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【山下委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと存じます。

以上をもちまして、農水経済委員会及び予算決

算委員会農水経済分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ３時２６分 閉会 ―



観光生活建設委員会委員長　　石本　政弘

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県県営空港条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県建築関係手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

契約の締結について 原案可決

訴えの提起について 原案可決

計　４件（原案可決　４件）

記

観光生活建設委員会審査結果報告書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和4年6月23日

　　　　議長　　坂本　智徳　　様

番　　号 

第 79 号 議 案

第 74 号 議 案

第 78 号 議 案

第 75 号 議 案
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副委員長（副分科会長） 坂 口 慎 一

署 名 委 員     浅 田  ますみ

署 名 委 員      麻 生  隆

                              

書  記   山 口 祐一郎
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